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１９７２年３月２４日　開会






１９７２年３月３０日　閉会






























































那覇市議会





















会議録目次








○　招集告示　


○　会期日程　


○　上程案件


　　（議案第９号　那覇市公告式条例等の一部を改正する条例制定について）


　　（議案第１０号　那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定について）


　　（議案第１１号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）


　　（議案第１２号　那覇市消防団の設置等に関する条例制定について）


　　（議案第１３号　工事請負契約について）


　　（報告第２号　専決処分の報告について）


　　（議案第１４号　那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について）


　　（議案第１５号　那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例制定について）







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～












○　処理結果　







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～












　　３月２４日（初日）


○　出欠議員氏名　


○　説明のため出席した者　


○　事務局出席者　


○　議事日程・会議に付した事件　


○　開会・開議　


○　諸般の報告　


○　会議録署名議員の指名　


○　会期の決定　


○　提案理由の説明　


　　（議案第９号　那覇市公告式条例等の一部を改正する条例制定について）


　　（議案第１０号　那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定について）


　　（議案第１１号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）


　　（議案第１２号　那覇市消防団の設置等に関する条例制定について）


　　（議案第１３号　工事請負契約について）


　￮ 質疑


　　又吉久正議員　


　　建設部長　


　￮ 委員会付託　


○　散会　



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








　３月２７日（２日目）


○　出欠議員氏名　


○　説明のため出席した者　


○　事務局出席者　


○　議事日程・会議に付した事件　


○　開議　


○　諸般の報告　


○　会議録署名議員の指名　


○　議案上程・提案理由の説明


　　（議案第１４号　那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について）


　　（議案第１５号　那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例制定について）


　￮ 質疑


　　宮城武議員　


　　建設部長　


　￮ 委員会付託　


○　一般質問


　￮ 喜舎場盛一議員　


　　教育長　


　　建設部長　


　　教育長　


　　建設部長　


　　財政部長　


　　建設部長　


　　財政部長　


　　建設部長　


　　第二助役　


　　建設部長　


　　第二助役　


　　建設部長　


　　第一助役　


　￮ 金城重正議員　


　￮ （人民）国吉辰雄議員　


　　第一助役　


　　第二助役　


　￮ 玉城栄一議員　


　　経済民生部長　


　￮ 久高友敏議員　


○　散会　



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








　３月３０日（３日目）


○　出欠議員氏名　


○　説明のため出席した者　


○　事務局出席者　


○　議事日程　


○　会議に付した事件　


○　各常任委員会審査報告書　


○　開議　


○　諸般の報告　


○　会議録署名議員の指名　


○　動議（日程追加の動議）


　￮ 　金城重正議員　






　￮ 久高友敏議員　


○　委員会審査報告


　　総務委員長


　　（議案第９号　那覇市公告式条例等の一部を改正する条例制定について）


　　（議案第１０号　那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定について）


　　（議案第１２号　那覇市消防団の設置等に関する条例制定について）


　￮ 表決　


○　委員会審査報告


　　建設委員長


　　（議案第１１号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）


　　（議案第１３号　工事請負契約について）


　　（議案第１４号　那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について）


　　（議案第１５号　那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例制定について）


　￮ 質疑


　　金城重正議員　


　　建設委員長　


　　保健衛生部長　


　　仲村正治議員　


　　建設委員長　


　　建設部長　


　　建設委員長　


　　建設部長　


　￮ 表決　


○　委員会審査報告


　　総務委員長


　　（認定第７号　１９７１年度那覇市歳入歳出決算）


　￮ 表決　


○　委員会審査報告


　建設委員長


　　（認定第８号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算）


　　（認定第９号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出決算）


　　（認定第１０号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計歳入歳出決算）


　　（認定第１１号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算）


　　（議案第１２１号　１９７１年度那覇市水道事業会計の決算について）


　￮ 表決　


○　委員会審査報告


　　経済民生教育委員長


　　（認定第６号　１９７１年度那覇教育区歳入歳出決算）


　￮ 表決　


○　委員会審査報告


　　総務委員長


　　（陳情第４７号　沖繩水産高等学校の安謝埋立地への移転に関する陳情）


　￮ 表決　


○　委員会審査報告


　　経済民生教育委員長


　　（陳情第３３号　若松公設市場第二期工事に伴う仮設市場に対する補償請求について）


　　（陳情第４９号　真和志公設市場使用料減免継続について陳情）


　　（陳情第３５号　那覇商業高校周辺の保安燈、街燈設置並びに横断橋架設について）


　　（陳情第５６号の２　那覇商業高等学校周辺の保安燈、街燈設置並びに陸橋架設について（陳情））


　　（陳情第５４号　那覇商業高校周辺の国県市有地を開放し那覇商業高校、高校の教育のために使用させる陳情）


　　（陳情第５３号　那覇商業高等学校周辺の国県市有地を開放し、那覇商業高等学校教育の充実のために使用させる陳情）


　　（陳情第９号　汚物取扱手数料の３６０円予算計上方の確保について）


　￮ 質疑


　　又吉久正議員　


　　経済民生教育委員長　


　　商工観光課長　


　￮ 表決　


○　諸般の報告　


○　閉会中の継続審査申出について　


○　緊急質問（安謝新港背後地の処分について）


　　金城重正議員　


　　建設部長　


　　第二助役　


○　閉会　
























































































































































那覇市告示第１９号　　　





１９７２年３月２１日　　　













１９７２年第１３９回那覇市議会定例会をつぎのとおり招集する。













那覇市長　　平良良松　　　　　　　




















１．日時　　１９７２年３月２４日（金）午前１０時


















２．場所　　那覇市議会議場
























































































１９７２年第１３９回那覇市議会定例会会期日程









	
			自１９７２年３月２４日（金）
			｝
			７日間
	

	
			至１９７２年３月３０日（木）
	








	
	
			月
			日
			曜
			種別
			日程
			備考
	

	
			3
			24
			金
			本会議
			議案上程・説明聴収・質疑・委員会付託
			
	

	
			〃
			25
			土
			休会
			議案研究
			
	

	
			〃
			26
			日
			〃
			
			休日
	

	
			〃
			27
			月
			本会議
			一般質問
			
	

	
			〃
			28
			火
			休会
			付託事件の審査
			委員会
	

	
			〃
			29
			水
			〃
			諸報告書の作成・事務整理
			
	

	
			〃
			30
			木
			本会議
			議案・請願・陳情上程・委員会審査報告書
質疑・討論・表決
			
	












　　　　　本会議　　３日







	
			
			｛
			
	

	
			　　休会　　４日
			委員会　　１日
	

	
			議案研究　１日
	

	
			事務整理　１日
	

	
			休日　　　１日
	

	
			
			
	






































第１３９回那覇市議会会議録






定例会










上程案件















議案第９号　　　









那覇市公告式条例等の一部を改正する条例制定について








　那覇市公告式条例等の一部を改正する条例を別紙のように制定する。






　　　１９７２年３月２４日提出







那覇市長　　平良良松　　　　　








（提案理由）


　１９７２年５月１５日の本土復帰に備え現行条例を本土法令に適合するよう整備する必要があるので、この案を提出する。











那覇市公告式条例等の一部を改正する条例








（那覇市公告式条例の一部改正）


第１条　那覇市公告式条例（１９６１年那覇市条例第１号）の一部を次のように改正する。


　第１条中「市町村自治法第１３条」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１６条第４項」に改める。


（那覇市政功労者表彰審査委員会設置条例の一部改正）


第２条　那覇市政功労者表彰審査委員会設置条例（１９６５年那覇市条例第１１号）の一部を次のように改正する。


　第１条中「市町村自治法（１９５３年立法第１号）第７８条の４第３項」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項」に改める


（那覇市役所支所設置条例の一部改正）


第３条　那覇市役所支所設置条例（１９５４年那覇市条例第５７号）の一部を次のように改正する。


　第１条中「市町村自治法第９５条」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５５条第１項」に改める。


（那覇市史編集委員会設置条例の一部改正）


第４条　那覇市史編集委員会設置条例（１９６３年那覇市条例第１号）の一部を次のように改正する。


　第１条中「市町村自治法（１９５３年立法第１号）第７８条の４第３項」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項」に改める


（那覇市印鑑条例の一部改正）


第５条　那覇市印鑑条例（１９６１年那覇市条例第２０号）の一部を次のように改正する。


　第２条中「住民登録法（１９５９年立法第２４号）」を「住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）により記録をされている者または外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）」に改める。


（那覇市助役定数条例の一部改正）


第６条　那覇市助役定数条例（１９５７年那覇市条例第２５号）の一部を次のように改正する。


　本則中「市町村自治法第９８条第２項」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１６１条第３項」に改める。


（那覇市特別職報酬等審議会条例の一部改正）


第７条　那覇市特別職報酬等審議会条例（１９７１年那覇市条例第５号）の一部を次のように改正する。


　第１条中「市町村自治法（１９５３年立法第１号）第７８条の４第３項」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項」に改める


（那覇市特別会計条例の一部改正）


第８条　那覇市特別会計条例（１９７１年那覇市条例第７号）の一部を次のように改正する。


　本則中「市町村自治法（１９５３年立法第１号）第１４２条第２項」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項」に改める。


（那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例の一部改正）


第９条　那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例（１９７１年那覇市条例第２０号）の一部を次のように改正する。


　本則中「市町村」を「地方公共団体」に改める。


　第２条第１項第２号中「政府」を「国」に改める。


（那覇市財産評価委員会設置条例の一部改正）


第１０条　那覇市財産評価委員会設置条例（１９６３年那覇市条例第２号）の一部を次のように改正する。


　第１条中「市町村自治法（１９５３年立法第１号）第７８条の４第３項」を


　「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項」に改める。


（那覇市分担金徴収条例の一部改正）


第１１条　那覇市分担金徴収条例（１９５２年那覇市条例第２０号）の一部を次のように改正する。


　第１条中「市町村自治法第１５０条」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２４条」に改める。


（那覇市青少年健全育成協議会設置条例の一部改正）


第１２条　那覇市青少年健全育成協議会設置条例（１９６４年那覇市条例第２０号）の一部を次のように改正する。


　第１条中「市町村自治法（１９５３年立法第１号）第７８条の４第３項」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項」に改める。


（那覇市宿所提供施設設置および管理条例の一部改正）


第１３条　那覇市宿所提供施設設置および管理条例（１９６４年那覇市条例第３号）の一部を次のように改正する。


　第１条中「（１９５３年立法第５５号。以下「法」という。）第４１条」を「（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」という。）第４０条」に改める。


　第３条第１号中「第３９条第７項」を「第３８条第６項」に改める。


　第５条中「第３４条」を「第３３条」に改める。


（建築協定に関する条例の一部改正）


第１４条　建築協定に関する条例（１９５９年那覇市条例第７号）の一部を次のように改正する。


　第１条中「（１９５２年１２月１５日立法第６５号）第６５条」を「（昭和２５年法律第２０１号）第６９条」に、「第８章」を「第４章」に改める。


　第３条中「立法」を「法律」に、「命令」を「政令」に改める。


（那覇市建築審査会条例の一部改正）


第１５条　那覇市建築審査会条例（１９６０年那覇市条例第１６号）の一部を次のように改正する。


　第１条中「（１９５２年１２月１５日立法第６５号。以下「法」という。）


　第７４条」を「（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第７８条」に改める。


　　第３条第３項第１号中「第３条第１項、第３８条第４項、第４０条第３項第４２条第１項、第４３条ただし書、第４７条、第５３条第３項（第５４条第６項」）を「第３条第１項、第４２条第４項、第４４条第２項、第４６条第１項、第４７条ただし書、第４８条第９項および第１０項、第５５条第２項（第５６条第４項）」に改め、同項第２号中「第９０条第３項」を「第９４条第３項」に改める。


　　第６条中「第９０条第４項」を「第９４条第３項」に改める。


（那覇都市計画事業山下地区土地区画整理土地評価委員会設置条例の一部改正）


第１６条　那覇都市計画事業山下地区土地区画整理土地評価委員会設置条例


　（１９６９年那覇市条例第３号）の一部を次のように改正する


　第１条中「市町村自治法（１９５３年立法第１号）第７８条の４第３項」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項」に改める。


（那覇都市計画事業小祿地区土地区画整理土地評価委員会設置条例の一部改正）


第１７条　那覇都市計画事業小祿地区土地区画整理土地評価委員会設置条例（１９６９年那覇市条例第２４号）の一部を次のように改正する。


　第１条中「市町村自治法（１９５３年立法第１号）第７８条の４第３項」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項」に改める。


（那覇市町界町名整理審議会設置条例の一部改正）


第１８条　那覇市町界町名整理審議会設置条例（１９６８年那覇市条例第１６号）の一部を次のように改正する。


　第１条中「市町村自治法（１９５３年立法第１号）第７８条の４第３項」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項」に改める。


　　　付則


　この条例は、昭和４７年５月１５日から施行する。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～





















議案第１０号　　　









那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定について








　那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例を別紙のように制定する。






　　１９７２年３月２４日提出







那覇市長　　平良良松　　　　　












（提案理由）


　本土復帰に伴ない地方自治法が適用されるため、条例を整備する必要があるので、この案を提出する。







那覇市監査委員条例








　那覇市監査委員に関する条例（１９５０年那覇市条例第５号）の全部を改正する。


　（趣旨）


第１条　この条例は、法令に定めがあるものを除くほか、本市の監査委員について必要な事項を定めるものとする。


　（監査委員の定数）


第２条　監査委員の定数は、４人とする。


　（議員のうちから選任する監査委員の数）


第３条　議員のうちから選任する監査委員の数は、２人とする。


　（代表監査委員の選任）


第４条　代表監査委員は、知識経験を有する者から選任された監査委員のうちから監査委員が協議して決定する。


　（監査期日の通知）


第５条　監査委員は、監査を行なうときは、あらかじめ、その期日を関係機関等に通知しなければならない。


　（現金出納の検査日）


第６条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の２により現金出納の検査日は毎月２５日（その日が休日または土曜日にあたるときはその翌日）とする。ただし、やむを得ない理由がある場合はこの限りでない。


　（公表の方法）


第７条　監査委員が行なう公表は、監査委員が必要と認めるものを除くほか、那覇市公告式条例（１９６１年那覇市条例第１号）の例による。


　（事務局の設置）


第８条　監査委員に事務局をおく。


　（職員の定数）


第９条　事務局の職員の定数は、那覇市職員定数条例（１９５６年那覇市条例第３号）の定めるところによる。


　（委任）


第１０条　この条例に定めるもののほか、必要な事項は、監査委員が協議して定める。


















　　　付則


　この条例は、昭和４７年５月１５日から施行する。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～













議案第１１号　　　









那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について








　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。






　　１９７２年３月２４日提出















那覇市長　　平良良松　　　　　
















（提案理由）


　近く完成する第３期那覇市石嶺市営住宅（第１種、第２種）の設置および家賃額を定めるため、この案を提出する。







那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例








　那覇市営住宅設置および管理条例（１９６３年那覇市条例第２５号）の一部を次のように改正する。







 
  	　別表第１中那覇市石嶺市営住宅の項の次に次のように加える。
 

 
  	[image: ]
 













 
  	　別表第２中那覇市石嶺市営住宅の項の次に次のように加える。
 

 
  	[image: ]
 












　付則


この条例の施行期日は、別に規則で定める。







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









議案第１２号　　　









那覇市消防団の設置等に関する条例制定について








　那覇市消防団の設置等に関する条例を別紙のように制定する。






　　１９７２年３月２４日提出







那覇市長　　平良良松　　　　　












（提案理由）


　本土復帰に備え、消防団の設置等に関する条例を制定する必要があるのでこの案を提出する。











那覇市消防団の設置等に関する条例








（趣旨）


第１条　この条例は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第１５条第１項に規定する消防団の設置、名称および区域について定めるものとする。


（消防団の設置、名称および区域）


第２条　本市に消防団を設置する。



 
  	　　２前項の消防団の名称、位置および区域は次のとおりとする。
 

 
  	[image: ]
 








　付則


この条例は、昭和４７年５月１５日から施行する。







議案第１３号　　　









工事請負契約について








　次のとおり工事請負契約を締結する。






　　１９７２年３月２４日提出







那覇市長　　平良良松　　　　　








１　契約の目的　　那覇市ごみ焼却場新築工事


２　契約の方法　　随意契約


３　契約金額　　　＄　４０５,０００　ドル


４　工期　　　　　議決の日から１９７２年６月３０日まで


５　契約の相手方　那覇市松山２丁目３番地の７


　　　　　　　　　合資会社沖繩岩谷商会


　　　　　　　　　　代表者　大浦太郎










（提案理由）


　那覇市ごみ焼却場新築工事を施行したいので、この案を提出する。






参考資料







工事請負仮契約書








１　工事名　　　　那覇市ごみ焼却場新築工事


２　工事場所　　　南風原村字新川伊武志川原


３　工期　　　　　議決の日から１９７２年６月３０日まで


４　工事内容　　　図面および仕様書（現場説明等を含む。）のとおり


５　請負金額　　　＄　４０５,０００ドル


６　部分払回数　　５回以内


７　契約保証金　　免除


８　特約事項　　　別紙のとおり






　上記工事について、注文者那覇市と請負人合資会社沖繩岩谷商会とは、建設業法、那覇市契約規則および那覇市建設工事執行規則に基づき、おのおの対等の立場における合意により請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。






　この仮契約書は、市長がこの契約について那覇市議会の議決を得たときは、その議決の日をもって本契約書に切り変わるものとする。この場合、市長は議決のあった旨を遅滞なく請負人に通知するものとする。






　この契約を証するため本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ各自がその１通を所持する。






　　１９７２年３月１８日






　　　　　　　那覇市


　注文者　　　支出負担行為担当者


　　　　　　　保健衛生課長　　新垣弘㊞














　　　　　　　住所　那覇市松山２丁目３番地の７


　請負人　　　商号　合資会社　沖繩岩谷商会


　　　　　　　　　　　代表者　大浦太郎㊞














　　　　　　　住所　東京都太田区羽田旭町１１番地１号


　保証人　　　商号　荏原インフイルコ株式会社


　　　　　　　　　代表取締役　吉原一郎㊞






特約事項






１　請負人は、工事完了後試運転を行ない、施設を引渡すこととし引渡し後１か月間専門技術者を常駐させて、維持管理の技術的指導を行なうものとするこの期間終了後においても注文者の要求があった場合は、技術員を無償で派遣し、必要な技術指導を行なうものとする。






２　請負人は、那覇市建設工事執行規則第３８条に定めるもののほか、機械および機器、その他の施設についてのかし担保は３年とする。ただし、消耗品摩耗品ならびにそれに準ずるものは除外する。






３　契約の手続きとして通貨切換時において、ドルで表示された請負代金は、大蔵大臣の定める交換比率により円表示額に読みかえるものとする。






４　通貨切換時における残工事（出来高確認後切換時点までの出来高を含む。）については、注文者と請負人の協議のうえ契約を変更することができる。






５　通貨切換時における協議事項および基準事項は、琉球政府の処置に準ずる。







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









報告第２号　　　









専決処分の報告について








　市町村自治法第１１５条第１項の規定にもとづき、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。


　　１９７２年３月２４日提出







那覇市長　　平良良松　　　　　

















専決処分書








　市長の専決処分事項の指定について（１９６７年９月３０日議決）第４項(ｲ)により、次のとおり専決処分する。






　　　１９７２年３月１４日







那覇市長　　平良良松　　　　　








１　議決事件名　　　　工事請負契約について


　　　　　　　　　　　　（１９７１年４月２日同意）






　　　　工事名　　　　１９７１年度石嶺公営住宅宅地造成および屋外付帯工事






　　　　相手方　　　　座波建設株式会社


　　　　　　　　　　　代表者　座波政福






２　変更する事項　　　契約金額






　　　既決金額　　　　＄　１９６,０００　ドル






　　変更する金額　　　＄　１９９,４８９　ドル







議案第１４号　　　









那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について








　那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例を別紙のように制定する。






　　　１９７２年３月２７日提出







那覇市長　　平良良松




















（提案理由）


　土地区画整理法に基づく土地区画整理事業の共通施行条例を制定し、かつ、那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業の事業計画を変更してこの条例により施行したいので、この案を提出する。



















那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例








　　　第１章　　総則


（趣旨）


第１条　この条例は、健全な市街地を造成するため公共施設を整備改善し、宅地の利用増進を図ることを目的として、土地区画整理法（１９６９年立法第７５号。以下「法」という。）第３条第３項の規定により、那覇市（以下「施行者」という。）が施行する土地区画整理事業（以下「事業」という。）について法第５３条第２項に規定する事項その他必要な事項を定めるものとする。


（事業の名称）


第２条　事業の名称ならびに施行地区、工区および工区に含まれる地域の名称は、別表１のとおりとする。


（事業の範囲）


第３条　事業の範囲は、法第２条第１項および第２項に規定する土地区画整理事業とする。


（事務所の所在地）


第４条　事業の事務所は、那覇市泉崎１丁目１番地の１那覇市役所内におく。


　　　　第２章　　費用の負担


（費用の負担）


第５条　事業に要する費用は、次の各号に定めるものを除き施行者が負担する。


　(1)　法第９６条第２項の規定により定める保留地の処分金


　(2)　法第１２１条の規定による公共施設管理者負担金


　(3)　法第１２３条の規定による政府補助金


　　　　第３章　保留地の処分方法


（保留地の処分）


第６条　法第９６条第２項の規定により定めた保留地の処分は、施行者が指名競争入札を適当と認めた場合を除き一般競争入札によるものとする。


２　前項の規定にかかわらず、次の各号の一に掲げる理由に該当するときは、


　随意契約によることができる。


　(1)　入札希望者がないとき


　(2)　落札者が契約を結ばないとき


　(3)　政府または市町村が公用または公共の用に供するため必要とするとき


　(4)　その他特に施行者が必要と認めたとき


（保留地の処分価格）


第７条　保留地は施行者がその位置、地積、土質、水利、利用状況、環境等を総合的に考慮し、評価員の意見を聞いて定めた予定価格を下らない価格をもって処分するものとする。


２　施行者は、経済的変動その他の理由により必要があると認めるときは、評価員の意見を聞いて前項の規定により定めた予定価格を変更することができる。


　　　　　第４章　土地区画整理審議会


（審議会の名称および委員定数）


第８条　土地区画整理審議会（以下「審議会」という。）の名称および委員定数は、別表２のとおりとする。


２　前項に規定する委員の定数のうち、法第５８条第３項の規定により学識経験を有する者から選任する委員の定数は別表２のとおりとする。


３　第１項に規定する委員の定数のうち、法第５８条第１項の規定により施行地区内の宅地の所有者（以下「宅地所有者」という。）および施行地区内の宅地について借地権を有する者（以下「借地権者」という。）から各別に選挙される委員の定数は土地区画整理法施行規則（１９７０年規則第８４号。以下「法施行規則」という。）第３１条第４項の規定に基づき施行者が別に公告する。


（委員の任期）


第９条　委員の任期は５年とする。


２　前条第１項に規定する定数に異動を生じたためあらたに選挙または選任された委員の任期は、すでに選挙または選任されている委員の任期満了の日までとする。


（立候補制）


第１０条　選挙すべき委員は、候補者のうちから選挙する。


２　法施行規則第３１条第３項の規定により確定した選挙人名簿に記載された者（以下「選挙人」という。）は法施行規則第３１条第１項の公告があった日から１０日以内に、立候補届を施行者に提出して候補者となり、または他の選挙人の承諾を得て立候補推薦届を施行者に提出してその選挙人を候補者とすることができる。


（予備委員）


第１１条　審議会に宅地所有者から選挙される委員および借地権者から選挙される委員についての予備委員をそれぞれおく。


２　予備委員の数は、それぞれ宅地所有者から選挙すべき委員の数または借地権者から選挙すべき委員の半数以内とする。


３　予備委員は、委員の選挙において、当選人を除して次条に定める数以上の得票を得たもののうち得票数の多い者から順次定めるものとし、得票数が同じであるときは、施行者がくじで順位を定める。


４　前項の規定により予備委員を定めた場合においては、予備委員となった者にその旨を通知するとともに法施行規則第４４条第５項の公告とあわせて予備委員の氏名および住所（法人にあっては、その名称および主たる事務所の所在地）ならびに委員に補充すべき順位を公告するものとする。


５　第３項の規定により予備委員として定められた者は、前項の公告があった日において、予備委員としての地位を取得するものとする。


６　委員について、法施行規則第４４条第２項の規定により当選人を定めた場合において、その当選人となった者およびすでに予備委員である者を除き、次条に定める数以上の得票があった者があるときは、第３項および第４項の規定により予備委員を新たに定めることができる。


７　委員に欠員を生じた場合においては、委員に補充すべき順位に従い、順次予備委員をもって補充するものとする。


（当選人または予備委員となるに必要な得票数）


第１２条　選挙による委員または予備委員となるのに必要な得票数は、当該選挙において選挙すべき委員の数でその選挙における有効投票の総数を除して得た数の５分の１とする。


（委員の補欠選挙）


第１３条　宅地所有者から選挙された委員または借地権者から選挙された委員の欠員が、それぞれの定数の３分の１をこえるに至った場合において補充すべき予備委員がないときは、それぞれの委員の補欠選挙を行なうものとする。


（学識経験委員の補充）


第１４条　学識経験を有する者のうちから選任した委員に欠員を生じた場合においては、施行者はすみやかに補欠の委員を選任する。


　　　　第５章　地積の決定の方法


（従前の宅地の地積）


第１５条　換地計画において換地を定めるときの基準となる従前の宅地各筆の地積（以下「基準地積」という。）はこの条例の施行の日（以下「施行日」という。）現在におけるその土地台帳地積とする。


（基準地積の更正等）


第１６条　土地の所有者または土地について所有権以外の権利（処分の制限を含む。以下次条において同じ）を有する者は前条の地積が事実に相異すると認めるときは、施行日から６０日以内に施行者が別に定める規則に基づいて施行者に地積の更正を申請することができる。


２　前項の規定による申請があるときは施行者は申請人または土地所有者の立会いを求めて、当該申請に係る土地の地積を確認して、その基準地積を更正しなければならない。


３　施行者は、前条の基準地積が明らかに事実に相異すると認める土地および特に地積について実測する必要があると認める土地について、その土地の所有者およびその土地に隣接する土地の所有者の立会いを求めて、その土地の地積を実測して、その基準地積を更正することができる。


４　施行者は、施行地区を適当と認める区域に分割し、各区域について実測した地積がその区域内の土地各筆の基準地積を合計した地積との間に差異がある場合は、実測した地積をその区域内の土地各筆（前条ならびに第２項および前項の規定による実測の結果基準地積が定まった土地を除く。）の基準地積にあん分して、土地各筆の基準地積を更正しなければならない。


５　施行日後に分割した土地の分割後の各筆の基準地積は分割前の土地の基準地積を分割後の各筆の土地台帳地積にあん分した地積とする。ただし、分割後の土地各筆の所有者全員が連署した書面をもってこれと異なる申出をした場合は、分割前の土地の基準地積をその申出による割合であん分した地積とすることができる。


（所有権以外の権利の目的となる土地の地積）


第１７条　換地計画において換地について所有権以外の権利の目的となるべき土地またはその部分を定めるときの基準となる従前の宅地について存する所有権以外の権利の地積は、その登記のしてある地積（以下「登記地積」という。）または法第８５条第１項の規定による申告に係る地積（地積の変更について同条第３項の規定による届出があったときは、その変更後の地積とする。以下「申告地積」という。）とする。ただしその登記地積または申告地積が当該権利の存する土地の基準地積に符合しないときは、施行者がその土地の基準地積の範囲内で定めた地積をもってその権利の基準地積とする。


　　　　第６章　評価


（評価員の定数）


第１８条　法第６５条第１項に規定する評価員の定数は５人とする。


（評定価額）


第１９条　従前の宅地および換地の評定価額は、施行者がその位置、地積、区画、土質、水利、利用状況、環境、固定資産税の課税標準等を考慮し評価員の意見を聞いて定める。


（権利の評価）


第２０条　所有権以外の権利（地役権、先取権、質権および抵当権を除く以下同じ。）の存する土地についての所有権および所有権以外の権利の価額は、当該土地の評定価額にそれぞれの権利価格の割合を乗じて得た額とする。


２　前項の権利価格の割合は、施行者が前条第１項の評定価額、賃貸料、位置区画、土質、水利、利用状況、環境等を考慮し、評価員の意見を聞いて定める。


　　　　第７章　清算


（清算金の算定）


第２１条　換地計画において定める清算金の額は、換地の評定価額の総額と従前の宅地の評定価額の総額の比を従前の宅地またはその上に存する権利の価額に乗じて得た額と当該宅地に対する換地またはその換地について定められた権利の価額との差額とする。


（換地を定めない宅地等の清算金）


第２２条　法第９０条、第９１条第３項、第９２条第３項および、第９５条第６項の規定により換地を定めないで金銭で清算し、もしくは所有権以外の権利を消滅させて金銭で消算する場合における清算金は従前の宅地の評定価額または従前の宅地の所有権および所有権以外の権利の評定価額に前条の比を乗じて得た価額とする。


（清算金の徴収または交付の通知）


第２３条　施行者は、前２条の清算金を徴収し、または交付する場合においては、その期限および場所を定め少なくともその期限の３０日前に、これを納付すべき者または交付を受けるべき者に通知するものとする。


（清算金の分割徴収または分割交付）


第２４条　施行者は、その徴収すべき清算金または交付すべき清算金の総額が３０ドル以上である場合は、それぞれ別表第３または別表第４に定めるところにより分割徴収し、または分割交付することができる。この場合において分割徴収しまたは分割交付する期限は、第１回の徴収しまたは交付すべき期日の翌日から起算するものとする。


２　前項の規定により清算金を分割徴収しまたは分割交付する場合において、当該清算金に付すべき利子は年６分とし、第１回分割徴収し、または分割交付すべき期日の翌日から付するものとする。


３　第１項の規定により清算金を分割徴収し、または分割交付する場合において、第２回以降の毎回の納付期限または交付期限は前回の納付期限または交付期限日から起算してそれぞれ６月目または１年目とする。


４　第１項の規定により清算金を分割徴収し、または分割交付する場合における第１回の納付額または、交付額は清算金の総額を分割回数で除して得た額を下らない額とし、第２回以後の納付額または交付額は、清算金の総額を分割回数で除して得た額にその回の利子を加えた金額とする。


５　第１項の規定により清算金を分割徴収しまたは分割交付する場合においては、施行者は毎回の徴収または交付金額および毎回の納付期限または交付期限を定めて清算金を納付する者または交付を受ける者に通知する。


６　清算金を分納する者は、未納の清算金の全部または一部を繰り上げて納付することができる。


７　第１項の規定により清算金を分割交付している場合において施行者が必要と認めたときは、交付期限前においても清算金の全部または一部を交付することができる。


８　施行者は、清算金を分割納付する者が分割納付に係る納付金を滞納したときは、未納の清算金の全部または一部について納付期限を繰上げて徴収することができる。


９　清算金を分割納付する者は、その氏名または住所（法人にあってはその名称または主たる事務所の所在地）を変更したときは、直ちに施行者に届け出なければならない。


（督促手数料および延滞金）


第２５条　第２３条または前条の規定により徴収する清算金を滞納した者に督促状を発した場合においては、別に定めるところにより督促手数料および延滞金を徴収する。


（仮清算への準用）


第２６条　第２１条から前条までの規定は、法第１０３条の規定により仮清算金を徴収しまたは交付するものと施行者が定めた場合に準用する。


　　　　　第８章　　雑則


（所有権以外の権利の申告または届出の受理の停止）


第２７条　法第８８条第２項の規定による換地計画の縦覧開始の公告の日から法第８６条第３項の規定による換地計画の決定の日まで（または法第１０４条第４項の規定による換地処分の公告の日まで）の間は、法第８５条第４項の規定により同条第１項の規定による申告または同条第３項の規定による届出は受理しない。


２　法施行規則第２８条の規定による委員の選挙期日の公告の日から起算して２０日を経過した日から法施行規則第３１条第１項の公告がある日までの間は、法第８５条第４項の規定により借地権について同条第１項の規定による申告または同条第３項の規定による届出は受理しない。


（建築物許可申請の経由）


第２８条　法第７６条第１項の規定により行政主席の許可を得るために提出する書類は、施行者を経由しなければならない。


（権利の移動の届出）


第２９条　この条例施行後において宅地または建築物等について権利の異動を生じたときは、当事者双方連署して遅滞なく施行者に届け出なければならない。ただし連署を得ることができないときは、その理由を記載した書面およびその異動を証する書面を添付して連署にかえることができる。


（換地処分の時期の特例）


第３０条　施行者は必要があると認めるときは、換地計画に係る区域の全部について工事が完了する以前においても法第１０４条第２項の規定により換地処分を行なうことができる。


（通路の管理）


第３１条　事業施行により開設した通路は、法第２条第５項の道路とみなし、施行者が管理する。


（委任）


第３２条　この条例に定めるもののほか、事業の施行について必要な事項は、別に規則で定める。


　　付則


　この条例は、那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業の事業計画変更の認可告示の日から施行する。
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議案第１５号　　　









那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例制定について








　那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例を別紙のように制定する。






　　　１９７２年３月２７日提出







那覇市長　　平良良松








（提案理由）


　土地区画整理法に基づく土地区画整理事業の共通施行条例の制定に伴い不要となるので、この案を提出する。























那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例








（那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程の廃止）


第１条　那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程（１９６４年那覇市条例第１号）は、廃止する。


（那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理土地評価委員会設置条例の廃止）


第２条　那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理土地評価委員会設置条例（１９６３年那覇市条例第２６号）は、廃止する。






　　　　付則


　この条例は、那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例（１９７２年那覇市条例第　　号）の施行の日から施行する。




































第１３９回那覇市議会会議録










定例会










上程案件・処理結果















第１３９回那覇市議会（定例会）処理結果








　　　　　　　　　　開催年月日　１９７２年３月２４日～３月３０日


　　　　　　　　　　会期　７日間








	１９７２年３月２４日（１日目）
	（午前１０時２３分　開会）　



	（午前１０時４５分　散会）　









１．本会議






本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			72
			3
			24
			
			会議録署名議員の指名
			議長
			２番議員
３番議員
	

	
			〃
			〃
			〃
			
			会期の決定
			〃
			７日間
	

	
			〃
			〃
			〃
			
			議案第９号～第１３号
			市長
			説明・質疑
委員会付託
	

	
			〃
			〃
			〃
			報告２
			専決処分の報告について
			〃
			報告
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	１９７２年３月２７日（２日目）
	（午前１０時３７分　開議）　



	（午後１１時０７分　散会）　













２．本会議






本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			72
			3
			27
			
			会議録署名議員の指名
			議長
			５番議員
６番議員
８番議員
	

	
			
			
			
			
			議案第14号～第15号
			市長
			説明・質疑
委員会付託
	

	
			
			
			
			
			一般質問
			
			質問
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	１９７２年３月３０日（３日目）
	（午前１０時５０分　開議）　



	（午後　４時２５分　閉会）　









３．本会議






本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			72
			3
			30
			
			会議録署名議員の指名
			議長
			９番議員
１０番議員
	

	
			〃
			〃
			〃
			9
			那覇市公告式条例等の一部を改正する条例制定について
			市長
			原案可決
	

	
			〃
			〃
			〃
			10
			那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			〃
			〃
			〃
			12
			那覇市消防団の設置等に関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			〃
			〃
			〃
			11
			那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			〃
			〃
			〃
			13
			工事請負契約について
			〃
			同意
	

	
			〃
			〃
			〃
			14
			那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について
			〃
			原案可決
	

	
			〃
			〃
			〃
			15
			那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			〃
			〃
			〃
			認７
			１９７１年度那覇市歳入歳出決算
			〃
			認定
	

































	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			72
			3
			30
			認8
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算
			市長
			認定
	

	
			〃
			〃
			〃
			認9
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出決算
			〃
			〃
	

	
			〃
			〃
			〃
			認10
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出決算
			〃
			〃
	

	
			〃
			〃
			〃
			認11
			１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算
			〃
			〃
	

	
			〃
			〃
			〃
			121
			１９７１年度那覇市水道事業会計の決算について
			〃
			原案可決
	

	
			〃
			〃
			〃
			認6
			１９７１年度那覇教育区歳入歳出決算
			〃
			認定
	

	
			〃
			〃
			〃
			陳情47
			沖繩水産高等学校の安謝埋立地への移転に関する陳情
			
			採択
	

	
			〃
			〃
			〃
			〃33
			若松公設市場第二期工事に伴う仮設市場に対する補償請求について
			
			不採択
	

	
			〃
			〃
			〃
			〃49
			真和志公設市場使用料減免継続について陳情
			
			〃
	

	
			〃
			〃
			〃
			〃35
			那覇商業高校周辺の保安燈街燈設置並びに横断橋架設について
			
			採択
	

	
			〃
			〃
			〃
			〃56号の2
			那覇商業高等学校周辺の保安燈、街燈設置並びに陸橋架設について（陳情）
			
			〃
	





















	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			72
			3
			30
			陳情54
			那覇商業高校周辺の国県市有地を開放し那覇商業高校、高校の教育のために使用させる陳情
			
			採択
	

	
			〃
			〃
			〃
			〃53
			那覇商業高等学校周辺の国県市有地を開放し、那覇商業高等学校教育の充実のために使用させる陳情
			
			〃
	

	
			〃
			〃
			〃
			〃９
			汚物取扱手数料の３６０円予算計上方の確保について
			
			〃
	

	
			〃
			〃
			〃
			
			継続審査の申出について
			
			承認
	

	
			〃
			〃
			〃
			
			安謝新港背後地の処分について（緊急質問）
			１５番議員
			緊急質問
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第１３９回那覇市議会会議録






定例会






３月２４日（金曜日）初日















１９７２年第１３９回那覇市議会会議録（定例会）










	○　３月２４日（初日）
	（午前１０時２３分　開会）　



	（午前１０時４５分　散会）　









○　出席議員（２３名）


　　　　１番(社大)国吉辰雄君　１４番　　宮里敏慶君


　　　　２番　　中村昌信君　　　１６番　　高良文雄君


　　　　３番　　瀬長フミ君　　　１７番　　又吉久正君


　　　　４番　　辺野喜英興君　　１８番　　仲本安一君


　　　　５番　　喜舎場盛一君　　２０番　　黒潮隆君


　　　　６番　　仲村正治君　　　２１番　　久高友敏君


　　　　７番　　欠員　　　　　　２２番　　喜久山朝重君


　　　　８番　　上原綱正君　　　２３番　　宮城武君


　　　　９番　　金城甚松君　　　２４番　　真栄城嘉園君


　　　１０番　　島袋宗康君　　　２７番　　玉城栄一君


　　　１１番(人民)国吉辰雄君　２８番　　欠員


　　　１２番　　欠員　　　　　　２９番　　椿秀義君


　　　１３番　　平良信一君　　　３０番　　大浜長弘君






○　欠席議員（４名）


　　　１５番　　金城重正君


　　　１９番　　金城吾郎君


　　　２５番　　比嘉佑直君


　　　２６番　　安見福寿君






○　説明のため出席した者


　　　市長　　　　　　平良良松君






　　　第一助役　　　　稲嶺成珍君


　　　第二助役　　　　前田武行君


　　　収入役　　　　　呉屋永得君


　　　総務部長　　　　親泊康晴君


　　　企画部長　　　　平良清安君


　　　財政部長　　　　伊波静男君


　　　経済民生部長　　備瀬政太郎君


　　　保健衛生部長　　内間武義君


　　　建設部長　　　　水間平君


　　　土木部長　　　　内間安春君


　　　消防長　　　　　具志清一君


　　　水道局長　　　　佐久川寛貞君


　　　秘書課長　　　　岸本安神君


　　　総務課長　　　　石川源三君


　　　人事課長　　　　宮平洋君


　　　事務管理課長　　楚南兼秀君


　　　企画課長　　　　外間政彰君


　　　財政課長　　　　上原繁栄君


　　　用度管理課長　　宮城信君


　　　商工観光課長　　与古田永盛君


　　　農林水産課長　　上原義広君


　　　泊港務所長　　　高嶺朝恭君


　　　民生課長　　　　真玉橋正勝君


　　　保健衛生課長　　新垣弘君


　　　清掃課長　　　　篠原英一君


　　　建設庶務課長　　照屋建勇君


　　　都市計画課長　　嘉手納是敏君


　　　建築課長　　　　金城幸男君


　　　住宅課長　　　　知念盛信君


　　　区画整理課長　　上原武信君


　　　土木課長　　　　宮城光徳君


　　　下水道建設課長　稲福英男君


　　　港湾課長　　　　上原一男君


　　　消防次長　　　　西原太郎君


　　　消防総務課長　　比嘉稚由君


　　　水道局総務課長　嘉数清孚君


　　　教育長　　　　　赤嶺貞義君


　　　教育次長　　　　前城仁幹君


　　　総務課長　　　　浦崎直信君



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　事務局出席者


　　　　　局長　　　　義永栄善君


　　　　　庶務課長　　玉城三郎君


　　　　　議事課長　　新垣襄二君


　　　　　議事係長　　亀島美一君


　　　　　調査係長　　永山盛広君






　　　記録係長　　　　山城正信君


　　　　　主事　　　　徳村政保君


　　　　　主事　　　　上原洋子君


　　　　　主事　　　　山川恵美子君



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年第１３９回那覇市議会定例会議事日程第１号









１９７２年３月２４日（金曜）午前１０時開議








第１　　会議録署名議員の指名


第２　　会期の決定


第３　　議案第　９号　　那覇市公告式条例等の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　　　　　（市長提出）


　　　　議案第１０号　　那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定について　　　　　　　　　（市長提出）


　　　　議案第１１号　　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　（市長提出）


　　　　議案第１２号　　那覇市消防団の設置等に関する条例制定について　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）


　　　　議案第１３号　　工事請負契約について　　　　（市長提出）


第４　　報告第　２号　　専決処分の報告について　　　（市長提出）



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　会議に付した事件


　　　　　（議事日程に同じ）



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　これより１９７２年第１３９回那覇市議会定例会を開会いたします。ただちに、本日の会議を開きます。この際諸般の報告をいたします。去る３月１５日に行なわれた東京事務所開きに議会を代表して金城吾郎君、宮城武君を派遣いたしました。３月９日付、市長から「陳情の処理経過および結果報告について」文書の送付がありました。監査委員中山興忠ほか３人から１９７２年度１１月分、１２月分の例月出納検査報告書が提出されておりましたので、ご報告いたします。３月２１日付、市長から議案の送付がありました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は中村昌信君、瀬長フミ君を指名いたします。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　日程第２、会期の決定を議題といたします。おはかりいたします。今期定例会の会期は、本日から３月３０日までの７日間といたしたいと思います。これにご異議ありませんか。


　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）


○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よって会期は７日間と決定いたしました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　おはかりいたします。委員会審査等議事の都合により、３月２５日、２８日、２９日の計３日間は休会いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。


　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）


○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よって３月２５日、２８日、２９日の計３日間は休会することに決しました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　議長（辺野喜英興君）


　　日程第３　議案第９号那覇市公告式条例等の一部を改正する条例制定について。議案第１０号、那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定について。議案第１１号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について。議案第１２号、那覇市消防団の設置等に関する条例制定について。議案第１３号、工事請負契約について。までの議案を一括して議題とし提案者の説明を求めます。






○　総務部長（親泊康晴君）


　　議案第９号についてご説明申し上げます。この議案は昭和４７年５月１５日の本土復帰に備え那覇市の現行条例を本土法令に適合するよう条例の整備を図るものであります。すなわち本土復帰の時点から日本国の主権が全面的におよぶため、これまで琉球立法院で制定された立法等の現行法令下で制定された条例等の効力が問題になるわけでありますが、これにつきましては「沖繩の復帰に伴う特別措置に関する法律」第８条の規定によりまして沖繩の市町村の条例規則その他の規程は本土法令および沖繩県の条例、規則その他の規程に抵触しないものについては、地方自治法の規定による市町村の条例規則その他の規程としての効力を有するものとされております。従いまして現行の市条例の規定で本土法令に抵触し改正を要するものを一括して１件の条例案として提出したわけであります。そのほか使用料等のドルから円への読み替えの表示等改めるべき条例等につきましては大蔵省の具体的な措置が打ち出された時点におきまして条例改正案を提出するつもりであります。よろしくご審議の程お願いいたします。議案第１０号那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定についての提案理由をご説明いたします。昭和４７年５月１５日の復帰時点から日本国の主権下にはいり、これまでに日本国憲法の体制下では法律として認められない琉球の立法その他の法令のもとで制定された市町村条例規則等の効力が問題となるわけでありますが、これにつきましては沖繩の復帰に伴う特別措置に関する法律（昭和４６年法律第１２９号）第８条の規定によりまして「本土法令および県の条例に抵触しない条例規則等は、地方自治法の規定による条例規則等としての効力を有する」ものとして措置されておりますので、本土法令に適合するよう条例の整備をはかるために、この議案を提出した次第であります。改正にあたりましては、那覇市監査委員に関する条例が市町村自治法の制定前において制定されたもので、その後市町村自治法の制定、改正に伴いまして、逐次一部改正をして条例の整備をはかって参りましたがなかには、条例事項として規定する必要のないものまでも規定されておりまして、この際、条例全体の規定を整備しなおしたほうがよいという観点から条例の全部改正の形式によったわけであります。よろしくご審議の程、お願いいたします。






○　建設部長（水間平君）


　　議案第１１号那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例についてご説明申し上げます。１９７１年度公営住宅建設事業として１９７１年４月に着工した第３期石嶺市営住宅（第１種３棟１１６戸）（第１２種４棟１４６戸）が３月末日までに完成しますので、その設置および家賃額を定めるため本案を提出いたしました。よろしくご審議のほどお願いします。






○　消防長（具志清一君）


　　議案第１２号、那覇市消防団の設置等に関する条例制定についてご説明いたします。１９７２年５月１５日本土復帰に伴う本土法適用による条例制定であります。現行消防組織法第１４条では、消防団の設置、区域及び組織は地方的要求に応じて市町村長が定める、と規定されておりますが、本土消防組織法第１５条１項では消防団の設置、名称及び区域は条例で定める、と規定されております。復帰時点で現行消防組織法が廃止され本土消防組織法が適用されますので本議案を提案いたしました。よろしくご審議のほどお願いいたします。






○　建設部長（水間平君）


　　議案第１３号工事請負契約について、ご説明いたします。現在那覇市内で排出されるごみの量は年々増加し、昨年は約９４,０００トン、１日当り約３００トンで、いまの処理施設では処理できないような状態になっております。そこで当局としましてはあと１基焼却炉の増設を計画しておりましたところ、日政の補助額も確定しましたので、去る３月１８日請負金額405,000ドルで合資会社沖繩岩谷商会と仮契約を締結いたしました。この工事請負契約につきましては議会の同意を得る必要がありますので提案いたしました。よろしくご審議くださるようお願いいたします。






○　議長（辺野喜英興君）


　　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。






○　又吉久正君


　　議案第１１号那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について質問いたします。従来那覇市の市営住宅は１階から３階、４階、５階となっておりますが、そのうちに１階、２階、３階、４階の入居率はどうなっているか。大体本員が調べている範囲では、できるだけ１階、２階というふうな申し込み者が多いと聞いておりますが、あるいは４階、５階になると、家賃が安いのは別としてあまり入りたがらないということだが、その入居率どうなっているか。その点をお伺いいたします。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。各階によるところの入居希望率というものは特別に統計はとっておりませんけれども、やはり４階、５階になりますと、１階、２階に移してくれというふうな希望などはときどきあります。入居の時点において１階を希望するか、２階を希望するかなどというような形ではやっておりませんので、その率についてはわかっておりません。






○　又吉久正君


　　本員がお尋ねしているのは、もちろん５階よりも１階、２階が申し込みが多いと。また入る率も多いと。５階になりますとどうも同じ家賃でありますのでなるべくは便利なところがいいというような感じがしますが、４、５階あたりでは相当あき家なんかも出ているんではないか、移動が激しいじやないか。それと、あき間なんかも出ているんではないか。その点についてお答え願います。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。どの階のほうが一番移動が大きいかというようなことについては資料を整理すれば出てくると思いますけれども、現在のところそのような資料はございません。ところで４階、５階のほうがあいている期間が多いといいますのは、１階、２階があきますと、４階、５階にいる人たちとか、身体が不自由なものとか、そういったふうな人たちを優先して入れたりするもんですからして、４階、５階のほうが時間的にあく時間が長いというふうなことはあろうかと思います。






○　又吉久正君


　　そこで本員がお伺いしたいのは、１階も同し２５ドル、５階も同じ２５ドル、あるいはまた同じ１８ドルとこういうふうになっておりますが、４階、５階は１階と比較すると、やはり半分にしてやる時期にきている。できれば同じ値段ではなくて。半分にしてやるべき時期ではないか。市街地なんかも大体こういうふうな市内のアパートなんかもそういうふうな時期にきているというふうな話を聞いておりますが、そういうふうなところを当局としてはご検討する余地はないのかお伺いします。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えします。市営住宅の家賃の算定につきましては基準がございまして、それに沿って家賃を定めるようになっておるわけであります。収入によってその家賃をかえるという、割増家賃を徴収することができるということはございますけれども、１階、２階、あるいは４階、５階でも一般的なそういった差をつけるということは現在の法律、規則、そういうふうな中ではできないのじやないかというふうに考えております。しかしいまおっしやるような事柄などについては当然今後問題になり得ることだと思います。そういう意味でわれわれとしても検討はいたしております。






○　議長（辺野喜英興君）


　　質疑を終結いたします。議案第９号、那覇市公告式条例等の一部を改正する条例制定について。議案第１０号、那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定について。議案第１２号、那覇市消防団の設置等に関する条例制定について。は総務委員会に、議案第１１号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について。議案第１３号、工事請負契約について。はその審査を建設委員会にそれぞれ付託いたします。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　日程第４、報告第２号、専決処分の報告についてを議題といたします。本件については、お手元に配付いたしましたとおり、市長から報告書が提出されておりますのでこれによりご了承願います。






○　議長（辺野喜英興君）


　　本日の日程は全部終了いたしました。これにて散会いたします。



（午前１０時４５分散会）　





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








　上会議録を調整し署名する


　　　１９７２年３月２４日



議長　　　　辺野喜英興　㊞　





署名議員　　　中村昌信　㊞　





署名議員　　　瀬長フミ　㊞　






































第１３９回那覇市議会会議録






定例会










３月２７日（月曜日）２日目















１９７２年第１３９回那覇市議会会議録（定例会）










	○　　３月２７日（２日目）
	　（午前１０時３７分開会）　



	　（午後１１時　７分散会）　









○　出席議員（２３名）






　　　１番(社大)国吉辰雄君　　１５番　金城重正君


　　　２番　中村昌信君　　　　　１６番　高良文雄君


　　　３番　瀬長フミ君　　　　　１７番　又吉久正君


　　　４番　辺野喜英興君　　　　１８番　仲本安一君


　　　５番　喜舎場盛一君　　　　１９番　金城吾郎君


　　　６番　仲村正治君　　　　　２０番　黒潮隆君


　　　７番　欠員　　　　　　　　２１番　久高友敏君


　　　８番　上原綱正君　　　　　２３番　宮城武君


　　　９番　金城甚松君　　　　　２４番　真栄城嘉園君


　　１０番　島袋宗康君　　　　　２７番　玉城栄一君


　　１１番(人民)国吉辰雄君　　２８番　欠員


　　１２番　欠員　　　　　　　　２９番　椿秀義君


　　１３番　平良信一君　　　　　３０番　大浜長弘君






○　欠席議員（４名）






　　１４番　宮里敏慶君　　　　　２５番　比嘉佑直君


　　２２番　喜久山朝重君　　　　２６番　安見福寿君






○　説明のため出席した者










　　　市長　　　　　　　　平良良松君


　　　第一助役　　　　　　稲嶺成珍君


　　　第二助役　　　　　　前田武行君


　　　収入役　　　　　　　呉屋永得君


　　　総務部長　　　　　　親泊康晴君


　　　企画部長　　　　　　平良清安君


　　　財政部長　　　　　　伊波静男君


　　　経済民生部長　　　　備瀬政太郎君


　　　保健衛生部長　　　　内間武義君


　　　建設部長　　　　　　水間平君


　　　土木部長　　　　　　内間安春君


　　　消防長　　　　　　　具志清一君


　　　水道局長　　　　　　佐久川寛貞君


　　　秘書課長　　　　　　岸本安神君


　　　総務課長　　　　　　石川源三君


　　　人事課長　　　　　　宮平洋君


　　　事務管理課長　　　　楚南兼秀君


　　　企画課長　　　　　　外間政彰君


　　　財政課長　　　　　　上原繁栄君


　　　用度管財課長　　　　宮城信君


　　　商工観光課長　　　　与古田永盛君


　　　農林水産課長　　　　上原義広君


　　　泊港務所長　　　　　高嶺朝恭君


　　　民生課長　　　　　　真玉橋正勝君


　　　保健衛生課長　　　　新垣弘君


　　　清掃課長　　　　　　篠原英一君


　　　建設庶務課長　　　　照屋建勇君


　　　都市計画課長　　　　嘉手納是敏君


　　　建築課長　　　　　　金城幸男君


　　　住宅課長　　　　　　知念盛信君


　　　区画整理課長　　　　上原武信君


　　　土木課長　　　　　　宮城光徳君


　　　下水道建設課長　　　稲福英男君


　　　港湾課長　　　　　　上原一男君


　　　消防次長　　　　　　西原太郎君


　　　消防総務課長　　　　比嘉稚由君


　　　水道局総務課長　　　嘉数清孚君


　　　教育長　　　　　　　赤嶺貞義君


　　　教育次長　　　　　　前城仁幹君


　　　総務課長　　　　　　浦崎直信君



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　事務局出席者


　　　局長　　　　　　　　義永栄善君


　　　庶務課長　　　　　　玉城三郎君


　　　議事課長　　　　　　新垣襄二君


　　　議事係長　　　　　　亀島美一君


　　　調査係長　　　　　　永山盛広君






　　　記録係長　　　　　　山城正信君


　　　主事　　　　　　　　徳村政保君


　　　主事　　　　　　　　上原洋子君


　　　主事　　　　　　　　山川恵美子君



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年第１３９回那覇市議会（定例会）議事日程第２号





１９７２年３月２７日（月曜）午前１０時開議








第１　会議録署名議員の指名


第２　議案第１４号　那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）


　　　議案第１５号　那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例制定について　　　（市長提出）


第３　一般質問



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　会議に付した事件


　　（議事日程に同じ）



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　これより本日の会議を開きます。この際諸般の報告をいたします。３月２７日付、市長から議案の追加送付がありました。今期定例会において、本日までに受理した陳情は、お手元に配布の「陳情文書表」のとおり、それぞれ所管の常任委員会に付託したから報告します。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は喜舎場盛一君、仲村正治君、を指名いたします。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　日程第２、議案第１４号、那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について、議案第１５号、那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例制定について。以上２件を一括して議題とし提案者の説明を求めます。






○　建設部長（水間平君）


　　議案第１４号、那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行条例の制定についてと、議案第１５号、那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程を廃止する条例制定については、関連いたしますので、一括して、その提案理由をご説明申し上げます。寄宮地区土地区画整理事業は、１９６６年７月に、地主側より提起されました「土地区画整理事業認可取消請求事件」に伴い、事実上事業が中断していましたが、１９６９年３月以来、約３０回にわたり、地主側と協議を重ねてまいりましたがその結果、去つた、３月１９日地主組合の臨時総会において、事業再開について合意し、協議が成立しましたので、１９７３年度から施行する予定であります。事業再開にあたりましては、当初認可されました、耕地整理法を準用しての事業では、建物等の密集度合や、権利関係の輻輳等を考慮した場合、耕地整理法による事業の実施は困難であるとの観点から、１９６９年７月に立法制定されました、土地区画整理法に基づき、事業を実施することにしております。そこで、土地区画整理法に基づく事業に移行するためには、旧都市計画法および耕地整理法により、認可された事業を、変更する必要がありますが、その変更認可申請に先がけて、土地区画整理法第５３条の規定により、施行規程を条例で定める必要があります。また、昭和４７年度の国庫補助金交付申請との関係から、復帰前に事業計画の変更認可を得る必要があるため、議案第１４号および１５号を、それぞれ提案した次第であります。よろしくご審議の程お願い申し上げます。






○　議長（辺野喜英興君）


　　ただいまの当局説明に対して質疑に入ります。






○　宮城武君


　　案件を提出する前の手続き問題で感ずることですが、一体那覇市当局は議案を議会に付議する場合にその手続について一体部長は何をやつておられるんですか。２４日に提出された議案の中からこの２件が落ちて、きよう追加議案として出ているんですね。こういう重要案件が審議にのつて来ない、付議できなかつた理由をお伺いしたいと思います。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。ただいまご指摘がありましたように手続きの面で非常に問題があるというようなことでございますが、その事情についてご説明申し上げたいと思います。先程、提案理由の中でもご説明いたしましたように、ただいまこの地区は裁判問題になつておりまして、しかも復帰時点でどうしても見通しというものをたてておかなければならないというようなところに追い込まれております。ところで地主組合の臨時総会において今後の事業の推進について協議できましたのは３月１９日でございます。３月１９日に地主総会を持つようにしたんですが、それがどうして３月１９日という日にちになつたかということにつきましては、琉球政府と地主、那覇市との打ち合わせ、あるいは日本政府建設省との打ち合わせ、そういつたものがいろいろ絡み合いまして３月１９日にしか地主組合の臨時総会を開くことが出来なかつたということでございます。３月１９日に地主組合総会が開かれて今後の区画整理の進め方について合意に達しましたので３月２１日の部長会議で今度の議会に提案したいということを申し入れまして、部長会議で承認が得られて３月２４日、２５日とこの２日間で例規審議会の審議を経て３月２５日、２６日で議会提出の準備をせざるを得なかつたという事情でございます。






○　宮城武君


　　なる程、手続きの上からはそういうふうな日数がかかつたということでございますが、この条例制定は地主総会とは関係ないんだ、はつきり言つて。大体、耕地整理法ではどうにもならないという前提に立つておられたはずでございます。それを新しい都市計画法に基く区画整理でなければならないという前提にたつていれば、前に条例制定をやつても決してはやすぎるということはなかつたと思います。これは廃止する条例制定なんだ。そういう点から先程部長が述べられた答弁ということはこの条例を廃止する条例制定とは関係がない。今後の皆さま方の仕事を進めるための地主総会であつたというふうに受けとれるわけであります。よつてそういう問題は、耕地整理法ではどうにもならないということはもうはつきりわかつておつたはずなんだから、それを廃止し、新しい条例を制定して都市計画法に基づく議案にできたはずである。本員はそういうふうに理解します。よつてそういう事務手続き面、特に条例制定の面については私は迅速に一括してできるような措置を講じてもらいたい。以上希望申し上げておきます。






○　議長（辺野喜英興君）


　　質疑終結いたします。議案第１４号、那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について、議案第１５号、那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例制定については、その審査をそれぞれ建設委員会に付託いたします。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　日程第３、一般質問を行ないます。本日の一般質問の発言時間は、先日申し上げましたとおり、議会運営委員会の答申に従つて新政会２時間、社大党、人民党、公明党はそれぞれ１時間という時間の制限をいたします。それではお手もとに配布の発言通告書のとおり順次質問を許します。５番。






○　喜舎場盛一君


　　一般質問を行ないます。まず第１点に、学校管理について質問をいたしたいと思います。ご承知のように、沖繩教職員組合が去る３月１日から自衛隊配備反対特設授業を実施いたしております。いろいろ南部地区においてはそういつた実施の状況も明らかにされておりまするけれども、那覇市内における各学校でのこの自衛隊配備反対特設授業なるものはどのような状態になつているか。しかも、その配備反対の総括、そういつた資料があるならばひとつ提示をしていただきたい。さらに市内の学校でどの程度の学校が実施されたか、あるいは何時間ほどの時間をさいてなされたかご説明を願いたいと思います。２番目に、教育長は現在の那覇市の各小学校、中学校における、いわゆる先生方の自家用車の駐車の状態がどのような状態において駐車されておるか、それをご存じであるならばご説明を願いたい。２点目に市長の姿勢についてでございますが、去つた１２月定例議会において仲村正治議員から指摘されましたあの那覇大橋の隣に建てられております不法建築物について、当局は「すみやかに善処したい」というようなご答弁でございましたが、その後の経過についてお伺いをいたします。３番目に都計事業についてでございますが、安謝新港計画に基づいて現在那覇港、泊港において棧橋の荷役作業を主とした、いわゆる貸フオーク、貸重機業者がいつしよになりまして、新しい那覇新港の近くに、業務上われわれに市の市有地を譲渡してもらいたい、という申請が議会にも当局にも参つたと思います。この業者に対し、市当局は埋立地のどこに幾坪を業者に与えたか、それをご説明願いたいと思います。あとは自席のほうで質疑いたします。






○　教育長（赤嶺貞義君）


　　特設授業につきましてお答え申し上げます。第一点のご質問は、“自家用車の駐車がどのような状態であつたか”ということと、第２点は特設授業を実施した時間のとり方とかということでございますが、もしそのような質問であつたかどうか間違つていましたらまたお願いします。自衛隊配備反対ということをテーマにして３月初めに各学校で、那覇地区管内でも行なわれたようでございますが、これにつきましては所定の教育課程に基づく授業内容のほかに取り入れていることでございまして、これにつきましては中央教育委員会でも、特に教育基本法の８条、その他特設授業の趣旨、それから児童生徒の発達段階に即して話の内容と規定までも受けて学校長の責任でああいうことを行なうことになつたわけでございます。各学校では特別活動、学習指導の時間とか、社会科の時間とか、その他学校によつていろいろな位置づけで取り扱つているようでございますが、全部の学校が実施したわけではございませんで、その一部でございます。そのような状態が第１点でございます。第２点の時間でございますけれども、いままでの例からいたしますと授業の１時間取り扱いに準じて行なつていると考える次第でございます。第１点の特設授業につきましてはこれだけ申し上げまして、第２点の教師の車の駐車状況についてでございます。たいヘん重要な問題でございまして、ご指摘のとおり教育長といたしましては各学校、校長、教員に対して近ごろ非常に自家用乗用車を持つ教師が多いための事故防止、特に学校の校地内における児童生徒の安全にかかわる問題については直接的に、計画的に、組織的に指導いたしまして、その面につきましては各学校、教職員、みんなが厳重な注意を払いながら駐車していると考えます。特に注意すべきことは、学校の中に入るときの配慮、徐行、それから方向転回、そういうときには児童生徒を中心に、要するにそこに止めておくとか、あるいは降りてようすをしばらく見るとか、運動場は子供の教室でございますので、できるだけ教師の車によつて子供の授業等が妨げられないように、駐車する場所もなるべくつくつて、できたら校舎の裏などにわざわざそこに通路を設置して、そしていろいろな標識を立てまして子供にも、それから運転者にもはつきりわかるようにペンキでかいた標識を立てたりしております。できることでしたら学校に駐車場を設けて、それからあと校門に入つて行くというようなこともやりたいと思います。いま申し上げましたことは各学校の校地、あるいは校内の実情に即してなるべく児童生徒の安全を中心に、校務に支障のないような最小限の駐車事故防止につとめている次第でございます。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。最初の、那覇大橋の手もとの不法建築物についてお答えいたします。７１年の４月の８日に工事の中止命令を出しまして、それでもなお工事を続行していらつしやつたので１２月の２０日に再度工事中止の命令を出しました。７２年の１月１０日に建築基準法の８条２項による違反建築物の行政措置に関する通知書を発行いたし、７２年の２月の２３日建築基準法８条１項の規定によつて命令書を出し、同じ日に使用禁止の命令を出してその旨の貼紙をはりつけました。法による行政措置としては以上のようなことをやつておりますが、その間７１年の８月２３日に土地使用許可申請書というものが出されておりまして、それに対して８月２３日に貸すことができない旨の回答などもやつたわけなんでありますけれども、依然として建築行為を続行しておりましたので、以上申し上げましたような行政措置をしております。相手側の言い分によりますと、またこちらのほうでも調査をしたのでありますが、浦添市の港川越地原のほうに移転するための建築工事をやつております。５月の末日までには完成する予定ということになつておりましてわれわれとしては撤去命令を出そうかというようなこともいろいろ討議をしたわけですが、５月の末日までには完成する予定ということなども調査の結果わかつておりますので、一応建築物の使用の禁止この措置をとつて暫らくなりゆきを見た上で代執行によるなどの撤去というようなことに踏み切るべきじやなかろうかというようなことでございます。それから那覇新港の背後地の問題についてでございますが、その中で特に貸重機という話がありましたがこれは貸フオーク業のことじやなかろうかと思いますのでその立場からお答えいたします。貸フオーク業のほうは１２業者いましてそれに対して5,197.26平米の土地を割当てました。






○　喜舎場盛一君


　　自衛隊配備の特設授業についてはこの資料なるものは手に入つてないわけでございますが、社会科あたりの時間をさいておそらくやつておるだろう、というようなご答弁でございますが、その内容についてはやはり各学校とも学校長の責任においてなされておるだろうかと思いますけれども、それを教育長あたりが知らないというところに大きな疑問を抱くものでございます。そういつた偏向的な教育をやること自体、これについて県民もいろいろ注意しておるしそういうことについてはもう少し慎重に教育長あたりも監視をしていただきたい。２番目に、先生方の校庭における自家用車の駐車の件でございますが、これはきようこのごろこのような状態になつたわけではございません。市内の各学校とも文部省あたりから出されている、いわゆる生徒の児童数においてどの程度の校庭が必要だといつたような規格もありますが、それに合致した学校はおそらくないだろうと思います。そういう状況でありながら校舎の前に車を停める、あるいは木陰の下に自家用車を停めてそして児童生徒を追つぱらつている状態であります。しかもその校門のわきに児童生徒に邪魔にならないような駐車ができるような空地がありますけれども、わざわざ機械体操場とか、あるいは木陰のところに散乱して車の展示会場みたいに校庭いつぱいに駐車しておる。一体教育長は教育長としてそういうところを視察されたことがあるか、あるいは指示をした事実があるか。その辺もう一ぺんご答弁を願いたい。






○　教育長（赤嶺貞義君）


　　教育長といたしましては１年ほど前にすでに各学校に自家用車の駐車の計画書を設定させまして、その計画書を提出させ持つております。なお駐車計画を立てるについての専門的助言もいたしてあります。那覇連合教育委員会には交通安全関係の訪問教師玉城ツトムという職員を置いておりまして、交通安全協会とか那覇署と連絡をとりまして駐車の計画等の資料を流して、先ほど申し上げましたように計画書を取つております。なおこれを修正するために各学校現場にその専門職員が行きまして実際に校長と一緒になつて修正したほうがいいとか、あるいはここに施設したほうがいいということもいたしております。教育長といたしましても全部の学校ではありませんけれども、そのために特に問題のある学校には行つたり、またほかの用件で一緒に行つて駐車の合理的処理のため視察をし、あるいは指導助言もいたしました。なお先ほどのお話のようにまだ不十分であるようですから現時点で十分に現地を調べまして改善に努めたいと思つております。






○　喜舎場盛一君


　　丸長車体工業所の不法建築についてでありますが、これは６番議員からも１２月定例議会で指摘をされております。今部長の答弁によりますと最終的に昭和４７年２月２３日、私も行つて見てまいりましたが使用禁止の赤札が付けられております。ところが当の丸長車体工業所は使用禁止どころかその中でやはり仕事をしております。話によりますと５月の３１日に牧港に移転すべく工事をし完成するので、それまで何とか市のほうと話し合いをして仕事をしておるようでございますが、７１年の８月２３日あたりから土地使用の問題、あるいは１２月の２０日に建築中止の指令を出したということだがそういつた市の指令、あるいは指導にも違反をしている。そして今見てみますとりつぱな工場にでき上つております。どうして市はその中間にその時点で撤去命令を出さなかつたのか、しかもまだ３月でございます。あと４月、５月とある、５月いつぱいで撤去しなければ市は６月には撤去命令を出そうといつたような考えであるということを聞いております。一般市民の住宅建築、そういうものに対しては使用禁止、建築中止といつたようなことでびしびし取締つておりますがなぜその工場だけがこのようにして、いわゆる市の命令も聞かない、指導も聞かない、そういうような状態でありながら２か月も３か月も考慮しなければならないのか、どこにそういうことがあるのか、もう少し細かにご説明をしていただきたい。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。浦添の港川のほうに現在工事をやつていてその完了予定が５月の３１日になつておりますが、それまで待つということじやございません。それと７２年の２月の２３日に使用禁止を命じてあるわけなんですが、現時点で事業を続けておるというようなことは聞いておりませんが、もし現在でもその事業をやつておるとすればもう一度調査をしてそれから後にお答えいたしたいと思います。今その隣のほうに丸長タクシーというのがありまして３月の１５日ごろ工事をやつたりしておりますが、そういつたふうなものとの関係じやなかろうかとも思われます。もう一度調査をさせます。






○　喜舎場盛一君


　　２月の２３日に使用禁止ということで赤紙が貼られておりますが、部長はおそらく仕事をしていないであろう、というふうに言いますけれども事実やつておるわけです。この工場は丸長車体工業所でございますから車両の整備工場であるわけなんです。この建物の使用禁止ということであれば建物内に機材、あるいはそういつた機材を作つたり組み立てたり、従業員がその中に入つてはいけないはずである。ところが普通と何ら変わらない。ただ前は軍の車両をエアー、砂でもつてサビ落しをやつております。そういう仕事がなされてないだけであつてそれに付随する仕事はやはり続けられております。そういう状態は仕事をしてないというようなことであるのか。使用禁止というものの範囲はどの程度であるのか。もう一度ご説明をしていただきたいと思います。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。ただいま建築課長からの報告によりますと、おつしやるように内部のほうで何か仕事をやつてるようでございます。これにつきましては先ほど申し上げましたように建築中止の命令、再度の、中止の命令違反、建築物の行政措置に関する通知書の交付、それから建築基準法第８条１０の規定による命令書、使用禁止の命令、そういうようないろいろな行政措置がなされておるにもかかわらず今なおそのようなことが続けられておるとすればこれは代執行以外に方法はないと思います。十分調査をしそのような措置を講じていきたい、このように考えます。






○　喜舎場盛一君


　　１２月の議会で指摘されたあの時点では、あの建物は確か屋根のトタンが作られてそして一つの工場の形体をなしていた。その時点で仲村議員から取り上げられいわゆる不法建築として指摘をされたんでございますが、あの後に南側の壁が、しかもりつぱにトタンで作られている。そして今では工場、倉庫みたいなかつこうになつてでき上がつている状態なんです。そういつたことはご承知でありますか。ご答弁を願います。






○　建設部長（水間平君）


　　報告を受けております。






○　喜舎場盛一君


　　そういう報告を受けておりながら大体平良市政は、いわゆる、ある面でまじめな市民に対しては法の適用をびしびしやつて市民いじめをやつていながら、何があるか知らないけれどもそういつた大きな不法建築に対しては何ひとつやろうとしない。これひとつだけではございません。一体、議会で皆さんは議員から指摘をされまして、改善をする、あるいは善処をする、といつておりながら１２月からこの方３ヵ月、しかもこの間使用禁止をただ出しぱなつし、調査をして確認をしたい、措置をしたいというような答弁をしておる。ところが市の内部では、これは公式ではございませんが６月に撤去命令を出そうじやあないか、それまでは考えようという話合いをしておるというようなことも聞いておりますが、そういう形でいいのか。この不法建築の問題だけではなく市場の建築の契約議案にしてもしかりでございます。議会から地主の承諾を得て何とか納得させてやつてもらいたいというような議会の議決にもかかわらず、市長は自分ひとりで独自の権力でもつてあの市場をつくつた。そういう、いわゆる姿勢、あるいはまた９月議会、１２月議会でも指摘をされておりますが、那覇市の工事契約、それに対する予定価格、これさえ当局は示されないでひたすらに隠しております。一体議会をなんと思つているか。少なくとも過去における当局は、入札の済んだ時点で何名の業者がおつてどこどこはどれだけの入札であつたと、そうして市の予定価格はこうこうであつたと、だからどの業者がこれに最も近いので落札者と決定いたしましたということで、契約議案の中でもちやんと含めて提出をしておつたはずだと思います。ところが革新市長になつてからこういうことはやらない。法にやるということは書いてないが書いてなくつても那覇市の議会というのは、当局がどの程度の予算をもつてこの工事ができ上がるんだと、そういうことが基本線にありますから、入札も済んだ時点でありますので、そういう予定価格も知つておらなければほんとに落札をした方が適当であるかどうか診断がつかない。診断をするのにやはり必要でございます。そういう予定価格も教えない、これでほんとに議会を尊重しておるということが言えるかどうか。問題はそういつたふうにして議会軽視もはなはだしいと本員は思つております。いま建設部長の答弁で、現在使用しておるかどうか調査をして措置をすると言つておりまするけれども、実際に使用しておるということの判断がなされたら即時あすにでも撤去命令をやるか、代執行をやるか、この辺をひとつご答弁していただきたいと思います。






○　建設部長（水間平君）


　　先ほどお答えしましたように建築課長の報告によりますと、いま５番議員がおつしやつておりますように内部のほうで仕事をしておるようでございます。そういうようなことでありますし、先ほど申し上げましたように中止命令、あるいはその他の行政命令を出しておりますけれども一向にいうことを聞かない、そういうようなものを是正していくためには代執行以外にはないとそのように考えております。






○　喜舎場盛一君


　　その代執行の期日を明らかにしていただきたい。あなた方は５月一ぱいに牧港の工場に移るからそれまで何とか考えようというような考え方をもつておるかも知らないがそれではいかないと思います。ですから、いつごろ代執行するか、これをひとつ明らかにしていただきたいと思います。






○　建設部長（水間平君）


　　浦添のほうにつくつておる建物が５月の３１日に完成するからそれまで待とうということじやありません。そういうような計画をもつているようだというようなことを申し上げておるわけであります。それまで待つてもし聞かなければ代執行するというようなことではございません。ただ代執行しますにはいろいろ手続きだとか、これは最後の措置でありますのでもう一度この社長を呼んで、この是正の方法などを聞いたりあるいはその措置を命じたりもしなければなりませんので、はつきり議会で何日というふうなことを申し上げるわけにはいきませんが、できるだけ可能な範囲で早くこの措置を取りたいとこのように考えております。






○　喜舎場盛一君


　　次に進みたいと思います。安謝新港の背後地に貸し重機と申請者の陳情はなつておりまするけれども、先ほど建設部長は貸フオーク業組合の方々ということでございましたが、貸フオーク業に訂正してもよろしゆうございますか。１２名の業者に対しまして1,570坪余りの土地を譲渡したということでございますが、その坪単価、それから那覇市の土地評価委員会がございますがその評価委員会の坪価格、それともう一点、ごく最近でよろしゆうございますが一般競争入札した場合に坪どの程度するか、この３点についてお伺いしたいと思います。






○　財政部長（伊波静男君）


　　お答えいたします。評価委員会で決つた価格というものは、ご承知のとおり条例でもつて公表はできないわけでございます。






○　喜舎場盛一君


　　公表はできないんですか。






○　財政部長（伊波静男君）


　　できません。それに契約の価格につきましてはまだ手元に契約金額をもつておりませんので後ほど報告したいと思います。それから入札にすると幾らになるかということは見当つきません。






○　喜舎場盛一君


　　どうして評価委員会での、あの当たりの土地の評価が公表できないのか、法的にどういつた制限が加えられているのか、ひとつご説明願いたい。一般競争入札を考えていないということでございますか。ごく最近あの付近で競争入札に付したところはないのかどうか、もしあつたら入札に付したその額をいつていただきたいわけであります。あの近くでよろしゆうございますから、処分した土地がおそらくあると思います。






○　財政部長（伊波静男君）


　　お答えいたします。第４次の埋立地につきましては入札をしたことがあり


　ません。






○　喜舎場盛一君


　　第３次でよろしゆうございますから、入札に付した平均の落札額これを明示していただきたいと思います。それともうひとつ、評価委員会の価格を公表できないという理由を説明していただきたいと思います。






○　財政部長（伊波静男君）


　　お答えいたします。那覇市財産評価委員会設置条例の第１２条に、“委員及び関係職員は、委員会において、議決した事項を他人にもらしてはならない。”ということになつております。






○　喜舎場盛一君


　　評価委員は評価委員会で議決された価格をほかにもらしてはならないということでございますか。そういう規定であるということでございますか。これは事前でしよう、だから入札に付する前だとか、そういうことであつたらですね。終わつてあとは委員会審議あたりで皆さんはいつているんじやないですか。評価委員会はどれだけの価格で評価したと。だからそれでいいんですよ、あなた方はもはや契約をしたわけでしよう、個人個人と仮契約を結んでおるんではないのか。






○　財政部長（伊波静男君）


　　お答えいたします。評価委員会で議決されたことは、これはあくまでその条例の趣旨というものは尊重すべきだと思います。そうして実際に評価委員会がきちつとこれだけで評価したということは、私の知つている限りでは公表されたことはないと思つております。






○　喜舎場盛一君


　　議長、ちよつと休憩してください。






○　財政部長（伊波静男君）


　　実際に評価委員会がきちつと評価したということを私の知る範囲では公表されたことはないと思います。






○　議長（辺野喜英興君）



　　休憩いたします。


（午前１１時３０分　休憩）


（午前１１時４４分　再開）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　喜舎場盛一君


　　しからば評価委員会の価格が公表できないとすればこの貸しフオーク業をなさつておられる方々は１２名ということでございますが、これらの方々が一つの法人組織をもつて売買契約をなされたのか、それとも１２名の業者一人々々と契約をなされたのかお伺いいたします。


　　　　　　（「早く答弁して下さい」というものあり）


　　　　　　（「時間がありませんよ」というものあり）


　　　　　　（「この時間を新政会の持ち時間に入れたら困りますよ」というものあり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩いたします。


（午前１１時４５分　休憩）


（午前１１時４６分　再開）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　財政部長（伊波静男君）


　　お答えいたします。フオーク業者との契約はまだ締結されておりませんけれども、契約の方法は個別的に契約する考え方でございます。






○　喜舎場盛一君


　　個人個人と契約を結ぶというような方針であるそうでございますが、しからばこの単価、随意契約だと思いますが、随契の坪単価どんだけで契約をやるのか。それともうひとつは、ひとつひとつの業者が集まつていわゆる１２名となつておりますが、もちろんこの１２名が皆さんフオークを持つている貸フオーク業者であると、それには間違いないですね。その２つについてお答え願います。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。貸フオーク業の組合がありまして、その組合のほうからの申し入れが市のほうにありました。中には組合員であつて個人でまた申し込んだものなどもあります。われわれといたしましてはそのほかに倉庫業協会などもそうでありますが、倉庫業協会として申し込んであるし、その会員がまた個々に申し込みをしてあるというふうなことなどがありまして、それをみんな整理いたしました。それを整理いたしまして、協会とか組合を組織しているところのものはひつくるめて配置いたしまして、そしてその配分の方法などについては一応協会なり、組合なりで案をつくつて、そして市のほうに提出してもらうというような形をとつておるわけですが、この貸フオーク事業の１２者というものは組合を組織いたしておりまして、その組合でもつて申し込みしておりますので、われわれのほうとしては一応、じやあその港湾のフオークというものは必要だからこの土地を割当てようじやないかと。それについてはどのような形で取得するかについては皆さんのほうで十分検討して市のほうに申し入れよ、というふうなことで仕事を進めてきているわけでございます。


　　　　　　　　　　（「坪単価は」という者あり）






○　財政部長（伊波静男君）


　　お答え申し上げます。まだ締結はしておりませんので、これから契約する段階でございますので契約金額というのはまだわからないわけでございます。ただし評価委員会の答申に基づいて評価委員会の評価を尊重してきめたいと思つております。






○　喜舎場盛一君


　　組合組織がある。そして組合といわゆる契約をするんじやなくして個人、個々と契約をするんだということなんですが、先ほどの答弁でまだ契約をしていないということでございましたが、仮契約はなされたんじやないかと思います。そしてその配分等についてはいわゆる組合の皆さんにおまかせするというようなことでございますが、組合は１１名であつて１２名じやないんです。１１名の組合員の方から土地を譲渡してもらいたい、と今度の議会に参つております採択になつた陳情書の中にも。新垣勇栄ほか１０名となつております。ですから新垣を含めると１１名になるわけです。ところが１２名と皆さんは個々に仮契約を結んでおる。仮契約を結んでるんですよ。これについてひとつ答弁願います。


　　　（「答弁、答弁」「仮契約結んでないんでしよう」「結んでいるよ何言うか」「休憩、休憩。議長時間がない休憩してください」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩します。


（午前１１時５３分　休憩）


（午前１１時５８分　再開）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　財政部長（伊波静男君）


　　お答えいたします。その前に先ほど契約はしてない、と申し上げたのは事務の違いで、契約してあります。訂正いたします。


　　　　　　（「当局の答弁はなつてないよ」という者あり）


　ただいまフオーク業組合の方々と契約は締結しております。そしてその契約の金額は一番低いところが１５０ドル、最高１６０ドルという金額になつております。以上です。






○　喜舎場盛一君


　　休憩して午後からやりますか。１２時ですよ、まだ終わらないですよ。






○　議長（辺野喜英興君）


　　おはかりいたします。休憩して午後１時再開いたしますか。


　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）


　皆さんにおはかりいたします。と申しますのは、






○　喜舎場盛一君


　　議長、その件について休憩してください。






○議長（辺野喜英興君）


　　休憩します。


（午前１１時５９分　休憩）


（午後１２時００分　再開）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。午前中はこれにて終わつて、午後１時再開します。


（午後１２時０１分　休憩）


（午後０１時０６分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　午前に引き続き会議を開きます。






○　喜舎場盛一君


　　午前中の質問の中で財政部長は貸フオーク組合の１２名の個人個人と仮契約をなした、しかも安いのが坪１５０ドル、それから高いのが１６０ドルで契約をしたということを説明しておりましたが、この貸フオーク組合なるものは１１名の組合員しかおらないわけでございます。どうして１２名になつたのか、そしてこの１２名の人はどなたであるのか。ひとつご説明を願いたいと思います。






○　財政部長（伊波静男君）


　　それでは一応契約を結ばれた１２名の方々のお名前を発表いたしたいと思います。当間正隆、新垣勇栄、新垣盛仁、平良信助、新垣盛吉、西里清良、新垣善考、桑江忍、高良茂雄、豊里友徳、知念盛吉、大城亀義、以上１２名の方々でございます。






○　喜舎場盛一君


　　ただいま１２名の業者の方々の名前が公表されましたけれども、本員が言つてるのは、いわゆる１１名の業者しかおらんということであります。ところが市は１２名と契約をなしている。どうして１２名になつてきたのか。この１２名になつた理由ですね。いつどこで１２名になつたのか、これをお伺いいたします。






○　財政部長（伊波静男君）


　　調査をしましてからのちほど答弁いたします。契約したのは今先申し上げたとおりでございます。






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩いたします。


（午後１時１９分　休憩）


（午後１時２０分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。午前中の会議録署名議員は喜舎場盛一君、仲村正治君のお二人を指名いたしておりますが、仲村正治議員が所用のため中座をいたしておりますので変更させていただきたいと思います。仲村正治君のかわりに上原綱正君を指名いたします。






○　喜舎場盛一君


　　ではその問題はあとで質問することにいたしまして、


　　　　　　　　　（「休憩して下さい」という者あり）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩いたします。


（午後１時２１分　休憩）


（午後１時２２分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　財政部長（伊波静男君）


　　答弁いたします。建設部のほうで組合長と相談をいたしまして、１２名分の土地を割り当ててほしいとの要求にこたえて、建設部のほうでこれを１２にわけて、そうしてどの土地をどの人にするということも組合長のほうから名簿を提出されまして、それに基づいて契約をしたのでございます。


　　　　（「建設部のほうで話しあつたんですか」という者あり）






○　財政部長（伊波静男君）


　　はいそうです。






○　喜舎場盛一君


　　組合長と建設部においての話し合いの中で１２に割り当ててくれというようなことであつたそうでございますが、この業者は１１名でございます。申請書類にも新垣勇栄ほか１０名ということになつておりますので１１名に間違いはないのでございます。ところが、この新垣勇栄なる人が組合長でございますが、事務局長をしておる豊里友徳ですか、この方がほとんど建設部と組合の代表として話し合いをなしておりますが、いつの間にか桑江忍という人が入つてきております。これが１２番目の人でございます。しからば午前中の建設部長の話しの中にもございましたが、貸フオーク業の業者の皆さん、この趣旨にのつとつていわゆる１,５００坪余りの市の土地を個人個人と売買契約を結んだのでございますが、この豊里さんと桑江忍さんという方はフオークをもつておりません。どうしてこの方たちにほかのフオーク業者と同等に土地を割り当てたのか、この辺についてご説明をしていただきたいと思います。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。１９７１年の６月１４日付で那覇市のほうに申し入れがなされている文書によりますと、那覇市西本町１丁目４２番地、沖繩貸フオーク業組合豊里友徳だというんだと思いますが、その名前で申請がなされております。その中で、私のほうで調査をいたしましたところによりますと、豊里モータースは１７台というようなことで調書が出されております。それから桑江さんという人につきましては、われわれのほうにも申請の段階ではこの人の台数は出ておりません。ただ考えられますることは、この申請を出したあとに組合員となつたものじやあなかろうかと思います。その点をもう一度確めてみたいと思います。






○　喜舎場盛一君


　　豊里モータースはフオーク１７台といういまの答弁でございますが、本員の調査では１台ももつておりません。しかもこの土地折衝をするに当たつては、豊里さんという人が中心になつてほとんど市と建設部と折衝をしております。そういつたふうにこの契約を結ぶ段階で、組合の皆さんの中で１,５００坪余りの割り当ての段階で、豊里さんという人が、“１,５００坪の土地を確保したら、おれの希望どおりその中から５００坪くれ”というようなことで、組合の中で言いあいをしております。そうして“そういうことはできない”ということで、“しからば最小限の３００坪、ＬとＫの番地でございます。この“３００坪をくれ”というふうになりまして、組合の皆さんはこの桑江という人を知つておりません。この人もフオークをもつておりません。ところが豊里なる人はＫという地番の９９,９９坪を桑江に与えておるわけでございます。そうしてこれと市は仮契約を結んでおる。あれは港のあとに倉庫地域、そうして倉庫地域の一番あとにそういつた貸フオーク業と。貸フオーク業も港に必要であるんでどうしてもそういう業者を入れようといつたような構想からやはり土地の割り当てをしたと思います。ところがフオークももつていない虚偽の申請に対して、市はいわゆる土地を譲渡するという契約を結んでおる。一体こういつたでたらめな調査で良いのであるのか。この桑江という人もフオークをもつておるのかどうかその点についてひとつご説明を願いたい。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。市のほうには沖繩貸しフオーク業組合員の書類で申請がなされております。それによつて個々の業者にわれわれは割り当てるという考えではなしに、どうしても貸しフオーク業者は港の付近に土地が必要だということで一つのブロツクを貸しフオーク業に与えようじやないかということで、与えるならばどのように割り振りするかということについてはいちいち調査して決めるということも難しい問題があります。資金だけでやるわけにはいかないし、あるいは台数だけでやるわけにはいかないし外の方達、倉庫関係でも同じでありますが割り当ててもいいという地域を示しまして組合あるいは業会のほうで討議してもらつて、それに基づいて割り振りをするというようなことでやつて来ております。貸しフオーク業もそういうようなことでありまして１ブロツクを与えようということで、その場合の割り振りについてはわれわれのほうでいちいち割り振りをするというようなことは不可能なので組合のほうで考えて案を持つて来てくれというようなことでやつているわけであります。






○　喜舎場盛一君


　　割り当てについては組合に責任があるということでありますが、少なくともこの土地を譲り受ける権利は貸しフオークをもつている人でなければいけない。あるいは将来貸しフオーク業をやるという人でなければいかんと思います。ところがフオークも持つてない、機材も持つてない人を何んで組合員とみなしてそこに土地を割り当てるかということである。この桑江忍という人が組合員として土地を市からもらつたということは組合長さえわからない。この豊里という人が独断でやつている。しかも組合員の皆さんはこの土地のことで市当局と折衝するために費用がかかるということでそれ相当の費用を出しております。一体、豊里という人と何回市役所以外でその土地のことで話し合いを持つたか、それを明らかにしていただきたいと思います。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。何回ぐらい交渉したかということについては詳しくはわかりませんが、私の所にはよく出入りしております。具体的な割り振りの面では都市計画のほうでやつております。市の職員が私を含めて庁外でそのような話しをしたことはありません。






○　喜舎場盛一君


　　しからばこの豊里モータース、桑江忍という人達に与えた土地については正当を欠くと思うかどうか。今後この人達と取り交わした仮契約を取り消すかどうか。そういう心構えがあるかどうかご答弁願いたい。






○　第二助役（前田武行君）


　　背後地の割り当てにつきましては既存の企業者でその背後地にどうしても土地がなければならないという業者を選定しておりますが組合等のあるそのようなフオーク業者の場合は業者に一応割り当てておりますので組合の中で調整して下さいということでやつて来まして、内部調整については業者と背後地利用関係の事務を担当しております都計課のほうでやられております。そこでもし虚偽の申告があつたりいろんな問題があると将来大きな問題が出るので気をつけております。もし事業計画にそわないような場合には解約をするようになつております。５年以内にその目的の工事を着手する。５年以内にそのような企業目的に反する行為があつた場合には解約をするようになつております。中には新規の事業もあるわけでございます。そのようなことであれば将来当然解約される。ところがこれが組合員であるのかどうかは内部の問題でありますので、貸しフオーク業を将来やるのか、また割り当てを受けてからそのような業種に着手してゆくのか、これは今後の運営で実際われわれの目的に合致しておれば契約内容からすると解約は出来ないんじやないかと思います。だから事業計画が出されており貸しフオークをするんだ、そのために割り当てるんだといつておりますから貸しフオーク業をやりさえすれば解約は出来ないと思います。それは後日の問題となつて来ますし今ここで明確にこれは解約しますとか、しませんとかはいえませんし、もしこちらの認めた事業計画に反した場合には解約をしなければなりません。






○　喜舎場盛一君


　　ただいまの答弁の中に５ヵ年の猶予期間があるように聞いております。これは最初からいろいろ貸しフオーク業をやつて来た方々の集りであります。これから４ヵ年目にやるといつて如何にもやる真似をしてもらつた土地をよそに高く譲るということがあるかもしれない。そういう調査もしないで組合に割り当てをし内部のことについては組合の問題であるということですが、組合長の新垣さんさえその桑江忍という人は知らない、組合員ではないといつております。この辺のずさんさなんです。このようにして市の財産を勝手に与えていいのか、どういう話し合いをして来たのか、主管部長もう１回答弁願います。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。今、職員をして調査させましたところ桑江忍さんは最初から１０名の中の会員だそうで、あとから市のほうで決定する直前に当真さんと高良さんという人が新たに会員に加わつたそうでございます。






○　喜舎場盛一君


　　桑江という方は組合員だつたという答弁ですが、そういうことではないのであります。組合の中で“５００坪は私がもらうんだ”というところを“それでは多過ぎる”ということで３００坪に締めまして、そして豊里さんは３００坪になりまして、その他の方が１０に分けられてＡからＦまで坪数を分けておりますが、その３００坪の中から桑江氏が１００坪もらつております。９９,９坪です。なぜ、当初からの組合員であるならば、豊里さんが３００坪もらつたあとから分けなければならないのか。今の部長答弁は正当に値しないと思います。しかもフオークをもつてない、しかも条件に反しているわけでございます。その辺の責任の問題を一つ明かにしていただきたいと思います。今からやるといつているのか。






○　建設部長（水間平君）


　　先程もお答えしたんですが、われわれの事務段階の調査では豊里モータースは１７台持つてることになつております。






○　喜舎場盛一君


　　書類調査の中では１７台といつておりますが、しからば休憩して調査してもいいですか、現場調査をしましようか。ご答弁願います。






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩します。


（午後１時４９分　休憩）


（午後１時５０分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　第二助役（前田武行君）


　　貸しフオーク業組合に割り当てましてその際に組合から事業内容を報告させたわけであります。それに基づいて、じやこのぐらいの組合だと１,５７０坪あれば港湾背後地のフオーク業は成り立つだろうということで割り当てております。その割り当てについては組合内部自体にまかしておりますので、中には虚偽の申告がなされたということが、議員の質問からあり得るかもしれないがわれわれは書類審査だけしております。既存の組合でありますのでまかしておけば異存はなかろうということで、もし虚偽の申告があれば組合の責任でありまして、調査が粗漏といえばそうであるかもしれませんが、しかし既存の組合であれば、それにまかしておけばわれわれは責められるべきじやないと思います。もし、これが虚偽の申告であれば組合全部に対する割り当てを最初から取り消していかなければいけないとこのように考えます。






○　喜舎場盛一君


　　市当局は「責任問題はわれわれにはないんだ、組合にあるんだ」というようなことでございますが、これは反対でございまして、いわゆる市当局そのものに責任はあるのでございます。市の財産を売るのにあたつてなぜもう少し慎重にやらないのか、そしてまたその書類審査ですが、ただ書類上がそうだからといつてなぜ現地調査もやらないのか。フオークの台数を調べるんであつたら陸運課あたり行つたらすぐ出てくると思います。中には登録してないフオーク業もあるかもしれないけれども、ところがちやんと営業場所も明示されておるんでありまするからその程度の調査は可能だと思います。それをあたかも組合の皆さんが虚偽の申告をやつた、だから組合が悪いんだといつてやりかえす当局の答弁自体、いわゆる当局の姿勢がなつていないと私は思うんでございます。この調査をしてのち事実が判明したらこのお二人に対しての措置はどうするのか、はつきり答弁をしていただきたい。






○　第二助役（前田武行君）


　　先ほど答弁したとおりでありまして、別につけ加えることはありませんが、このようなこともあり得ると。すばらしい計画があつても実行を伴なわない計画じやあだめだというわけで、契約内容、契約書は十分検討して、いろんな条件をつけてそれに反した場合の解約条項とかいろいろこまかく契約内容にうたつております。それを契約時点でチエツクし、背後地の利用が、切り売りをされたり、あるいは転売されたり、計画以外のものに使われたりしないように、契約内容時点でチエツクしておりますのでそのような心配は過去における契約のあり方よりももつと安全だとこのように考えております。


　　　　　　　　　　（「答弁なつてないよ」「どうするのかだよ」という者あり）






○　喜舎場盛一君


　　いわゆる契約は取りかわした、そしてその契約内容そのものが充実している、ということは、５ヵ年以内にこういつた仕事をしなければ解約する、ということだと思います。ところが現にそういつた機械を持つていない、また猶予期間５ヵ年と申しますけれども、じやああと１月で５ヵ年なるというときにフオークを持つてきて仕事をやつた。こういつたのもやはり契約書の違反にはならないわけでございます。そういつたルーズな契約のなし方、これは一般市民にも大きく迷惑を与えます。そこの責任を明らかにしていただきたいということでございまして、なにも契約内容が以前より充実しているというふうなことではございません。


　　　　　　　　　　　（「答弁」という者あり）






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。私たちの調査と５番議員の調査には相当の差があるようでございます。桑江忍さんはレツカーを４台持つているという報告があります。そういうようなことで、また私たち先ほどの豊里さんと個人的にいろいろなことを話し合つているということじやなしに、その中の幾たりかもいつしよであります。この中で話し合つているということでございまして、これがもし貸フオーク業組合そのものに不利益になるような、あるいはまた貸フオーク以外のものに使われるというようなことなどはないものだと私たちは思つております。






○　喜舎場盛一君


　　桑江忍さんはレツカーを持つておる。フオークではないということですが、じやいつからその組合員になつてきたのか、これも全然はつきりしない。しかも豊里さんなるものも、そんなものは持つていない。で書類調査書は１７台持つているというようなことらしいけれども、いまから調査してもよかろうと思いますけれども、もし持つてない、あるいは組合員でもないというふうになりますと、市はそれを取り消す余裕があるかどうかですね。それをお伺いします。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。私たちが割当てます場合には、その土地が港の機能を果たしていけるように、重機関係がそこで仕事ができるようにする、というようなことが目的であります。それを、だれがその土地を使うとか、そういうふうなことよりはその貸フオーク業、港湾に関連する重機類がそういつたふうなものに適格に使われるというようなことが主眼であります。そういうふうな立場から先ほど第二助役が話していますように、契約条項の中で十分チエツクしていくような方法をとる以外に道はないんじやなかろうか、とそういうふうなことでございます。






○　喜舎場盛一君


　　あまりにも無責任すぎると思います。たとえば契約する前に、契約段階でどうして調査をしないかということです。割当ててから、そして５ヵ年内でいろいろきびしくやつてきたというようなことでは私はあまりにも無責任すぎると思います。ですからもちろんその地域においてはそういつた貸フオーク、貸重機の関係の方々がぜひいい仕事をしてもらいたい、そういうことで割当てるわけでございまして、普通の地域とは違うんでございます。そういう意味からしてももつとはつきり調査をしてやるのが当然ではなかろうか。これが後日調査をして仮契約はしたけれども、不適格と思つた場合には取り消しをする余裕があるかということですよ。これを答えてもらいたい。


　　　　　　（「休憩して調査しに行こうよ」「休憩してください、ちよつと休憩してください」という者あり）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩します。


（午後２時００分　休憩）


（午後２時０１分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　第二助役（前田武行君）


　　背後地の利用計画上不適格と思われた場合には取り消します。


　　　　　　　（「議長、休憩してください」という者あり）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩します。


（午後２時０２分　休憩）


（午後２時０３分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　喜舎場盛一君


　　ただいま第二助役のご答弁で調査の結果不適格であるというふうになつたら取り消しをする、という答弁でございますが、たまたま午前中の質問の中でも、市長の姿勢についての点でも当局のずさんさを指摘してまいりましたが、一体いつごろその調査をやるのか、これはまた今期議会をにげるためにただ答弁したにすぎないと本員は思つております。ですからわれわれといたしましても本日これをもつて、いわゆる休憩をいたしまして、これから調査に行きましてその問題を決着させてはじめて議事を進行していただきたい、とこのようにお願いを申し上げる次第でございます。


　　　　　　　　　　　（「賛成」という者あり）


　よつて休憩の動議を提出いたします。


　　　　　　　　（「議長、議運で決定したとおり進行」


　　　　　　　　「いや、でたらめな、にげるような答弁ではいかぬ」「市民に不利益を与えるようなことでいいのか」という者あり）






○　副議長（仲本安一君）


　　いま５番議員から休憩動議が出されております。その理由はお聞きのとおりでありまして、先ほど質疑の中で問題になつております埋立地の背後地利用の土地割りふりについての調査のためということでございますが、一応動議は成立いたしておりますんで、これを日程にあげることにご異議ございませんか。


　　　　　　　（「異議なし」「異議あり」という者あり）






○　副議長（仲本安一君）


　　異議が出ておりますので、おはかりいたします。休憩します。


（午後２時０５分　休憩）


（午後２時０７分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。先ほど５番議員から動議が提出されておりますが一時保留の上、暫時休憩して各会派代表でその問題について話し合いを願いたいと思います。休憩いたします。


（午後２時０８分　休憩）


（午後３時５６分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。なお時間を延長いたします。休憩いたします。


（午後３時５７分　休憩）


（午後４時５５分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。おはかりいたします。休憩前に５番議員から動議が提出されておりました。これにておはかりをするわけでありますが、この趣旨は本日の一般質問の中で安謝埋立地の背後地利用についていろいろ意見の相違がある。したがつてこれが解明されない限りは一般質問を続行するということはちよつと問題があるので、これを一応中止して、議会としても調査に乗り出すべきであるというような趣旨の動議でありました。これにて賛否おはかりしたいと思います。


　　　　　　　（「議長、休憩してください」という者あり）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩いたします。


（午後４時５６分　休憩）


（午後５時２８分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。休憩前にご説明申し上げたとおりでありますが、５番議員の動議についておはかりいたします。５番議員の動議、すなわち一般質問を中止して早速その調査に行き、調査の結果一般質問を再開して続行するという動議であります。これについて賛成の方はご起立願います。






○　副議長（仲本安一君）


　　起立多数であります。よつて動議は成立いたしました。したがいまして休憩に入り、早速これより調査を行ない、その結果調査がまとまりましたら再度一般質問を続行するという形にしていきたいと思います。なおおはかりしたいのでありますが、大体の時間、これが１２時までかかつてもいけませんので調査の時間をどのぐらいとるかおはかりしたいと思いますが、


　　　　　　　（「２時間」「西本町、それから一目橋なんですよ、それの２ヵ所を調査すればいいんですが、距離が離れていますので２時間は必要じやないかと思います」というものあり）






○　副議長（仲本安一君）


　　それじやあ時間は２時間。それからメンバーはどうしますか、全員ですか。


　　　　　　　（「各派１人ずつでいいじやないですか」


　　　　　　　「新政会は２人」「人民党は行きません。何も調査するのはない。調査する必要はない」という者あり）






○　副議長（仲本安一君）


　　それじやあ休憩時間２時間。その間に調査をしていただいて、それから７時３０分会議を開きたい、とこう思います。なお原則として調査メンバーは、新政会２人、社大、公明１人ずつということですが、これは拘束力はありませんので棄権してもかまわないと思います。休憩いたします。


（午後５時３０分　休憩）


（午後７時５１分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。質問を続行いたします。


　　　　　　　（「議長どうするの報告は」という者あり）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩します。


（午後７時５２分　休憩）


（午後８時０９分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　喜舎場盛一君


　　本論に入る前に今一度確認をしたいんでございますが、先ほどの私の質問に対しまして水間建設部長は豊里なる人は友達で知つてはいる、ところが役所以外の所でそういつた話し合いは１回もしたことがない、ということでございますが、これに間違いはないか今一度答弁を願いたい。






○　建設部長（水間平君）


　　ありません。






○　喜舎場盛一君


　　しからば確認をしておきます。次に、先ほどの調査の結果の報告のとおりでございまして、市当局は契約を結ぶ段階においてそういつた組合の各業者の皆さんの調査をなんらしていない。調査しておればこういつた事態は起こつてこないと思います。その辺について本当に調査をなさなかつたのか。先ほどの助役の答弁の中に１７台も重機を持つておるとかあるいはまた３台、４台というふうに変わつております。ところが行つて調べてみると本人はフオーク１台しかないと言つております。しかもこれはきようきのう故障した車ではありません。タイヤも全部パンクして周囲は２尺ほどの草も生えております。そういう状態を見ましても絶対に貸フオーク業をやつていないということが一見してわかる状態でございます。また桑江忍なる人は大学３年生でございます。こういうことを知りながら契約を成したのか。今一度ご答弁をしていただきたい。


　　　　　　　　　（「休憩して下さい」という者あり）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩いたします。


（午後８時１３分　休憩）


（午後８時１４分　再開）






　○　副議長（仲本安一君）


　　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。私たちが７１年の６月１日に両新聞に４次の埋立地を処分したいけれどもそれを必要とする人は申し出るようにという新聞広告を出したわけでございます。それには期限も付しました。そこで多くの応募者が集つていたわけでございます。その中に沖繩貸フオーク業組合も組合として自分たちも欲しい、というような申し入れがあつたわけでございます。ところがその貸フオーク業あるいはそれに類する業者がすべて貸フオーク業組合に入つているとは限りません。あるいはまた、貸フオーク業組合に入つている人が個人の名前で申し込んである人も中にはいたと記憶しております。私が記憶と申し上げますのは、たとえて申し上げますと、倉庫業協会も申し込んでおるわけであります。で倉庫業協会の会員でありながら自分の会社でも申し込みをしてある。それをわれわれのほうではみんな整理をいたしました。倉庫業関係はやはり同じ地域に入れたほうがいい、あるいは冷凍関係は同じところに入れたほうがいい、貸フオーク業は同じほうがいいというふうにみんな組織の利用関係でもつて区分いたしまして、応募者をみんな整理していきました。そこで個人でひとつの組合、あるいは協会に入つていて、個人で入つている人たちはその組合、あるいは協会内で話し合つて区分をしたほうがいいだろうというふうな考え方のもとに、その組合員個々についての審査はわれわれのほうとしてはやつておりません。そういうふうなわけでして、その貸フオーク業組合に入つていない人たちもたくさんいるかも知れませんですけれども、その人たちからの申し出はありませんでしたので、そういつたふうな人たちには割り当てなかつただけの話しであります。以上であります。


　　　　　　　　　　（「議長、休憩」という者あり）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩いたします。


（午後８時１６分　休憩）


（午後８時１７分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　建設部長（水間平君）


　　そういうふうなことでありまして、この組合員が学生であるかどうかについてはわれわれ全然知りませんでした。






○　喜舎場盛一君


　　ただいま建設部長の答弁ではつきりいたしておりますが、個々の調査はしなかつたということでございます。ところがこの組合は任意組合でございまして、法人組織にはなつておりません。にわかづくりの任意組合でございます。しかも市は組合と売買契約をやつたのではございません、個人とやつております。一体どういうことであるのか。これを“組合が悪い”と先ほどいつておりました、それでいいのか。






○　建設部長（水間平君）


　　先ほども説明いたしましたように、貸フオーク業組合というふうなものからも申し入れがありますし、その他個人個人で申し込んだようなものもあつたと記憶しております。そういうふうなものをみんな整理いたしまして倉庫業は倉庫業、あるいは冷凍食糧関係はそういつたふうなもの、あるいは鉄鋼関係は鉄鋼関係、あるいは包装菓子協会だつたか組合だつたか忘れましたが、包装菓子のそういつた団体、そういつたふうなものからの申し入れがありました。そうしてその協会とか、組合だとか、団体とかというものに所属しながら個人名義で申請を出してある人たちもいたので、私たちはこれの整理をせざるを得なかつたわけであります。それを整理してみましたところその貸フオーク関係については貸フオーク業組合に入つている人だけでした。そこで貸フオーク業関係はどのブロツクにするかということをいろいろ検討いたしまして、現在割り当ててあるブロツクに割り当てたほうがよかろう、じやあ、そのブロツクをどのようにわけるかというようなことになりますと、これは資本や台数やそういうふうなものだけで１００坪、２００坪とかというふうに市のほうで判断するのは非常にむずかしい問題であります。これは先ほどから例にとつています倉庫業協会の場合でもそのとおりであります。その資本の力とかそういうふうなことでわれわれが判断してはかえつて公平を欠く。だから同業者は同業者なりにむしろまとまつて話し合いができるのであればその方たちで話し合つて、それを案として役所に提出してもらいたい。また、それが妥当であるというふうに思われましたので、そういつたような貸フオーク業は貸フオーク業、あるいは倉庫業協会は倉庫業協会なり、そういうふうなところからこういうふうに割り当てることについて、自分たちはみんなＯ・Ｋだというようなことでありましたので、そのとおり契約つづりを財政のほうに送つたわけであります。






○　喜舎場盛一君


　　ですからいろいろと複雑な点もあつたであろうし、結果的にはそういうことが出てきておる。割り当ての問題をうんぬんするんではない、内部で割り当ても、決定もしてよかろう。ところが実際に契約をなしたのは個人個人としかやつていない。現在そういつた契約をなしたことについて悪かつたということが考えられるか。ひとつご答弁願いたいと思います。






○　建設部長（水間平君）


　　限られた約７万坪の面積に対して約３倍あまりの申し込み者がございます。非常に複雑な業種がたくさんあります。そういうふうな中では市当局がやつたような方法がやはり最上であつたと考えております。






○　喜舎場盛一君


　　７万坪であろうが、１坪であろうがこれはだれが考えても適当な措置ではないとはつきりしておるわけでございます。その非を認めないということは一体何か。議会を侮辱しておるのか、市の財産をただ“私も組合員であるから”ということで申請すればそれでもつて売買契約をして、そうして評価委員会の評価の段階で随意契約をやつて処分をするということでございますか。もう少し真剣に執行者として悪ければ悪いといえばいいんじやないですか。どうして学生と契約を結ぶ、特別に結ばなければならんという理由、将来何か市と約束でもあるんですか。それについてご答弁を願いたい。






○　第一助役（稲嶺成珍君）


　　かわつてお答え申し上げたいと思います。さつきからいろいろ議論になつておりますが、那覇新港の背後地は、一応その港としての機能を十分に果たそうということでそれぞれ港湾に関係のある業者に割り当てることにしたわけであります。それをいろいろ割り当てるためには業者の団体がいいんじやないかということで、倉庫業とかいろいろ港湾に関係のある業者に割り当てたわけであります。フオークにつきましても、これは港湾に必要な業者だということで割り当てました。ただ割り当てる場合に、そのフオーク業組合なるものが申し込みましたので、そのほうを私たちは適当なもんだと認めて組合のほうにその土地を割り当てたわけであります。でこの組合はさつきから議論になつておりますが、法人でありませんので財産をもつ権能はないわけでありますので、組合に割り当てましたけれども個人個人と売買の契約を結んだわけであります。この組合は法人でありませんのでいま申し上げたとおり個人と契約する以外になかつたわけでございます。その中でいまご調査の結果いろいろ報告でわれわれも聞いておりますが、たとえば実際にもつておるフオークの台数と申請した台数と違うんじやあないかということですが、これはあるかも知れません。あるいはまたひとりの人は学生であるということですが、学生でも二十以上でありますれば財産を所有し、あるいは事業をやつてもいいと思います。そういうふうなことで当方の調査が悪かつたということはこれは認めます。将来は土地の処分、売買につきましても、組合、そういうたぐいのものをきちつと調べてやりたいと思います。ただわれわれは、一応それぞれの業者を対象としてその土地の処分を決めました。あるいはそのフオーク業者なるものを一応信頼し、認めた。でその内容につきましては、その組合において処分することによつてそのフオーク業の仕事が確立されればいいんじやないか。そういうふうな考えで組合を相手にし、処分につきましては個人に処分したということでございます。内容につきましては調査の不十分はおわびをしたいと思います。今後このようなことがないように、そういう場合にでも十分調査をやりたいと思つております。






○　喜舎場盛一君


　　ただいま第一助役からの答弁でその不手際、非を認めておるということでございますのでたいへんいいと思います。ところがこの辺で、やはりその内容についていわゆる非を認めたわけでございまするから、即刻この豊里友徳、それと桑江忍との契約を破棄していただきたい。これについてはどういう見解でありますかご答弁を願いたいと思います。


　　　　　　　　（「組合とやつているんだよ」「議長、休憩してください」、「那覇市の財産を個人と契約やつているんだよ」という者あり）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩いたします。


（午後８時２７分　休憩）


（午後８時２８分　再開）


○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　喜舎場盛一君


　　この問題につきましてはやはりいろいろございます。この豊里なる人が皆さんを集めまして、いろいろ市当局に折衝するために費用がいるので、こうこうしかじか、いわゆる資金を集めております。さらにはこの土地の割り当てとかそういうところに不審があるわけでございます。ただいま第一助役はこれを即刻解約しないというような答弁でございまするが、われわれといたしましてはあくまでも市の財産を尊重して、適当な処分をしない限り、やはり適当な処分ということはおふたりの解約をしない限り、これは市当局の議会軽視につながつているのでわれわれは一般質問には応ぜられないというふうに考えますし、あしたの一般質問についても（議場騒然）、議案審議の中でもこの問題を取り上げまして徹底的に追求してゆくつもりでございます。以上をもつて私の質問を終ります。






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩します。


（午後８時３３分　休憩）


（午後８時３４分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　金城重正君


　　本員は５番議員の質問に対して補足質問をいたしましてそれでケリをつけるという考え方でありました。しかし与党各位の議員から質問は必要じやないということなので取りやめます。そこで先程の５番議員の質疑の中から明らかになつたのは、当局もそのような調査もしないでやつた財産の処分については不手際があつたと、これは助役の段階で認めております。開会冒頭助役は市長の代理として責任をもつて答弁していただくということであつた。それで不手際があつたということは市長の代理として助役もお認めになる。そこでそういう不手際があれば当然その行政行為は改むべきが筋じやないか。さらに先程の質疑の中から出て来たものは業者でないものを組合に入れてみたり、学生を組合に入れてみたりしている。そういうものが間違いであつた、不手際であつたとすれば即刻改めるのが行政にたずさわるものの筋道ではないのか。それを敢えて当局がその契約を破棄する意思がないということであればわれわれ新政会といたしましては審議に応ずるわけにはまいりません。従つて退場いたします。


　　　　　　　　（「賛成」、「常套手段だよ」、「そんな無謀なことをするな」というものあり）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩します。


（午後　８時３７分　休憩）


（午後１０時３４分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。なおこの会議は市町村自治法第５３条及び会議規則第１３条の規定に基づいて出席催告の通知を発したわけでございますけれども、それでも定足数に達しません。従つて市町村自治法第５３条及び会議規則第１３条の規定により出席した議員で会議が成立することになるわけでございます。よつて会議を続行し一般質問を続けます。






○　人民（国吉辰雄君）


　　予想もしないような番狂わせになりましたが一般質問をいたします。最初に通告申し上げました４点については時間の都合でできませんので１と３の件についての２点についてお伺いいたします。１番目に道路行政について、具体的には軍３号線の開放の問題と那覇大橋と３号線の結合についてであります。すでに新聞紙上その他でご存知のように、那覇軍港からガジヤンビラを経て第１ゲートを通りそれから第２ゲートに出るこの区間、1,560メートル程度であるそうですが、それだけが１９５４年の９月以降閉鎖されたために元県道であるこの３号線が軍の独占的な占用道路になつて南部一帯の住民の足が奪われて、現在非常に困つておる。そういうことで小禄地域の住民も何とかしてこれをこの際開放を勝ちとろうということで、３月の５日に党派の別なくこの問題を取り上げようということで住民大会がもたれまして、決議などを行なつて市当局にもその決議文の手交があつたかと存じますが、その点についてその経過がどうなつているかお伺いいたします。少し具体的に申し上げます。この３号線を開放することによつて交通状態がどのように緩和されるかということで、今朝これは入手した資料でございますが７０年の１２月現在の調査によりますと、時間は午後５時から６時と一番こむ時間でございますが、その１時間の延べ台数が16,198台というふうな数字が出ておりますが、現在は４５.２％の車が軍３号線が閉鎖されたためにこの左折して７号線に入つていくわけでございます。これは沖繩で一番交通の激しいといわれておる泊の三差路、泊の高橋の三差路をはるかに上回り、向こうの１.５倍の左折量、つまり沖繩一の左折の車の多い所となつております。その原因はこの３号線が開放されていないからであります。開放されたとしたらどうなるかと言いますと、現在４５.２％の車が１６.７％に占められるというふうになり非常に交通渋滞が緩和されることになるわけでございます。時間の都合でそれぐらいしかできませんがそのことについて復帰を目の前にしてぜひともこれは勝ちとらなければいけないことだと考えます。軍の保全の都合とか基地保全の関係とか言われておりますが、もうそういうことを言わす時点じやないと思います。そういう意味を含めてこれまで折衝してこられた経過と、今後早急に開放出来るような交渉をぜひやつてもらいたいということを含めてお答え願いたいと思います。


　　次に３点目の自衛隊の配備と土地の契約について、この土地と申し上げますのはここでは那覇市の市有地の契約についてであります。ご承知のように２月１６日の中村陸上幕僚長の来県をはじめ自衛隊幹部の往来が急速に激しくなってまいりました。特に中村陸上幕僚長と同行した桑江一佐は沖繩に配備される第１混成師団の司令官となり、３月１日に熊本で部隊を編成して５月１５日に沖繩へ乗り込むことになっています。このように佐藤内閣自民党はニクソンとのとり決めを実行するために県民の意思を踏みにじり、米軍基地を引き続き確保して自衛隊を配備するということの計画を実行に移しつつあります。土地賃貸料の問題にいたしましても平均6.8倍とかいろいろいわれておりますが、実質的には３倍そこいらじやないかというふうにいわれております。２、３日前の新聞にもありましたように美里村の知花あたりでは話にならないような地料というふうなことで、不満を表明し契約拒否の運動が高まっているということも出ております。そこでわが那覇市においてもこのような佐藤内閣と自民党の不当な土地強奪に反対して断固契約拒否して、軍用地開放を要求してインドシナ人民に対するアメリカの野蛮な侵略戦争を許さず基地撤去、米軍撤退、自衛隊の沖繩配備に反対して県民とともに戦いそのために地域に無数の地主会をつくつて、財産と権利を守り軍用地地主連合会に結集させ、そして労働組合など民主団体と固く団結し本土国民と統一して戦いを大きく発展させなければいけないと考えますが、これに対する市長のお考えをお聞きしたいし、さらにわが那覇市の市有地であります軍用地の面積が23,678.90坪、筆数にして８４筆ございますが以上申し上げたような理由からこれを契約なさるおつもりかどうかという点についてお伺いいたし、答弁によつては自席からご質問を少し続けたいと存じます。よろしくお願いいたします。






○　第一助役（稲嶺成珍君）


　　ご質問の道路要請につきましては第二助役から答えてもらいます。


　　２番目にご質問の自衛隊配備と土地契約についてでありますが、市長の自衛隊に対する考え方は憲法第９条に規定されております戦争の放棄の条項に違反するということであります。ですから自衛隊の沖繩配備に対しましては市長は強い反対の姿勢をとつております。従いまして市有地を自衛隊の用に供するための土地契約は絶対に応じないと思います。さらにまた今ご質問の中にもありましたとおり、那覇市の面積の３分の１が軍用地に取られまして、軍用地として契約するどころか公用地も得られないような状態でございますので契約に応じないのはもちろん、さらに強い姿勢で軍用地の開放を続けていかなければならないと思つております。けつして市としては市有地を契約するつもりはございません。以上でございます。






○　第二助役（前田武行君）


　　道路行政についてご質問に答えさせていただきます。３号線の開放につきましてはわれわれは市長とともに、就任以来この開放を要求してきましてたびたび弁務官、民政官にもお会いして折衝をいたしたのであります。最終的には文書でもつて提出するようにということになりまして、文書をもつて提出したわけでございますがその回答としてきたのが、ご質問の中にもありましたように基地の保全上どうしても出来ないんだ、という回答でありました。しかしわれわれとしてはただそこをパツシングするだけでもいいから交通緩和のため通させてくれという要求をしてまいりましたけれども、しかしそれだけではいかないんだということで３号線以西ですか、これも開放しなければならないと思います。復帰が近づきますと空港が何か民に返還されるという印象を強く与えておるようでありますが、しかしこれは空港が民に返還されたんじやなくして自衛隊使用となりますと、われわれはそこが本当に民間空港として使えなくなり３号線以西は必要がないんであります。これは自衛隊か何かが必要とするようなことがあつたにしても民間空港としてはそんな広範な土地は要らない、そこで東側はやはり開放すべきだとこういう立場に立つてきたので、３号線の単なる開放という問題は薄れた気がいたします。われわれとしては３号線はもちろんのことそれから以東については少なくとも開放すべきだというような考え方をもつております。そうしますとバイパスの通りであります那覇大橋が７号線とちようどＴの字になつております。このＴの字になつているのを交通緩和するためには、やはり延ばしまして、３号線に結ぶか、さらにやはり７号線に結んでいくかこのいずれか、やはりＴの字になつておるところを十字路に結ばなければならない、開放されれば現状としては１号線に結ぶのが非常に経費が安くなろうかと思いますけれども、土地の高低問題その他ありますがどうしても何らかの形でもつて結ばなければならないと考えております。いずれにしましてもこの３号線から以東については住民とともにこの開放運動によつてわれわれの手にとり返していく、ただ日本政府に返えつたんじやなくしてわれわれの那覇市の管理行政の中に入るような地域にしていきたい、これは先ほど第一助役からご説明のありました自衛隊の配備に反対するという点からもこれは勝ち取らなければいけないんじやないかとこのように考えております。






○　人民（国吉辰雄君）


　　最初３号線以西と申し上げましたが以東が正しいと思います。全地域住民の２０年近い要求でございますのでわたくしたち議会ももちろんのこと当局とも提携してぜひこれを勝ち取りたいと考えております。与儀のガソリンタンクを撤去させたすばらしい戦いの成果の教訓を学び、そして原子力潜水艦を那覇港から追つぱらつた貴重な戦いの教訓ももつております。これはやはり最初申し上げましたように全民主勢力の力を結集して戦えば必ず勝利できるもんだとこう考えますのでともに奮闘したいと思いますし、軍用地としての市有地の契約につきましても那覇市がそういうことを明確に出してもらえば３万、４万を数える軍用地主からもきつとそういう正しい立場に立つて処理されていく上で非常な指針となり、正しい政治革新の市政の正しいあり方が導きとなつて沖繩の本当の平和、日本の平和、アジアの平和を勝ちとる一つの基礎になつていくもんだと思います。これからもますます統一と団結を強化して戦いを発展させていきたい、ともにがんばることを決意いたしまして質問を終わります。






○　玉城栄一君


　　通告申し上げました５点についてご質問申し上げたいんですが時間が遅くなつておりますので３点のみを簡単にお伺いしたいと思います。まず第１点の児童手当につきましてはわが那覇市におきましても昨年より実施を見、当市の財政状況から小額で不満足ではありますけれども児童の健全育成のための福祉制度の実現をみて市民に非常に喜ばれております。従つて、当初予定していた支給該当児童数と現在の支給情況はどのようになつてるのか。次に５月１５日の本土復帰後は国で実施する児童手当法に基いて第三子より3,000円の新しい児童手当が実施されますがそれに対する那覇市としての準備態勢はどのようになつてるかその情況を伺いたいと思います。去る６月の議会におきましてこのための４名定員増がなされましたがまだ１名しか増員されてないということを伺つておりますが果たしてそういう体制でいいのかどうか。復帰後行われる児童手当につきまして大体その実施はいつ頃になるのか、同時にその児童手当の支給該当児童数について那覇市はどのようにみておられるのかお伺いしたいと思います。と同時に現在那覇市で実施しております児童手当はどういうふうになつてるのかその点につきましてもお伺いしたいと思います。２番目に老人医療の無料化についてでございますが、老人問題は７０年代において克服しなければならない重要な政治課題だといわれております。老人を取り巻く社会環境はいよいよ厳しいものがありますけれども当局といたしましてはこの老人の医療費の無料化についてどのようにご計画あるいはお考えになつておるかお伺いいたします。３番目に福祉事務所の準備態勢についてでございますが、復帰後福祉事務が市のほうに移管されるわけでございますけれども、その準備が十分なされなくて生活保護該当者に非常にご迷惑をおかけするようなことになつては大へんなことになると思いますけれども、その点についての準備態制はどうなつてるのか、以上３点をお伺いします。






○　経済民生部長（備瀬政太郎君）


　　はじめに那覇市の児童手当の支給状況でございますが７１年度には６２８名予想いたしました。これに対しまして１,５１６名の支給をみております。また、７２年度におきましては６８５名を想定いたしましたが２月現在で、累計２６５９、頭数で１,２２８名でその数は次第に増加の一途をたどつております。これも日頃の広報活動による結果だと見ております。それから全国一律に実施をみる児童手当制度の施行準備についてでございますが、これにつきましては係の設置と職員の配置でございますが、先程もお話しがございましたように４人の配置が予定されておりますが、現在主査が１人配置になつており残りにつきましては４月早々に配置になるということでございます。２番目の準備業務といたしましては他部課との関連性のある業務点検がありますがこれにつきましては児童手当受給者の状況調査ですが、これは鹿児島におきまして那覇市よりもはるかに多い１２３,０００世帯という中から抽出調査をやつたわけでございますがこれに２ヵ月要しております。そういうことで那覇市でも４月から実施すれば結構間に合う業務であると判断しております。その抽出を得たものの所得状況の調査でございますがこれも鹿児島において１５日間要しております。その後に続く業務といたしましては受給者の口座振り込み制度との関係もありますがこれも現在那覇市におきましては金融機関の設置をみております。そのようなことで、全体的な作業といたしましては５月１５日の復帰時点で支給するのをその時期が７月になりますので４月から実施準備に入りまして７月の第１回目の支給時期には結構事務は間に合うものと判断しております。それから支給の該当者でございますがこれは厚生省が一応予算の設定をみるために推計いたしております。その推計人員を８,０００と踏んでおります。児童手当制度は第１年次で５才未満、第２年次で１０才未満、第３年次で１０才以上ということで支給対象者の拡大がはかられますが３年内で完全支給に到るという経過をたどるようになつております。そういうことで予算編成におきましては厚生省の推計人員でもつて予算の計上をいたしております。次に、老人医療費の無料化についてでございますが、これにつきましては本土におきましては国民健康保険制度、それから沖繩における医療保険制度に相当する政府管掌健康保険制度あるいは共済会組合等すべて医療保健制度が整備されております。この基本的な医療保健制度の中において、特に国民健康保険制度の７割給付の残り３割の自己負担分について各県と市が現在まで独自にタイアツプいたしまして老人医療の無料化を推進して来たわけでございます。そういうことでその実施都市が随分多くなり政府もこの４７年度において全国一律に来年の１月１日から老人の医療費無料化についての特別措置を決定し、そして１月５日に大蔵省の内示を見たわけでございます。そのようなことで当市におきましても国民健康保険制度を１０月１日に施行するということで準備室でただいま毎日この準備作業にとり組んでおります。そういうことでその根底になる国民健康保険制度の実施をみなければ老人医療費の無料化については実現し得ないわけでございます。具体的に申し上げれば、老人医療費については一部補助をするということも考えられるわけでございますが老人医療費については大へんその額が高いわけで国民健康保険制度の実施を見ない現時点においてそれの一部補助をするといつても到底老人は医療費の相当額を負担することは不可能でございます。そういうことで保険制度とのタイアツプをしなければこれが実施をみることは出来ないということでこの国民健康保険制度の１０月１日を土台にいたしまして、全国一律に政府のほうでこのたび特別制度の施行を考え予算措置を講じましたので、それに乗りまして来年の１月１日から全国と同じように歩調を合わせて実施したいと考えております。次に福祉事務の準備についてでございますが福祉事務は社会福祉事業法の第１３条の規定によつて、都道府県が、特に１０万以上の市につきましてはそれを設置しなければならないという規定に基きまして琉球政府とその移管事務の計画案をつくり、そして７１年の７月に経済民生部にその福祉事務所の準備室を設けて３課７係の機構を考え職員を配置したわけでございます。そして職員の受入態勢を整えるために、まず政府の福祉事務の資格を取得せしめるために講習を受けさせ、そして資格を得た段階で５月１５日の時点に齟齬のないようにケースワーカーを中心といたしまして４月３０日まで研修いたしております。課長、係長の人事の配置はすでに終つております。残りの職員につきましても４月時点で配置を終り、そして５月１５日にはこれら琉球政府で行つておりました業務を支障のないように受けつぐということでただいまそのケースワーカーを中心とした職員の実習をやつてる段階でございます。５月１５日にすぐ事務を引き継ぐわけでございますが、その時点では琉球政府におきましては５月の生活保護の措置につきましては琉球政府のほうで決定を見、唯支給を那覇市で行わせるということで事務引きつぎも万端打ち合わせは整つております。そういうことで復帰の時点では支障のない事務引き継ぎがなし得ると判断しております。






○　玉城栄一君


　　福祉関係生活保護の関係ですが、これは那覇市におきましても該当生活保護世帯がおよそ2,000世帯近くあるんではないかと思いますが、そういう方が準備態勢がスムーズにいかないためにもしも支給が遅れるということになりますと大へんなことになりますので、特に国民健康保険が１０月１日から実施されるとそれとの関連で生活保護の中の医療扶助こういつたものと密接な関連が出て来ると思いますので決してご迷惑のかからないような態勢が整えられてゆくよう要望して質問を終ります。






○　久高友敏君


　　本員はかねて通告書にもあつたとおり質問をする予定でありましたが、しかしご承知のように朝から議案でもない問題を議会でもてあそんだためにこのように晩おそくなつたので、本員はやむを得ずこの質問は一応控えましたが、しかし那覇市の議会において議案でもないものを朝から同じことを繰り返して、しかもきようの日程では一般質問する日程も変更しないままに急に動議を出して議会を混乱させるのは那覇市議会の権威にかかわると思います。私が質問する前に議会は流会してしまいましたが、特に当局の方々には申しわけないと思いますが一応きようはこれで見合わせますが、今後このようなことのないように、われわれは当然勉強もし、このようなことがないように議長のほうで取り計らつていただきたい。以上要望を申し上げます。






○　副議長（仲本安一君）


　　本日の日程は全部終了いたしました。これにて散会いたします。来る３０日会議を開きます。おそくまでごくろうさまでした。


（午後１１時７分　散会）







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








　　上会議録を調整し署名する。


　　　　１９７２年３月２９日






議長　　　　辺野喜英興　　　　㊞






副議長　　　仲本安一　　　　　㊞






署名議員　　喜舎場盛一　　　　㊞






署名議員　　仲村正治　　　　　㊞






署名議員　　上原綱正　　　　　㊞
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　　３番　　瀬長フミ君　　　　　　１７番　　又吉久正君


　　４番　　辺野喜英興君　　　　　１８番　　仲本安一君


　　５番　　喜舎場盛一君　　　　　１９番　　金城吾郎君


　　６番　　仲村正治君　　　　　　２０番　　黒潮隆君


　　７番　　　　欠員　　　　　　　２１番　　久高友敏君


　　８番　　上原綱正君　　　　　　２３番　　宮城武君


　　９番　　金城甚松君　　　　　　２４番　　真栄城嘉園君


　１０番　　島袋宗康君　　　　　　２５番　　比嘉佑直君


　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　２７番　　玉城栄一君


　１２番　　　　欠員　　　　　　　２８番　　　　欠員


　１４番　　宮里敏慶君　　　　　　２９番　　椿秀義君


　１５番　　金城重正君　　　　　　３０番　　大浜長弘君






○　欠席議員（４名）






　　１番(社大)国吉辰雄君　　　　１３番　　平良信一君


　２２番　　喜久山朝重君　　　　　２６番　　安見福寿君






○　説明のため出席した者






　　　市長　　　　　　　　平良良松君


　　　第一助役　　　　　　稲嶺成珍君


　　　第二助役　　　　　　前田武行君


　　　収入役　　　　　　　呉屋永得君


　　　総務部長　　　　　　親泊康晴君


　　　企画部長　　　　　　平良清安君


　　　財政部長　　　　　　伊波静男君


　　　経済民生部長　　　　備瀬政太郎君


　　　保健衛生部長　　　　内間武義君


　　　建設部長　　　　　　水間平君


　　　土木部長　　　　　　内間安春君


　　　消防長　　　　　　　具志清一君


　　　水道局長　　　　　　佐久川寛貞君


　　　秘書課長　　　　　　岸本安神君


　　　総務課長　　　　　　石川源三君


　　　人事課長　　　　　　宮平洋君


　　　事務管理課長　　　　楚南兼秀君


　　　企画課長　　　　　　外間政彰君


　　　財政課長　　　　　　上原繁栄君


　　　用度管財課長　　　　宮城信君


　　　商工観光課長　　　　与古田永盛君


　　　農林水産課長　　　　上原義広君


　　　泊港務所長　　　　　高嶺朝恭君


　　　民生課長　　　　　　真玉橋正勝君


　　　保健衛生課長　　　　新垣弘君


　　　清掃課長　　　　　　篠原英一君


　　　建設庶務課長　　　　照屋建勇君


　　　都市計画課長　　　　嘉手納是敏君


　　　建築課長　　　　　　金城幸男君


　　　住宅課長　　　　　　知念盛信君


　　　区画整理課長　　　　上原武信君


　　　土木課長　　　　　　宮城光徳君


　　　下水道建設課長　　　稲福英男君


　　　港湾課長　　　　　　上原一男君


　　　消防次長　　　　　　西原太郎君


　　　消防総務課長　　　　比嘉稚由君


　　　水道局総務課長　　　嘉数清孚君


　　　教育長　　　　　　　赤嶺貞義君


　　　教育次長　　　　　　前城仁幹君


　　　総務課長　　　　　　浦崎直信君







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　事務局出席者


　　　局長　　　　　　　　義永栄善君


　　　庶務課長　　　　　　玉城三郎君


　　　議事課長　　　　　　新垣襄二君


　　　議事係長　　　　　　亀島美一君


　　　調査係長　　　　　　永山盛広君






　　　記録係長　　　　　　山城正信君


　　　主事　　　　　　　　徳村政保君


　　　主事　　　　　　　　上原洋子君


　　　主事　　　　　　　　山川恵美子君







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年第１３９回那覇市議会（定例会）議事日程第３号





１９７２年３月３０日（木曜）午前１０時開議








第１　会議録署名議員の指名


第２　議案第　９号　　　那覇市公告式条例等の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）


　　　議案第１０号　　　那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定について　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）


　　　議案第１２号　　　那覇市消防団の設置等に関する条例制定について　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）


第３　議案第１１号　　　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　（建設委員長審査報告）


　　　議案第１３号　　　工事請負契約について　　　（建設委員長審査報告）


　　　議案第１４号　　　那覇市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）


　　　議案第１５号　　　那覇都市計画事業寄宮区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例制定について　（建設委員長審査報告）


第４　認定第　７号　　　１９７１年度那覇市歳入歳出決算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）


第５　認定第　８号　　　１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）


　　　認定第　９号　　　１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出決算　　　　　　　（建設委員長審査報告）


　　　認定第１０号　　　１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出決算　　　　　　　（建設委員長審査報告）


　　　認定第１１号　　　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）


　　　議案第１２１号　　１９７１年度那覇市水道事業会計の決算について　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）


第６　認定第　６号　　　１９７１年度那覇教育区歳入歳出決算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）


第７　陳情第４７号　　　沖繩水産高等学校の安謝埋立地への移転に関する陳情　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）


第８　陳情第３３号　　　若松公設市場第二期工事に伴う仮設市場に対する補償請求について　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）


　　　陳情第４９号　　　真和志公設市場使用料減免継続について陳情　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）


　　　陳情第３５号　　　那覇商業高校周辺の保安燈、街燈設置並びに横断橋架設について　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）


　　　陳情第５６号の２　那覇商業高等学校周辺の保安燈、街燈設置並びに陸橋架設について（陳情）　　（経済民生教育委員長審査報告）


　　　陳情第５４号　　　那覇商業高校周辺の国県市有地を開放し那覇商業高校、高校の教育のために使用させる陳情　　（経済民生教育委員長審査報告）


　　　陳情第５３号　　　那覇商業高等学校周辺の国県市有地を開放し、那覇商業高等学校教育の充実のために使用させる陳情　　（経済民生教育委員長審査報告）


　　　陳情第　９号　　　汚物取扱手数料の３６０円予算計上方の確保について　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）


第９　継続審査の申出について


追加第１、安謝新港背後地の処分について緊急質問　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金城重正議員提出）







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　会議に付した事件


　　（議事日程に同じ）
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１９７２年３月２８日　　　




那覇市議会議長


　辺野喜英興殿







総務常任委員長　　　　　





黒潮隆　　　









委員会審査報告書




本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。







	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第９号
			那覇市公告式条例等の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			〃
第１０号
			那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			〃
第１２号
			那覇市消防団の設置等に関する条例制定について
			〃
	

	
			認定
第７号
			１９７１年度那覇市歳入歳出決算
			認定
	

















～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年３月２８日　　　








　那覇市議会議長


　　辺野喜英興殿







建設常任委員長　　　　　





比嘉佑直　　　









委員会審査報告書




　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。







記









	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第１１号
			那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			〃
第１３号
			工事請負契約について
			同意
	

	
			〃
第１４号
			那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について
			原案可決
	

	
			〃
第１５号
			那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例制定について
			〃
	

	
			認定
第８号
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算
			認定
	









	
			認定
第９号
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出決算
			認定
	

	
			〃
第１０号
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出決算
			〃
	

	
			〃
第１１号
			１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算
			〃
	

	
			議案
第１２１号
			１９７１年度那覇市水道事業会計の決算について
			原案可決
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１９７２年３月２８日　　　








　那覇市議会議長


　　辺野喜英興殿







経済民生教育常任委員長　　　　　　　　　　





大浜長弘　　　　　　　　　　　　









委員会審査報告書








　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。







記













	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			認定
第６号
			１９７１年度那覇教育区歳入歳出決算
			認定
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１９７２年３月２８日　　　








　那覇市議会議長


　　辺野喜英興殿







総務常任委員長





黒潮隆　　　　　









陳情審査報告書








　本委員会に付託の陳情を審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１３７条第１項の規定により報告します。







記













	
			受理番号
			件名
			審査の結果
			措置
	

	
			陳情
第４７号
			沖繩水産高等学校の安謝埋立地への移転に関する陳情
			採択すべきものと決定
			市長において措置することを適当と認む
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１９７２年３月２８日　　　








　那覇市議会議長


　　辺野喜英興殿







経済民生教育常任委員長　　　　





大浜長弘　　　　　









陳情審査報告書




　本委員会に付託の陳情を審査の結果、下記のとおり決定したから、会議規則第１３７条第１項の規定により報告します。







記









	
			受理番号
			件名
			審査結果
			措置
	

	
			陳情第３３号
			若松公設市場第二期工事に伴う仮設市場に対する補償請求について
			不採択とすべきものと決定
			
	

	
			〃第４９号
			真和志公設市場使用料減免継続について陳情
			〃
			
	

	
			〃第３５号
			那覇商業高校周辺の保安燈、街燈設置並びに横断橋架設について
			採択すべきものと決定
			市長において措置することを適当と認む
	

	
			〃第５６号の２
			那覇商業高等学校周辺の保安燈、街燈設置並びに陸橋架設について（陳情）
			〃
			〃
	









	
			受理番号
			件名
			審査結果
			措置
	

	
			陳情
第５４号
			那覇商業高校周辺の国県市有地を開放し、那覇商業高校、高校の教育のため使用させる陳情
			採択すべきものと決定
			市長において措置することを適当と認む
	

	
			〃
第５３号
			那覇商業高等学校周辺の国県市有地を開放し、那覇商業高等学校教育の充実のために使用させる陳情
			〃
			〃
	

	
			〃
第　９号
			汚物取扱手数料の３６０円予算計上方の確保について
			〃
			〃
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１９７２年３月２８日　　　








　那覇市議会議長


　　辺野喜英興殿







総務常任委員長　　　　　





黒潮隆　　　









閉会中継続審査申出書




　本委員会は審査中の事件について、下記より閉会中もなお継続審査を要するものと決定したから、会議規則第１０２条の規定により申し出ます。







記




１．事件


　(1)　陳情第４３号　安里八幡宮再建のための敷地の返還について（陳情）


　(2)　陳情第５４号　那覇下水道処理場敷地の代替地割当についての陳情


　(3)　陳情第５９号　泊港を離島航路並びに内航船舶の占用港としての指定方について陳情


　(4)　陳情第２５号　泊港の漁港としての開放要請について


　(5)　陳情第　２号　漁船員養成事業費助成について陳情


　(6)　陳情第　４号　那覇琉米文化会館の建造物の譲り受けについて（お願い）


　(7)　陳情第１０号　建物に対する課税免除方について


　(8)　陳情第１１号　市有地（安謝埋立地）との交換について


　(9)　陳情第１３号　政府道７号線拡張工事に伴う用地買収について（陳情）


　(10) 陳情第１５号　沖宮境内地返還に関する陳情


２．理由


　　上記１０件については、なお慎重審査をする必要がある。
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１９７２年３月２８日　　　








　那覇市議会議長


　　辺野喜英興殿







建設常任委員長　　　　　





比嘉佑直　　　









閉会中継続審査申出書








　本委員会は審査中の事件について、下記により閉会中もなお継続審査を要するものと決定したから、会議規則第１０２条の規定により申し出ます。







記








１．事件


　(1)　陳情第１１号　琉生住宅小禄団地に対する水道施設の敷設について


　(2)　陳情第１５号　崎山団地から琉大女子寮東側に通ずる道路開設方について


　(3)　陳情第１７号　那覇高校裏（西側）排水溝並びに通路の整備方について


　(4)　陳情第１８号　末吉町風致地区指定解除についての陳情


　(5)　陳情第２２号　那覇市牧志第二公設市場発展促進に関する陳情


　(6)　陳情第２５号　天久地内道路の封鎖解除について


　(7)　陳情第２８号　古波蔵地内のアスフアルト舗装について


　(8)　陳情第３１号　認定道路の補強工事並びにその整備方について


　(9)　陳情第３９号　非細分地料の一部を区画整理事業の工事費に充当還付することについて


　(10) 陳情第４３号　繁多川、識名、上間三地域の簡易水道還元補助について


　(11) 陳情第４６号　識名地内の簡易水道に関する陳情


　(12) 陳情第６９号　鏡原町内における道路の新設方について（陳情）


　(13) 陳情第３４号　寄宮地域土地区画整理事業の促進方について


　(14) 陳情第５１号　市認定道路の廃止方について


　(15) 陳情第５５号　浮島通りの一方通行規制に伴なう歩道設置に関する陳情


　(16) 陳情第５７号　真嘉比川（マカンジヤーラ）板橋補強について陳情


　(17) 陳情第５８号　真嘉比前原一帯から真嘉比西原に通ずる公共排水路の整理に伴なう学童の通学専用道路設置に関する陳情


　(18) 請願第　１号　松川地内排水施設の整備について（請願）


　(19) 陳情第６１号　壺屋小学校横道路コンクリート舗装について


　(20) 陳情第６２号　鏡原町２丁目の道路貫通工事及び道路整備について


　(21) 陳情第６３号　市道路認定並びに同道路線の整備方について


　(22) 陳情第　３号　赤平町内道路の舗装と側溝の整備に関する陳情


　(23) 陳情第　６号　なかよし橋歩道橋設置について






２．理由


　　上記２３件については、なお慎重に審査をする必要がある。







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









１９７２年３月２８日　　　








　那覇市議会議長


　　辺野喜英興殿







経済民生教育常任委員長　　　　　





大浜長弘　　　　　　









閉会中継続審査申出書








　本委員会は、審査中の事件について下記により閉会中もなお継続審査を要するものと決定したから、会議規則第１０２条の規定により申し出ます。







記








１．事件


　(1)　陳情第２４号　牧志公設市場政策について陳情


　(2)　陳情第２２号　那覇市牧志第二公設市場発展促進に関する陳情


　(3)　陳情第４２号　牧志公設西市場敷地返還請求に関する陳情


　(4)　陳情第２３号　牧志公設西市場敷地返還請求に関する再陳情


　(5)　陳情第２８号　牧志西公設市場問題について


　(6)　陳情第４０号　牧志西公設市場敷地の明渡しについて


　(7)　陳情第１９号　八軒食堂の家屋所有権返還について


　(8)　陳情第　７号　開南交番から平和橋に至る新設道路のでき上つている車道の部分の仮設市場の建物撤去に対する陳情


　(9)　陳情第５２号　准看護学院新設並びに臨床検査癌センター設備費に関する援助金交付について（陳情）


　(10) 陳情第　１号　那覇准看護学院設立に伴なう校舎建築並びに設備費補助金交付方陳情


　(11) 陳情第　５号　中小企業指導事業分担金交付方申請の件


　(12) 陳情第　７号　私立保育所に対する運営費の助成について


　(13) 陳情第　８号　補助金の交付方要請について


　(14) 陳情第１２号　与儀小学校の学校分離に必要な校地確保方陳情について


　(15) 陳情第１４号　待遇改善に関する陳情


　(16) 陳情第１６号　上間地域農道新設についての陳情






２．理由


　　上記１６件については、なお慎重に審査をする必要がある。







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　これより本日の会議を開きます。


　　休憩いたします。


（午前１０時５０分　休憩）


（午前１０時５３分　再開）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。この際、諸般の報告をいたします。３月２８日付、各常任委員長から会議規則第１０１条の規定により「委員会審査報告書」および同規則第１３７条第１項の規定により「陳情審査報告書」並びに同規則第１０２条の規定により「閉会中継続審査申出書」が提出されておりました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、金城甚松君、島袋宗康君、を指名いたします。







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩します。


（午前１０時５４分　休憩）


（午前１１時０２分　再開）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。日程第２、議案第９号、那覇市公告式条例等の一部を改正する条例制定について。議案第１０号、那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定について。議案第１２号、那覇市消防団の設置等に関する条例制定について。までの事件を一括議題とし、総務委員長の審査報告を求めます。


　　　　　（「議長、議長」「議長、私が先なんですよ」「ところが私のほうが許可されているんですよ」という者あり）






○　黒潮隆君


　　私は取り消してないでしよう。






○　議長（辺野喜英興君）


　　一応取り消します。１５番。


　　　　　（「これは議題になつておりますよ」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩します。


（午前１１時０３分　休憩）


（午前１１時０４分　再開）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。１５番。






○　金城重正君


　　３月の２７日の本会議の一般質問におきまして、フオーク業者の土地割当につきまして５番議員から質問がなされました。その質問の中から、また答弁の中から、さらに私ども新政会の調査の結論によりまして、市当局の行政が一部の人の利得のために行なわれているふしがたくさんあるわけでございます。そういう意味でこれをたださなければならない。当局の答弁の中からしても実につじつまがあわない。最初と結論とつじつまがあわない問題がたくさん出てきている。さらに本員が調べたところ、この２人の業者がフオーク業者でも何でもない。さらに１人に到つてはまだ学生である。その学生が職業もなし、妻子もなし、所得もない。そういうようなことで私ども新政会としては当局の真意をたださなければならない。こういうふうな理由で緊急質問をいたしたいと思います。議題にあげていただきますことをお願いします。


　　　　　　　　　　（「議長、議長」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　題目は何ですか。






○　金城重正君


　　安謝新港背後地処分について。


　　　　　　　　　　（「議長、議長」という者あり）






○　久高友敏君


　　この問題は重要だと思いますけれども、しかしながら私たちがこれは日程変更であるのか、緊急質問であるかということがまだはつきりしないのでしばらくこれを検討するために休憩をしていただきたい。動議を提出します。


　　　　　　　（「日程変更の動議ですよ」という者あり）


　　　　　　　（「議長、休憩動議らしいですよ」「休憩してください」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩します。


（午前１１時０７分　休憩）


（午前１１時２５分　再開）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。ただいま金城重正君から安謝新港背後地の処分についての緊急質問を許されたい、という動議が提出されておりましたが、所定の賛成者がいますので動議は成立いたしております。この際動議を日程に追加し、議題とすることにご異議ありませんか。


　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本動議を日程に追加し、議題とすることに決定いたしました。後刻議題といたすことにいたします。






○　議長（辺野喜英興君）


　　では総務委員長の審査報告を求めます。






○　総務委員長（黒潮隆君）


　　議案第９号、「那覇市公告式条例等の一部を改正する条例制定について」。議案第１０号、「那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定について」。議案第１２号、「那覇市消防団の設置に関する条例制定について」以上の３件については、一括して審査の経過と結果についてご報告申し上げます。まず、３件の提案理由を一括して申し上げますと、１９７２年５月１５日の本土復帰に備え、那覇市の現行条例を本土法令に適合するよう条例の整備を図るものであります。すなわち、本土復帰の時点から日本国の主権が全面的に及ぶため、これまで琉球立法院で制定された立法等の効力については、「沖繩の復帰に伴う特別措置に関する法律」（昭和４６年法律第１２９号）第８条の規定によつて沖繩の市町村の条例、規則、その他の規程で本土法令、および沖繩県条例、規則、その他の規程に抵触しないものについては、地方自治法の規定による市町村の条例、規則、その他の規程としての効力を有するものとされている。なお、使用料および手数料等に関してはドルから円への読み替え表示等改正すべき条例等については大蔵省の示す具体的な措置が打ち出された時点において条例改正案を提案する予定である。以上の当局説明を聴取し、若干の質疑を交わしたのでありますが、各委員当局説明を了承し、議案第９号、「那覇市公告式条例等の一部を改正する条例制定について」。議案第１０号、「那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定について」。議案第１２号、「那覇市消防団の設置等に関する条例制定について」は、それぞれ全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく、各位のご賛同をお願いいたします。






○　議長（辺野喜英興君）


　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。


　　　　　　　　　（「質疑討論なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第９号、那覇市公告式条例等の一部を改正する条例制定について。は委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。


　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　議案第１０号、那覇市監査委員に関する条例の全部を改正する条例制定について。は委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。


　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　議案第１２号、那覇市消防団の設置等に関する条例制定について。は委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。


　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　日程第３、議案第１１号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について。議案第１３号、工事請負契約について。議案第１４号、那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について。議案第１５号、那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例制定について。までの事件を一括議題とし、建設委員長の審査報告を求めます。






○　建設委員長（比嘉佑直君）


　　議案第１１号、「那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について」。議案第１３号、「工事請負契約について」。議案第１４号、「那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について」。議案第１５号、「那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例制定について」。以上４件を一括して、審査の経過および結果をご報告申し上げます。まず、議案第１１号、「那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について」は、第３期那覇市石嶺市営住宅（第１種、第２種）が３月末完成するので、それの設置および家賃額を定めるため、提案されております。家賃額については、第１種が４０平方メートルで２５ドル、第２種が３３平方メートルで１８ドルとなつており、家賃算定の基礎は、公営住宅施行規定によるとの説明であります。審査の主なものを申し上げますと、復帰後の料金換算については、特別措置による換算レートに従うとのことであります。なお、従来工事費に対する補助率は、第１種２分の１、第２種３分の２であるが、「沖繩の復帰に伴なう特別措置に関する法律」により、第１種３分の２、第２種４分の３にそれぞれ増額されるので、次年度以降建設分の家賃額は安くなるとのことであります。以上の審査の後、本件については、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。


　　次に、議案第１３号、「工事請負契約について」は、現在市内のごみ排出量は毎年増加の一途をたどり、現存処理施設では、処理できない状態になつているので、あと１基焼却炉を増設する計画をしていたところ、日本政府の補助額が確定したので、今回４０５,０００ドルで、合資会社岩谷商会と工事請負契約を締結すべく提案されております。審査の主なものを申し上げますと、随意契約の理由については、機種の選定に当つて、ごみ質、施設の維持管理の容易性、炉体の丈夫性、高度の炉温に耐える耐久性、建設費、高度の技術を要しないこと、必要人員の問題、公害上の問題等総合的に検討した結果、エバラ社のものを選定したため、同機種を取扱つている岩谷商会と随意契約したとのことであります。委員会は以上のほか、活発な質疑の後、本件については、同意すべきものと決定いたしました。


　　次に、議案第１４号、「那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について」および、議案第１５号、「那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例制定について」は関連するので、一括して審査されております。なお、本案の説明に入る前に、当局から、旧都市計画法に基づく耕地整理法を準用して行なう事業と、土地区画整理法に基づく事業の大まかな相違点について説明を聴取したのであります。それによりますと、旧法による土地区画整理事業は、土地所有権すなわち、地主を主体とした事業であるのに対し、区画整理法による事業は、土地所有権者と所有権以外の権利を有する者との両者が関係者となるため、所有権以外の権利が大幅に認められ、土地所有権同様、借地権が擁護されることになつているのが大きく変わつた点であり、また、事業の施行にあたつては、民主的に進められるよう土地区画整理審議会の制度があつて、その審議会の委員は、所有権者、または所有権以外の権利者、それぞれの数に応じて選出されることになつている。施行者は、関係者の利害に直接関係することを決める場合は、審議会の同意を得なければ事業を進めることができないことになつている点が旧法と異なるところであるとのことであります。


　　議案第１４号、「那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について」の概要としては、この施行条例は、土地区画整理法第５３条第２項の規定による必要事項を定めたものであり、第１章は、趣旨規定、事業の名称、事業の範囲、事務所の所在地を法第５３条第２項、第１号から４号まで規定したものである。第２章は、法に定めのある保留地処分金及び公共施設管理者負担金並びに政府補助金を除く費用の負担方法を定めたものである。第３章は、保留地の処分価格の決め方や、処分の方法を規定したものである。第４章は、土地区画整理審議会の委員の定数、及び選出方法等を規定したものである。第５章は、換地計画をする場合における、従前の宅地の地積の決定方法、及び所有権以外の権利の目的となる土地の地積の決定方法を規定したものである。第６章は、評価員の定数や、従前の宅地または換地の評価方法と、所有権以外の権利の評価方法について規定されている。第７章は、法第１１条の規定による清算金の算定、及び徴収交付等を規定したものである。第８章は、雑則として、権利の申告または届出の受理を停止する期間、及び地区内における建築物等の許可申請の方法等、その他必要事項を規定したものであるとの説明であります。また、議案第１５号、「那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程を廃止する条例制定について」は、土地区画整理法に基づく土地区画整理事業の共通施行条例の制定に伴ない、不要となるので廃止したいとのことであります。審査の主なるものを申し上げますと、これから行なわれる区画整理事業については、今回提案されている条例を適用して施行するとのことだが、現在施行中の小禄、山下地区については、経過措置があるのかと質したところ、土地区画整理法施行法第４条により、旧法で施行した区画整理事業は、新法の施行後においてもなおその効力を有するとあり、また、沖繩の復帰に伴なう特別措置に関する法律第１４７条２項により、５ヵ年間は効力があり、小禄、山下地区については、あと２ヵ年で事業が完了する予定であるので、問題はないとのことであります。また土地区画整理法第５３条第２項の規定により、条例制定後、事業認可を受けるとのことだが、寄宮地区の変更認可の申請は何日を予定しているのかということについては、４月２４日に申請する準備を進めており、認可になるのが、５月５日を予定しているので復帰前に認可の告示ができるものと思う。とのことであります。委員会は以上の審査の後、結論として議案第１４号及び議案第１５号については、それぞれ全会一致可決すべきものと決定いたしました。






○　議長（辺野喜英興君）


　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○　金城重正君


　　議案第１３号工事請負契約について委員長にご質問いたしたいと思います。当然焼却炉は昨今のごみ事情等から考えますと世の中の発展に従いましてどんどんごみが出てくる。東京あたりではもはやごみ戦争ということになつております。そこで本員が所属する経済民生教育委員会の中で今後のごみに対する対策は如何ようにやるかということについて当局に尋ねました。その中で近いうちに焼却炉を一基つくらなくちやならない、またやります、ということをおつしやつております。私はけつこうなことだとは思いますが、この焼却炉の設置場所、そこは当局の委員会での説明によりますと、あと数カ月しかそこで処理するスペースがないんだ、と、そこで今後の那覇市のごみ処理を如何にやつていくかについては、非常に緊急な課題であり、かつまた隣接市町村との話し合いをもつて何らかの方策を考えなければならない。すなわち現在設置されてる場所はあと４、５ヵ月、すなわち今年の８月の末までには完全に埋つてしまう、さらにその下の土地のほうを取得するためにやつておりますけれども、なかなか土地代がかみ合わない、ということも承つておりますしまだその解決もできてないということであります。しかし、その下のほうの土地を取得してもあと６ヵ月しか、８月の末までしかそのスペースはないんだ、とはつきり当局は答弁しております。そういたしますと新しく焼却炉を４０万５,０００ドル費やしましてそこにつくつても、今後のこの焼却炉の運営については如何なる考え方をもつておられるのか、そのほかに先ほど申し上げましたように隣接市町村と一緒になつて今後のごみ処理場の問題を解決しなければならんということでありますけれども、その話し合いはどのようになつておるのか。そういうことを一応委員会でご討議なされたかどうかお尋ねいたします。






○　建設委員長（比嘉佑直君）


　　ただいまのご質問ですが委員会の中で聞れたものと聞れてないものがありますが、今後新たに入れる焼却炉の機械は今までの機械と違つて能率が高い、一日１６０トン処理できるが、しかしあとの８０トンは不燃物として残つていくがその土地を購入してやつたら１ヵ年はもつということでございます。隣接市町村との話し合いの件については別に委員会では出ておりません。設置場所もその側でやる、ということについては当局の答弁がありました。が隣接市町村との話し合いについては委員会ではやっておりません。






○　金城重正君


　　いま委員長の答弁にございましたように、現在の場所の下のほうを買つてもあと１ヵ年しかもたない。そこで当局は先ほど申し上げましたように早めにその手を打たなければならんし、少なくとも当初予算にはこれの裏づけをしまして見通しをつけたいというような答弁を委員会でやつておりますけれども、今後のごみ対策について敷地をどうするんだという見通しについてご討議がなされたかどうか、もしなされていなければ今後の市の計画、また次年度当初予算、今後の４月の臨時議会でそれを計上しなくちやあならんと思いますが、その見通しはどうなつているか。もし委員会で審議されていなければ当局から説明をしていただきたいと思います。






○　建設委員長（比嘉佑直君）


　　委員会では審議されておりません。






○　金城重正君


　　当局からお願いいたします。






○　保健衛生部長（内間武義君）


　　お答え申し上げます。ただいま１５番議員からご指摘いただきました点につきましては、非常に適切なきわめて大事な点で、経民委員会もその点非常に関心をおもちいただいておられる点でございますし、反面私どもとしましても非常に大事な点でございます。そういうことで簡潔にお答え申し上げたいと思うんですが、いまご指摘をいただきましたように３,１００坪の用地を拡張するといたしまして法面差引面積を７０％としまして、一日の埋立量を２００トンといたしますと９ヵ月みることができるということでございますが、そこでいま隣接５市村の中でもその問題が非常に緊急な問題となりまして、私ども事務段階でもこの問題を鋭意検討を進めいま事務段階でございますので公表はこれからでありますけれども、そういつたことで明らかに煮詰まつている段階ではございませんが、一応３点ほどにしぼつて検討を進めているわけでございます。そこで今後の見通しということでございますが、一応来たる新年度予算の中におよそですが７,０００坪ぐらいの用地を確保できるように、議員各位のご協力をお願いしたいということでいま予算を要求している段階でございます。以上でございます。






○　金城重正君


　　ただいまの部長の説明で了解をしたいと思いますが、この次年度予算に対する７,０００坪の用地確保、これは隣接市町村も一緒になつてやるということでございますか、それとも市独自の計画でございますか。






○　保健衛生部長（内間武義君）


　　市独自の計画でございます。






○　仲村正治君


　　議案第１１号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について、建設部長にお尋ねしたいと思います。この議案で今回、石嶺市営住宅が完成して第１種が４０平方メートル当たり２５ドル。第２種が３３平方メートル当たり１８ドルというふうに家賃が定められるようになつておるようでございますが、市が運営している同じ市営住宅の中で家賃が同じ１種、あるいは同じ２種でほとんど半分に近い家賃もあるわけでございます。さらに先ほどの建設委員長の審査報告の中には、来年復帰いたしますと国の援助が増額されるので家賃も下がるだろうというお話しでございました。そういうふうになりますと、今日まで建設された市営住宅、また来年から建設される市営住宅は、同じ市民でありながら、隣合わせの市営住宅に住んでおるのに、このような不平等の家賃を負担するということはたいへんおかしなことだと思います。その家賃の不平等性、これを是正することについて市当局はどのような考え方をもつているかということについて、審議がなされたかどうかお尋ねいたしたいと思います。






○　建設委員長（比嘉佑直君）


　　いまのご質問についての審議はなされておりません。しかし家賃が同じ１種でも、２種でも違うということに対しましては審議はされておりませんが、これは前の委員会で何回も言われております。土地の購入費とか、あるいは工事の経費で非常に違うわけでございますが、しかしいまの仲村議員のご質問は全然なされておりません。






○　仲村正治君


　　この問題につきましては、その時点時点においていろいろ土地の取得、それに付帯する工事の経費の変動ということはよくわかりますけれども、同じ市民でありながら、市の工事の経費とは別個の立場で家賃負担をするということは、今後考えていかなければならない問題だと思いますが、もしそういうことについてお話しがなされていなければ委員長から当局をしてこの計画があるかどうか、答弁をさせていただきたいと思います。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。ただいまのご質問は１７番議員から本会議において質問があつたこととも関連いたしますが、１階、２階、あるいは３階、４階との家賃の違いの問題、あるいはいま６番議員がおつしやるのは年度別に非常に差があるというようなことでございますが、この矛盾については私たちも同じように感じております。しかし家賃の算定そのものが法律によつて決められている関係上、現段階では予算化もしがたいというような状況でございます。それは年度毎にあるいは援助の比率の問題、そういつたようなもので住んでいる人が平等でないということについてはわれわれもそのように考えておりまして、機会あるたびに琉球政府のほうとも話しをしておりましたけれども、琉球政府といたしましても日本本土の基準によつてやらざるを得ないというのが実情であります。われわれ住宅行政をあずかつているものとしては、今後そのようなことについても積極的に研究していきたいとこのように考えております。






○　仲村正治君


　　当局のご答弁は、市営住宅の家賃の算定が法律によつて定められておるので、現段階ではどうしようもないけれども、そういう是正の方向に努力したいということでありますのでこれを了といたしまして、先ほど建設委員長のご報告の中に、この家賃を制定する市営住宅が３月末日に完成するんだという話しでございましたが、この議案を審議するに当たつて公営住宅が３月一ぱいに完成できるかどうか、このことについて審議がなされたかどうか建設委員長にお尋ねをいたしたいと思います。






○　建設委員長（比嘉佑直君）


　　これは審議されておりません。当局をして答弁させます。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。完成いたします。ただ手直し程度の工事が幾らか残るようなことがあるかも知れませんけれども、これは入居には別に差しつかえございません。






○　仲村正治君


　　きようは３月３０日でございますが、予定どおり引き継ぎができるということでございますか。工期もやはり３月３１日になつていたわけでございますか、間違いなく引き継ぎはできますか。






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩いたします。


（午前１１時５６分　休憩）


（午前１１時５７分　再開）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。建築に関しましては工期は３月２０日ということになつております。現在琉球政府などの検査を受けております。大丈夫引き継ぎはできるものと思います。造成工事は今月末までになつておりますが、先ほど申し上げましたように一部手直しなどが残るんじやあなかろうかと思います。






○　仲村正治君


　　工期は３月２０日までの予定が３月一ぱいに延びた、いろいろ最近の市の工事などが予定より遅れがちでありますけれども、そういう工事の遅れる原因がどこにあるか非常に不審に思うわけでございます。いろいろ業者の意見を聞いてみますとなかなか建築資金を支払つてくれないというふうな不平不満が聞かれております。いわゆる琉球政府も那覇市も“業者殺し”だというふうなことまでいわれておりますけれども、こういう市の工事金の支払いが順調になされているかどうか、この点についてお尋ねいたしたいと思います。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。公営住宅についての支払いは何ら遅れたことはございません。






○　議長（辺野喜英興君）


　　質疑を終結し討論に入ります。


　　　　　　　　　　（「討論なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　討論なしと認め採決に入ります。






○　議長（辺野喜英興君）


　　議案第１１号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について、委員長報告どおり原案を可決することにご異議ありませんか。


　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　議案第１３号、工事請負契約について、委員長報告どおり原案に同意することにご異議ありませんか。


　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　議案第１４号、那覇都市計画事業土地区画整理事業施行条例制定について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。


　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　議案第１５号、那覇都市計画事業寄宮地区土地区画整理事業施行規程等を廃止する条例制定について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。


　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　昼食のため休憩します。


（午後１２時０１分　休憩）


（午後　１時０７分　再開）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　議長（辺野喜英興君）


　　日程第４、認定第７号、１９７１年度那覇市歳入歳出決算についてを議題とし総務委員長の審査報告を求めます。






○　総務委員長（黒潮隆君）


　　認定第７号、「１９７１年度那覇市歳入歳出決算」について審査の経過と結果を報告いたします。本決算は２月１日より２月２１日までの２１日間にわたつて歳入歳出とも款をおつて慎重に審査を行ないました。なお決算の内容について申し上げますと、１９７１年度では議決予算額２３,３２６,６４９ドルに前年度からの継続費繰越額３,３８７,６９４ドルおよび前年度予算繰越額２３６,５７２ドル９３セントを合計して予算現額２６,９５０,９１５ドル９３セントとなつております。これに対し決算額は歳入２１,９０７,７３８ドル７４セントで８１.３％の収入率、歳出２１,０１７,５５８ドル５９セントで７８％の執行率で歳入歳出差引残額８９０,１８０ドル１５セントとなりますが、このうち４３７ドル２２セントを奨学基金に編入したのでこれを差し引き、８８９,７４２ドル９３セントを翌年度に繰り越しております。しかしこの繰越した剰余金のうちには継続費の翌年度繰越しに伴ないこれに充当すべき財源２４,９６５ドルおよび未執行事業の翌年度再計上に伴なう充当財源４５６,１８３ドルが含まれておりますのでこれを差引きますと１９７１年度決算における実質的剰余は４０８,５９４ドル９３セントとなります。さきに述べた歳入および歳出決算額の中には、前年度予算繰越額２３６,５７２ドル９３セントが含まれており、この分は１９７０年度および１９７１年度の両年度にまたがつて決算されております。次にこれを除いた１９７１年度決算内容について申し上げますと、まず１９７１年度決算を財源別と経費別に分類しますと、財源別では歳入２１,６７１,１６５ドル８１セントのうち、自己財源１３,０３４,２４６ドル５２セント、依存財源８,６３６,９１９ドル２９セントで構成比率は自己財源６０.２％、依存財源３９.８％で総予算に対し自己財源１００.７％、依存財源６２.７％の収入率となつております。経費別では歳出額２０,７８５,６３３ドル２６セントのうち







　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　構成比率　執行率


　人件費　　　　　　　　　　4,024,901ドル89セントで－ 19.4％　99.2％


　物件費およびその他経費　　1,013,205ドル82セントで－　4.8％　94.9％


　財産費　　　　　　　　　　　　1,420ドル62セントで　　　 －　75.3％


　公債費　　　　　　　　　　1,305,673ドル06セントで－　6.3％　99.3％


　営造物管理費　　　　　　　　206,164ドル81セントで－　1.0％　90.9％


　事業費　　　　　　　　　 11,614,807ドル06セントで－ 55.9％　66.6％


　教育費負担金　　　　　　　2,619,460ドル　　　　 で－ 12.6％　100％


　となつております。次に予算額に対して歳入の減となつたものおよび歳出の未執行分について理由を申し上げますと歳入では総予算額に対し５,０４３,１７７ドル１９セントの減でありますが、これは第１点として１９７１年度から１９７２年度までの継続事業である。公営住宅建設事業および新港建設事業が政府との調整に相当期間を費やし工事着工が遅れたことにより政府補助金１,９７５,７３２ドルおよび市債２０５,２００ドルが未収となつたものであります。第２点として、政府補助事業が政府との調整、実施計画の変更等で補助指令が遅れたこと、用地買収および物件補償が難航したため事業がはかどらず政府支出金９１８,４９８ドルが未収となつております。第３点として、起債事業についても公営住宅建設用地の買収がはかどらず一部事業が未執行となつたこと。さらに牧志公設市場建設用地の買収が難航し、工事着工が遅れたこと、識名納骨堂建設事業の融資認可が遅れたこと等々により市債６３３,７７５ドルが未収となつております。第４点として、一般財源では市町村交付税、土地売払代金および市場、住宅、保育所等の使用料で４７６,７３９ドルの実績による減。依存財源では公会堂の建設資金に充てるための寄附金７２,４８１ドルが実績減となつておりますが一方市税および雑収入では５１０,６９０ドルの増収となつております。以上申し上げた未収額のうち事業未執行のため未収となつたものについては、都市計画事業補助金１,０２４,１８９ドル、土木事業補助金４０,０００ドル、ごみ処理車購入補助金４,８００ドル、保育所建設費負担金３７,６９０ドル等の政府支出金１,１０６,６７９ドルおよび識名納骨堂建設事業債８７,３００ドルならびに都市計画事業費の充当財源として土地売払代金３２,０００ドル合計１,２２５,９７９ドルを翌年度において収入するよう１９７２年度予算に計上してあります。まず歳出では、５,９２８,７０９ドル７４セントが未執行となりましたが、この中には１９７１年度から１９７２年度までの継続事業である。新港建設事業、石嶺公営住宅建設事業、牧志公設市場建設事業の継続費逓次繰越額２,６４８,４４０ドルが含まれております。これを除いた３,２８０,２６９ドル７４セントの不用額について申し上げますと、消費的経費の節減によるもの－約１０７,１００ドル、工事請負費等の落札差額によるもの－約１,２００,７００ドル、事業未執行によるもの－約１,７３６,１００ドル、その他実績による減－約２３６,１００ドルとなつております。この不用額のうち未執行事業については、１,６８２,１６２ドルをあらためて１９７２年度予算に計上してあります。又、１９７１年度における予算繰越しは２８件で４６６,５０８ドル３７セントの繰越額となつておりますが、これは本庁舎１、２階冷房工事、那覇市史資料編、那覇市町界町名図、市民会館、パンフレツト等の印刷、消防ポンプ自動車購入、道路補修工事、道路改修工事およびこれに伴なう用地買収８件。橋梁新設改修工事４件、排水工事３件。泊安謝間埋立地内道路舗装工事、災害復旧工事１件。都市計画道路設計および物件補償３件。新港建設費２件。ごみ処理場職員厚生施設工事等が年度末になつてから事業着工したこと、その他種々の事情で年度内に完了できなかつたのであります。以上予算の執行結果について申し上げましたが、１９７０年度からの予算繰越分については繰越額２３６,５７２ドル９３セントのうち２３１,９２５ドル３３セントを執行し設計変更、その他の理由で４,６４７ドル６０セントの不用額が生じております。以上１９７１年度の決算総額を前年度と比較すると歳入では５,５０２,７５３ドル７７セントの増、歳出では５,１６０,７５２ドル８４セントの増で歳入３３.５％歳出３２.５％の伸びを示しており、執行率においても歳入６.８％歳出６％といずれも上昇しております。次に主なる質疑を申し上げますと、歳入第１款「市税」の収入未済額１,５５４,９２４ドル９６セントの生じた理由についてただしたところ当局説明は、収入未済額の大部分は滞納繰越額であり、５ヶ年間の滞納繰越が１,４２０,４１９ドル６０セント、さらに１２４,９３５ドル８０セントが不納欠損額となつている。その内訳は、時効完成によるもの７１,２５６ドル５２セント、更正減によるもの４６,０３５ドル７５セント滞納処分執行停止によるもの７,６４３ドル５３セントになつている。次に第３款「市町村交付税」中特別交付税の収入済額８９４,６４１ドルで１８３,３４１ドル増になつているが、逆に普通交付税は２９３,８５０ドル減になつている。その理由について質したところ増額になつたものは、特別交付税で琉球政府からの１８３,２５０ドル増になつたのと日政援助分である。さらに７１年度までは交付税の予算計上にあたつては前年度の実績による１３％～１４％ぐらいののびをみて、いわゆる当初予算では手さぐりの状態であつたが、しかし７２年度からは政府において一定の方式を決定することになつている。


　したがって７１年度においては交付税の算定の時期で計算ちがいがあつて、そのようなものを差引いて２９３,８５０ドルの減となつている。ということであります。次に第７款「使用料及び手数料」１項「使用料」４目、「市営住宅使用料」が当初予算で３９１,５７５ドル調定額３８０,２１５ドル３２セントで収入済額が３６９,６３４ドル３２セントになつているが、２１,９４０ドル６８セントの未収になつた理由についてただしたところ当局説明は新しくできた石嶺第２工事が３月に完成で４月から入居させる予定であったが工事の手なおし等があって、５月からしか入居できないために１ヶ月分の遅れによるものである。さらに決算後納入した額を差し引くと現在６,５２１ドル９３セントが未収入となっている。とのことであります。次に第８款「政府支出金」については、予算現額７,７６６,４６９ドル、収入済額４,６１８,４４１ドル０７セント予算現額に対する収入済額の減が３,１４８,０２７ドル９３セント収入率５９.５％となっているが、３,１４８,０２７ドル９３セントの未収になった理由について質したところ収入済額は、歳入総額の２１.１％を占め、予算現額に対する収入率は５９.５％で前年度（４１.３％）と比較し１８.２％の増加となっている。未収となった主なものについては、政府負担金では、児童福祉施設負担金のうち大道保育所建設費３６,９４７ドルについては、用地買収および政府との調整で設計が遅れ、年度末近くになつて補助指令を得たため年度内に完成できず未収になつたが、翌年度において収入するよう予算措置をした。次に児童保護措置費負担金４０,８１１ドル６０セントが政府財政の都合で一部未収となつたことと、新設保育所の開所が遅れたことおよび実績による減となつている。つぎに政府補助金の未収となつたものについては、消防施設補助金３,５５０ドルが消防ポンプ自動車購入費として予算繰り越に伴い、未収になつたが、翌年度において収入した。他に土木事業補助金４４,２２５ドルについては、工事個所の変更により補助指令が遅れたため工事着手ができず未収になつたが翌年度に再計上した。都市計画事業補助金９１７,７５１ドルについては安謝橋、政府道４１号線間の通路事業で工事計画の変更に伴ない用地買収、物件補償が一部未執行となり、さらに工事着手が遅れたため未収が生じた。松川ポンプ場、農業試験場間道路事業は、実施計画が遅れ年度末に補助指令を得たため年度内に事業実施ができず未収となつた。又平和橋、大洋琉映間道路事業では借地権補償および物件補償交渉が難航し、一部未収となつたが、これらの都市計画事業については、ひきつづき７２年度に再計上した。公会堂建設事業は７１年度まで継続延長したため、予算上は７５,０００ドルの未収となつているが、６９年度および７０年度の収入額をあわせて予定通り全額収入した。１９７１年度分港湾建設補助金１,６２９,０２０ドルおよび１９７１年度分公営住宅建設補助金３４６,７１２ドルについては、政府との調整に相当の日時を要し、事業着手が遅れたことにより未収となつたが、これらの事業は７２年度までの継続事業であるので翌年度において収入することになつている。なお、７２年度において再計上分は逓次繰越額１,９７５,７３２ドル。再計上額１,１０６,６７９ドルで、合計３,０８２,４１１ドルで実際の差額は６５,６１５ドルで落札差額と実績によるものであります。以上歳入について申し上げましたが、次に歳出第２款「役所費」１項「職員費」１目「職員給」に関連して、職員採用試験を受験して、合格した者で未採用者は何名残つているかということに対して、当局説明は、大学卒業者については１００％採用済で高等学校卒業者は約８０％が採用済で２０％が未採用となつているが、保母については小禄保育所の開設が遅れたので、その分残つている。さらに、復帰に伴なつて、那覇市職員の年次休暇の買い上げ問題について質したところ、職員の年次休暇を現在の段階で買い上げると約２０３,０００ドルの財源が必要となるが、買い上げの具体的な方針は決定していない。なお、本土政府の方針では国家公務員については買い上げしないが沖繩における地方公務員については、現在のところ明確ではないが、労使間で解決すべきであると労働省の一職員が発言しております。したがつて、労働基準法では買い上げはできないが、民法上の請求権という立場で買い上げることができるという法律的な考え方もある。次に、１５項「公会堂費」１目「管理費」２３節「修繕費」中の空調施設工事費５０,８３０ドルの不用額が生じた理由について質したところ、空調機械は施設費で計上しその他の配管関係については、工事費で計上し、施設費として事業を含めて入札した結果が、施設費８３,９００ドル、工事費が約１１万ドルで入札差額５０,８３０ドルが生じたので、その入札差額を施設費よりおとしたので結果として施設費の不用額が５０,８３０ドルとなつております。なお、機械購入の入札に当たつては、指名競争入札にし三社（日立、三菱、ダイキン）を指定して、建設主体工事および付帯工事、空調施設工事も含めて一括して入札に付した。次に、１６項「委員会費」６目「青少年健全育成協議会費」の３２３ドル５０セントの不用額については、本土復帰を間近に控えて、青少年の不良化が社会的に大きな問題となつている現在、市当局はその措置を講ずべく青少年健全育成協議会の委員会の招集を行なったのでありますが、委員の集まりが悪いために３２３ドル５０セントの不用額が生じたということであるが、前年度の決算においても委員会の審査の中で、この件について強く指摘したが、今回の決算においても不用額が生じ、何ら市当局の青少年健全育成に対する基本的な方針を質したことについて、当局説明によると復帰に伴なつて琉球政府より青少年福祉センターの設置についての要請がありますのでぜひ実現させたい。さらに、専任の職員を配置し実質的に協議会を円滑に運営していきたい。なお、委員の選任方法の問題についても今後、慎重に検討し改善すべき点については改めていきたい、とのことであります。次に、第３款「消防費」１項「消防費」２目「旅費」４節「旅費」に関連して消防分団員に対する危険性、重要性という立場から消防分団員に対する待遇改善を講ずるよう要望する。次に、建設常任委員会に係る


　歳出　○　第４款「土木費」


　　　　○　第６款「社会及び労働施設費」


　　　　　　　８項「公園費」９項「住宅費」


　　　　○　第８款「産業経済費」


　　　　　　　２項「農林水産費」中３目「林業振興費」


　　　　　　　３項「市場費」中２目「建設費」


　については、討論の結果賛成多数で認定すべきものと決定いたしましたとの報告があり、さらに歳出○第５款「港湾費」○第６款「社会及び労働施設費」（８項「公園費」９項「住宅費」を除く）○第７款「保健衛生費」○第８款「産業経済費」（２項「農林水産費」中３目「林業振興費」３項「市場費」中２目「建設費」を除く）○第１３款「教育費負担金」については、全会一致認定すべきものと決定いたしました、との報告がありました。委員会は審査の後討論に入つたのであります。


※　反対討論


　　１９７１年度決算は不認定とすべきである。その理由として、総括的に申し上げると、予算現額が歳入において２６,９５０,９１５ドル９３セント計上されているが、歳入減が５,０４３,１７７ドルも生じている。さらに、建設委員会の審査報告の中においても指摘されているとおり、政府支出金の歳入減あるいは市債の減等が生じているが、これは単に政府の責任のみでなく結果的には市当局自体の責任によつて生じていると考える。特に第７款「使用料及び手数料」の歳入欠陥によつて歳出第１１款「公債費」が当初、牧志第２公設市場使用料として１３５,３１４ドル予定していたものが３８,０００ドルしか収入できず、約７、８万ドル一般財源に影響を及ぼしている。かかることは、行政執行のまずさから生じたものである。以上の理由で認定第７号「１９７１年度那覇市歳入歳出決算」については不認定とすべきであります。


※　次に賛成討論として、


　　１９７１年度決算は認定すべきである。その理由として、決算総額は歳入において４.４％、歳出において４.２％の増加を示しており、委員会審査の経過においても不正なることは何ら指摘されてない。次に、政府支出等については、日本政府の補助金の支出のしかたに問題あると思考され、市当局の責任ということのみに帰すべきではないと思う。よつて認定第７号「１９７１年度那覇市歳入歳出決算」については原案どおり認定すべきである。以上の討論の後、採決に入つたのでありますが、採決の結果可否同数により委員長の決するところとなり認定第７号「１９７１年度那覇市歳入歳出決算」については認定すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。






○　議長（辺野喜英興君）


　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。


　　　　　　　　（「質疑討論なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　質疑討論なしと認め採決に入ります。認定第７号、１９７１年度那覇市歳入歳出決算の認定に賛成の方のご起立を願います。






○　議長（辺野喜英興君）


　　起立多数であります。よつて認定第７号１９７１年度那覇市歳入歳出決算は認定されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　日程第５、認定第８号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算。認定第９号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出決算。認定第１０号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出決算。認定第１１号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算。議案第１２１号、１９７１年度那覇市水道事業会計の決算について。までの事件を一括議題とし、建設委員長の審査報告を求めます。






○　建設委員長（比嘉佑直君）


　　認定第８号「１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算」。認定第９号「１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出決算」。認定第１０号「１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出決算」。認定第１１号「１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算」議案第１２１号「１９７１年度那覇市水道事業会計の決算について」以上５件を一括して、本委員会における審査の経過および結果について、ご報告申し上げます。まず、認定第８号「１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算について」、本件についは、歳入から款を遂って審査したのでありますが、△第２款使用料及び手数料は、７５ドルの予算額に対し、収入済額１５５ドル８１セントで、収入率２０７.７５％。△第３款清算金は１７,８００ドルの予算額に対し収入済額３５,７２７ドル７９セント、収入率２００.７２％となっておりますが、増収の理由については、７０年１２月、７１年６月の２回にわたり、納入催促したことと、数次にわたり、清算金徴収についての督励をし、Ｐ．Ｒを強化して関係者の理解を深めたことによるとのことであります。なお、清算業務の完了時期については、清算業務開始後５ヵ年以内となつているが、その起算は仮清算から５ヵ年間とするのと、換地処分から起算する２つの方法がある。第一地区については、仮清算期間が長く、金額についても、１７％～１８％しか徴収してないが、後２～３年では是非徴収を完了したいとのことであります。△第４款繰越金は、３３,０００ドルの予算に対し、収入済額３０,１７０ドル５０セント、収入率９１.４３％で、これは前年度からの繰越金となつている。△第５款雑収入は３０２ドルの予算額に対し、収入済額１,１１８ドル４５セント、収入率３７０.３５％で、これは預金利子の増収によるものとなつております。次に歳出について申し上げますと、△第１款区画整理費１項職員費の不用額２,０４７ドル４５セントは実績減によるもので、２項事業費の不用額２,９２２ドルについては、辻工事区の物件移転補償が協議不成立により、未執行となつたことや、換地整理確定図作成委託料の落札差額によるもの。３項清算金１０,１２２ドル４４セントの不用額については、清算交付対象者の住所変更による通知の不徹底や交付額僅少による未請求のため生じたものとのことであります。なお、清算金交付対象者については、交付金が、５９５件で、７５,７１９ドル、徴収金については、１,３１５件で１４５,４１７ドルとのことであります。また、歳入歳出差引残額３３,０９１ドル４４セントについては、７２年度に繰越されているとの説明であります。以上の審査の後、本件については全会一致認定すべきものと決定いたしました。次に、認定第９号「１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出決算」について申し上げます。○まず、歳入第１款政府支出金は、予算額１５７,１６１ドルに対し、４４.１８％の６９,４３９ドルの収入済みで、未収の理由としては、７１年度政府補助指令の交付時期の遅延（７１年３月１７日交付）により、８７,７２２ドルが未収となつている。○第２款繰入金は、７６,３８４ドルの予算額に対し、１００％収入済。○第３款替費地処分収入は２万ドル全額未収となつているが、その理由は、７０年度分道路工事の遅延や仮換地指定が、未了のためとのことであります。歳出について申し上げますと、○第１款区画整理費第１項職員費の不用額１,５５６ドル７６セントについては実績減によるもの。○第２項事業費の不用額１０７,０７１ドル４６セントについては、７１年度政府補助指令の交付時期が遅延し、年度内執行ができなかつたためである。○第３項土地評価委員会費の不用額５７ドルは実績減、○第２款の予備費は予備費充用がなく、全額不用となつている。なお歳入歳出差引残額１,０６３ドル２２セントについては翌年度に繰越されているとの説明であります。これに対し、主なる質疑を申し上げますと、○政府補助金は４４.１８％の収入率で、一般会計からの繰入金が、全額消化されているのはなぜかと質しましたところ、本来なら、工事及び補償は同時に行ない、実績により補償すべきだが、政府補助金が出ないまゝ、物件補償を止めておくわけにいかないので、補償関係が先行したとのことであります。○また、地主数および減歩率については、総地主数は１６９件で、減歩率は、現在使われている需要の状態、道路に面するところ、準商業的な土地、全然使えない土地等により減歩率が違う。山下地区の場合、公共減歩と替費地減歩を合算して、平均２０.１７％、１号線から３号線に面する分については、３段階に分れ、道路沿いが、６～１０％、山手の墓地地帯が３５～４０％、中間部分が約１８～３ ０％となつているとの説明であります。委員会は以上のほか、なお若干の質疑の後討論に入つたのであります。


　△反対討論


　　本決算については、次の理由で認定すべきでない。


　①すなわち、歳入については、政府補助金が４４.１８％の低率であること。


　②替費地処分収入は、２万ドル全額未収となつていること。


　③繰入金は追加更正しているが、これは政府補助金、替費地処分収入が入らないためで、一般会計へのしわよせとなつている。


　また、これらの未収が那覇市の責任によるものでなくとも、市民に予算を明らかにした以上、その収入確保に努力すべきである。さらに、政府補助金のあり方を改めない限り、今後市民に大きな損失を与えるので、警鐘の意を含め、本決算に反対する。


　△賛成討論


　補助のあり方については、党派を超えて日米政府に強く要求すべきであつたと考える。従つて、執行率の悪さは、従来の補助の制度に問題があり、本決算は認定すべきである。以上の討論の後採決の結果、本件については、賛成多数で認定すべきものと決定いたしました。


　次に、認定第１０号「１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出決算」について申し上げます。


　○歳入第１款政府支出金は予算額１０万ドルが、全額未収となつているが、これは政府補助指令の遅延によるもので、


　○第２款繰入金は、５４,６０７ドルの予算額に対し１９,８４７ドル５３セントが繰入れされており、これは当地区の人件、事務費に充当されている。従つて、歳入予算総額１５４,６０７ドルに対し、１２.８４％の収入率となつております。


　○歳出第１款区画整理費第１項職員費の不用額１,３２２ドル９７セントについては、実績減によるもので、


　○第２項事業費は１３３,３２３ドルが全額未執行となつているが、これは政府補助指令が６月３０日に交付されたため、年度内に事業執行ができなかつたこと。


　○第３項土地評価委員会費の不用額１３ドル５０セントは実績減、


　○第２款予備費については、予備費充用がなく、全額不用とのことであります。


　以上の当局説明に対し、主なる質疑を申し上げますと、


　△区画整理事業に対する政府補助の遅延により、事業執行が遅れているが、これに対し、今後どう対処するかということに対しては、従来国が負担すべきものを県が負担したこともあつて困難な問題があつたが、復帰後は国、県負担か事業の内容によつてかわつてくることと、本土においては同事業に対する補助額が多くなつているので、このような問題はおこらないと思うとのことであります。


　△また、単年度事業を承知で、６月３０日に補助指令を交付するのは、政府のまやかしであるということに対しては、年度末にしか補助指令は降りず、実質上負担行為だけで終るケースが過去からの慣例である。しかし、遅れる政府の補助指令を待つておくわけにいかないので、自己財源の分だけでも事業を進めているのが現状であるとの説明であります。以上のほか、なお活発な質疑の後討論に入つたのであります。


　△反対討論


　次の理由で本決算に反対する。すなわち、


　①歳入第１款政府補助金が１０万ドル全額未収になつているにもかかわらず、一般会計からの繰入金は追加更正されている。


　②歳入の収入率は、１２.８４％しかなく、これを認めることは、今後の予算折衝に当つて、障害となるので、このようなことを政府をして是正させるためにも認定すべきでない。


　③また、歳出第１款２項事業費は１３３,３２３ドルの予算が全額未執行で、この実状を認めるわけにいかない。


　④予算を市民に明らかにしたからには、その収入確保に万全を尽し、市民要求に答えるべきである。従つて、本決算の認定に反対する。


　△賛成討論


　①事実関係は、７２年２月２８日現在９８％完了しているとのことであり、今後の対策としては、日政援助要求を強力に続けるとの前向きの決意もある。


　②また年度の関係で、収入時期がずれているが、このことについては、議会の立場から要求すべきは要求することにし、過去の慣例もあるので、一朝に改めることはできず、その事実を認めないわけにいかない。従つて、本決算は認定すべきである。以上の討論の後採決の結果、本決算については、賛成多数で認定すべきものと決定いたしました。


　　次に、認定第１１号「１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算」について申し上げます。


　△まず、歳入第１款１項政府支出金の未収額２２,６０２ドルの内訳については、○７０年度事業分１７件の落札差額及び設計変更によるもの５,２７９ドル、○７１年度事業分１３件の逓次繰越によるもの１７,３２３ドルで、これは７２年度において収納済みとなつている。


　△第２款繰入金の未収額２９,１９８ドル１２セントについては、下水道事業の運営費の各費目に不用額が生じ、これに対しては、繰入れの必要がなかつたため未収となつており、


　△第３款下水道事業収益３５,３３５ドル８４セントの減の主なものを申し上げますと、


　①第１項営業収益に、１１,９３４ドル３９セントの減で、これは、下水道使用料が、当初予定どおり見込めなかつたための減と、


　②第２項営業外収益２３,４０１ドル４５セントの減は、排水設備の貸付けについて資金運用部資金を起債で借り、その貸付けによつて、元金、利息収入を見込んだが、当初予定より貸付けが少なかつたため、受取利息、貸付元金が減額になつたことによる。


　△第４款市債は１０６,６５８ドルの収入減で、収入率５５.２％と低率になつている理由は、


　①下水道事業債については、７０年度事業分の設計変更または落札差額及び７１年度事業の逓次繰越分として５,９５８ドルとなつていることと、


　②排水設備資金貸付事業債１００,７００ドルを資金運用部から借りる予定だつたが、当初の貸付件数に程遠く利用度が少なかつたため、この分については、自己資金で充当し、借入れしなかつたためとの説明であります。


　次に歳出について申し上げますと、


　△第１款下水道事業費の不用額１６０,３９８ドル２６セントの主なものは、


　①機構改革に伴なう人件費の実績減１０,５８４ドル、


　②需要費関係で、下水道公社に支払う汚水処理料および水道局に支払う徴収委託料が当初予定件数に達しなかつたための減、１０,９９７ドル９２セント、


　③３項排水設備奨励費については、排水設備資金が、当初予定件数に達しなかつたための減１３８,０５１ドルとなつている。


　△第２款下水道建設費については、継続費逓次繰越額２１,４１３ドル、不用額７,０７５ドル２１セントとなつているが、逓次繰越額については、７１年度事業の与儀地内下水道技線工事ほか１２件の管布設工事であるが、年度内支出の必要がなく、７２年度へ繰越しとなり、不用額７,０７５ドル２１セントについては、７０年度事業の与儀準幹線下水道工事ほか１６件の管布設工事の設計変更および落札差額による７,００５ドルがその主なものとなつている。


　△第３款公債費１項元利償還金の不用額４,４０７ドル４９セントについては、


　①下水道事業債の借入れ時期の遅延によるものと、


　②資金貸付事業債については、当初予定の貸付件数に達しなかつたため、市財源で充当し、市債の借入れをしなかつたことによるものとなつており、


　△第４款予備費については、流用する必要がなく、全額不用額となつているとの説明であります。以上の当局説明に対し審査の主なものを申し上げますと、


　△市内全世帯の下水道使用戸数及び普及率については、７１年１２月末現在、供用開始地域の接続可能世帯１３,８１８世帯、接続完了世帯４,３２１世帯、普及率３１.２７％で、那覇市全体から見た場合、計画件数７８,９４７世帯、接続完了件数４,３２１世帯、普及率５.４７％となつており、利用率の低い理由については、普及活動はやつているが、公共下水道に対する認識が低く、特に既設家屋の利用度が少ないとのことであります。


　△また、民政府資金の今後の見通しについては、今月末確定する。公共下水道に対する補助率は本土並みの１０分の４補助になつているが、あくまでも現行補助を要請している。本土政府としては、１０分の３は交付税で考慮し、実質的補助率は１０分の７となり、残り１０分の３は長期低利融資で起債という考え方のようであるが、具体的には琉球政府で検討中である。なお、現在の補助率９１％は、工事費のみだが、本土並みの１０分の４は事務費も含むとの説明であります。


　△さらに、歳出第１款１項３目諸手当に１,８７４ドル追加しながら、８,２５６ドル９１セントの不用額が生じた理由は、


　①４０万余ドルの補助金が入らず、事業費を縮少したため、作業量が縮少され、時間外勤務をしないで、できるだけ時間内に処理したこと。


　②通勤手当の支給時期の遅延や、人事移動等によるものであるとのことであります。委員会は以上の審査の後本件については全会一致認定すべきものと決定いたしました。


　　次に、議案第１２１号「１９７１年度那覇市水道事業会計の決算について」申し上げます。本件の審査に当つては、「１９７１年度那覇市水道事業決算報告書」、「１９７１年度那覇市水道事業損益計算書」、「１９７１年度那覇市水道事業剰余金計算書」、「１９７１年度那覇市水道事業剰余金処分計算書（案）」、「１９７１年度那覇市水道事業貸借対照表」の各項にわたり、慎重審査が行なわれましたが、その経過及び結果についてご報告申し上げます。


　△まず、収益的収入及び支出について


　○収益的収入については、２,８４３,５６９ドルの予算額に対し、決算額は、２,７８７,８７４ドル４９セント（９８.０４％）で、５５,６９４ドル５２セントの収入減。水道事業収益決算内訳としては、第１項営業収益は２,７３７,６８９ドル４２セント（９７.９１％）で、５８,３５０ドル５８セントの減、第２項営業外収益は、５０,１８５ドル０６セント（１０５.５９％）で、２,６５６ドル０６セントの増となつている。水道事業収益の収入減５５,６９４ドル５２セントについては、営業収益５８,３５０ドル５８セントの減と、営業外収益２,６５６ドル０６セントの増との差額である。減額の主なものは、給水収益の５５,９０６ドル２０セントとなつているが、これは当初予定給水量の減少によるものとなつている。営業外収益の増収については、旧導水管用地等の売却によるものである。


　○収益的支出については、水道事業費用が９４.７３％の執行率で、１４１,０６２ドル９３セントの不用額となつているが、その決算内訳は第１項営業費用が９５.１８％の執行率で、１２２,２７１ドル６２セントの減。第２項営業外費用が８８.１６％の執行率で、１５,８４７ドル９２セントの減。第３項予備費は２,９４３ドル３９セントの全額不用となつている。不用額１４１,０６２ドル９３セントの主なものは、人件費２５,３５１ドル４５セント、物件費９３,２４０ドル６３セント、支払利息１６,９４６ドル９０セント、減価償却費２,５８０ドル５６セント、予備費２,９４３ドル３９セントとなつており、不用額の生じた理由については、前年度の５０％以下の降雨量しかなかつたことと、２月中旬頃から青小堀水源が汚染されて一時取水を中止し、それにかわつて、水道公社からの受水購入費に充てるため、極力諸経費の執行をおさえたことによる。との説明であります。


　△次に資本的収入及び支出について


　○資本的収入は６６.０２％の収入率で、１３１,５１４ドル４８セントの減になつているが、これは　企業債および政府補助金交付指令の遅延によるものとなつている。


　○資本的支出は、７７７.９％の執行率で、不用額２３,９６８ドル６５セントについては、落札差額等によるものとなつている。


　従つて資本的収入３６０,３１５ドル５２セント、資本的支出８１８,４３５ドル、差引財源不足額４５８,１１９ドル８３セントとなるが、企業債収入中、４０,３００ドルは翌年度に繰越されるので、実質的不足額は４９８,４１９ドル８３セントとなり、その補てん財源は、


　前年度繰越工事資金　　　　　　９６,８００ドル


　過年度分損益勘定留保資金　　　７８,０００ドル


　当年度分損益勘定留保資金　　　２３２,０００ドル


　当年度未処分利益剰余金処分額　９１,６１９ドル８３セント


　で補てんしたとのことである。


　△次に損益計算書については、


　総収益中、営業収益、２,７３７,６８９ドル４２セント、


　　　　　　営業外収益、５０,１８５ドル０６セント、


　総費用中、営業費用、２,４１５,８４２ドル３８セント、


　　　　　　営業外費用、１１８,００１ドル６９セントで、


　総収益から総費用を差し引いた額２５４,０３０ドル４１セントが当年度純利益で、前年度に比べ４６,４７３ドル４０セントの増収になつているが、これは、メーター管理及び漏水防止に努力した結果、有収率の増等によるものである。ちなみに、有収率は、６８年度６８.２％、６９年度６９.１％、７０年度７４.７％、７１年度７７.５％となつている。


　△次に、資本剰余金計算書については、


　○利益剰余金の部において、前年度未処分利益剰余金のうち減債積立金１０,４００ドルと建設改良積立金１７３,１５０ドルを加えた額１８３,５５０ドルを処分し、差引繰越利益剰余金２４,９３７ドル０５セントに、当年度純利益２５４,０３０ドル４１セントを加えた額２７８,９６７ドル４６セントが１９７１年度未処分利益剰余金となつている。


　○資本剰余金の部においては、前年度からの受贈財産評価額３５７,０５７ドル４４セントと、補助金の前年度末残高１５５,４４３ドル、及び当年度増加分の政府補助金９９,９１０ドルを加えた額６１２,４１０ドル４４セントが次年度繰越資本剰余金となつております。


　△剰余金処分計算書（案）については、


　当年度未処分利益剰余金２７８,９６７ドル４６セントから、減債積立金に、１２,８００ドル、建設改良積立金に１４３,０００ドルを充当した残額１２３,１６７ドル４６セントが翌年度繰越利益剰余金となつている。


　△対借対照表については、資産合計６,３００,１９１ドル０７セントで、前年度より、５５０,６６７ドル０７セント増になつており、前年比は９.５８％の増加となつている。


　○負債の部の流動負債は、２９０,３５８ドル９４セントで、前年度より５１,６５７ドル３０セントの増、


　○資本の部においては、資本金合計５,０９４,４５３ドル８７セントで、前年度より、３１８,２１９ドル３６セントの増、


　○剰余金合計は９１５,３７８ドル２６セントで、前年度より１８０,７９０ドル４１セントの増との説明であります。以上の説明に対し、審査の主なものを申し上げますと、①復帰後の水道料金の換算については、内閣の決定する指令に従う。復帰時点で苦しくはなるが、公共料金は諸物価の要因になるので、ただちに値上げすることはしない。ただし、３６０円換算という指令があればそれに従うとのことであります。


　②今後の水源開発計画については、公社の計画によると、３,７００万トンの貯水能力をもつ福地ダムが今年１０月頃完成予定だが、現在送水能力は１日１０万トンしかなく、需要を満す程の送水能力がない。完成後一年間で満水するので、送水能力を高めるべく４２万ドルの補助が予定されているが、復帰２ヵ年後にしか送水施設は完成しないので、その間断水の恐れがある。毎年１５～２０％の消費水量が増えているので、浄水能力も足りないとのことである。なお、復帰後福地ダムは本土政府が買収し、県に移譲されるが、それに伴う市の配管工事費に対し、２４万～２５万ドルの補助金がつくことになつているとのことであります。


　③また、漏水防止対策については、


　　イ．毎年全量水器のチエツクをし、区域別に８５％まで有収率を高めること。


　　ロ．量水器の早期取替えの実施。


　　ハ．無線器の購入による漏水の早期発見と早期修理。


　　ニ．配水量の把握と盗水の防止に努力するとの説明であります。


　④さらに、７１年度末で、起債額は２,２６９,０００余ドルとなつているが、今後の予定起債額及び給水率については、予定起債額が５００万ドルで、そのうち７２年度で約１５０万ドル、７３年度以降で３５０万ドル予定されており、給水率については９２％とのことであります。


　以上の審査の後、本件については全会一致可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。






○　議長（辺野喜英興君）


　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。


　　　　　　　（「質疑、討論なし」というものあり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　質疑、討論なしと認め採決に入ります。


　認定第８号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算について、委員長報告どおり原案を認定することにご異議ありませんか。


　　　　　　　（「異議なし」というものあり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は認定されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　認定第９号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出決算について、委員長報告どおり原案を認定することにご賛成の方のご起立を求めます。






○　議長（辺野喜英興君）


　　賛成多数であります。よつて本案は認定されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　認定第１０号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計歳入歳出決算について、委員長報告どおり認定することにご賛成の方のご起立を求めます。






○　議長（辺野喜英興君）


　　賛成多数であります。よつて本案は認定されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　認定第１１号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算について委員長報告どおり原案を認定することにご異議ありませんか。


　　　　　　　（「異議なし」というものあり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は認定されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　議案第１２１号、１９７１年度那覇市水道事業会計の決算について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。


　　　　　　　（「異議なし」というものあり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　日程第６、認定第６号、１９７１年度那覇教育区歳入歳出決算についてを議題とし経済民生教育委員長の審査報告を求めます。






○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）


　　認定第６号、１９７１年度那覇教育区歳入歳出決算について審査の経過および結果をご報告いたします。


　　まず歳入から申し上げますと、本決算は予算総額１１,７７１,９９２ドルに対し４１３,６１４ドル６８セントの歳入欠陥が生じておりますが、これは３款「政府支出金」３８８,１６９ドル７２セント、５款「諸収入」の１,８５１ドル、７款「教育区債」３５,７７４ドルがその主なものであります。


　△３款「政府支出金」については、１項「政府負担金」３３７,８８８ドル０３セント、２項「政府補助金」５０,２８１ドル６９セントがそれぞれ収入減となつておりますが、１項１目の「教職員給与負担金」２１５,５３９ドル０３セントについては、そのうちの３６,１５９ドル５８セントは翌年度に勧奨退職手当として交付されておりますので差引き１８０,３９０ドルが１項１目「教職員給与負担金」の収入減ということになりますが、これは先に１０.７％の給与改正がなされた分を過大積算したことによるものでありますが、予算編成の段階では政府の「号給表」の作成がなされてない関係で、教職員の給与については見込み計上したが執行の段階で１人平均４ドルの誤差が生じたことにより給料７０,６０４ドル３６セント、職員手当７６,７６４ドル５４セント、共済費１０,２０７ドル７８セント、賃金１２,６４２ドル５０セント等が過大計上されたことによるものであり、これらについては補正減にすべきものでありますが、補助金関係については本土との会計年度の違い等の問題もあつて年度末になつてその交付がなされることがあり、そのような場合それに見あう補助金、負担金の予算枠がないとその取扱いに支障をきたすところから７１年度においては補正減にしなかつたのであるが、７２年度決算については文教当局とも調整した上で補正減にすべきものについては予算措置すべく検討したい、との説明がなされております。


　同じく１項２目「校舎建築負担金」の１２２,３４９ドルの収入減については、小中学校の校舎、屋内運動場、水泳プール等の建築工事並びに幼稚園々舎建築工事が政府との調整及び設計に相当の日数を要したため、工事の着手が遅れたことにより減となつておりますが、これについてはそのうちの９６,０５３ドルは事業継続費として翌年度に交付されており、残りの２６,２９６ドルが落札差額等による補助金の実績減となつております。


　△次に２項「政府補助金」５０,２８１ドル６９セントの収入減については、政府の財政の都合による１目「学校教育補助金」２２,７９７ドル。社会教育主事の欠員補充の遅れによる２目「社会教育補助金」の人件費関係の補助金の実績減による１,６６５ドル、それに幼稚園々舎が１教室割当減による。３目「幼稚園補助金」２５,８１８ドルの減によるものであります。


　△また、５款１項「財産収入」についても１,８５１ドルの収入減が生じておりますが、これは浦添高校敷地の政府買上げを予定して９,３５１ドル計上したが政府の財政の都合により７,５００ドル分の買上げがなされ差額の１,８５1ドルは今後も強く政府に折衝していきたい、とのことであります。


　△さらに７款「教育区債」の３５,７７４ドルの収入減については、そのうちの２３,１７４ドルは工事入札の遅れにより「区債」の借入れが翌年度へ繰り下げられたことによるものであり、残りの１２,６００ドルについては教室割当が減少されたことにより借入れの必要がなかつたことによる、とのことであります。


　△次に歳出について申し上げます。１款「教育総務費」については１１,７６５ドル６５セントの不用額が生じておりますが、これは古島小学校の敷地測量を予定していたが年度内に実施できなかつたことによる委託料の不用額ほか人件費関係の予算過大計上、あるいは予算節減および実績減等による２項「事務局費」の不用額１,５３４ドル０９セント、それに教育委員の選挙が無投票に終わつたことによる。７項「教育委員選挙費」の７,４１８ドル５７セント、また補習学級６学級減に伴なう６項「補習学級費」の人件費関係の不用額２,２０６ドル３１セント等がその主なものでありますが、このうち６項「補習学級」については、これまで１５学級あつたが児童生徒の在籍数も年々減つていく傾向にあり、また義務教育を終えた段階の生徒を対象にした特殊な学級であるので教育委員会としては、補習学級については減らしていく方針であり７１年度においては上山、小祿中校については各々１学級減、首里、寄宮中校についてはそれぞれ２学級減、合計６学級を減にした、とのことであります。


　△２款「学校教育費」１項「小学校費」の不用額１５５,４０２ドルについては、１目「教職員費」の１４５,７３８ドル８０セントがその主なものでありますが、これは給料６５,８１３ドル９９セント、職員手当５８,４８７ドル８７セントのうち１７,５３３ドル５９セントは翌年度に勧奨退職手当として交付済み、共済費８,８２６ドル３４セント、賃金１２,６０８ドル８８セント等がそれぞれ予算の過大積算により計上されたためのものであります。


　△２項「中学校費」についても１６９,７６２ドル９２セントの多額の不用額が生じておりますが、これは１目「教職員費」の給料４,７９０ドル３７セント職員手当５４,４３９ドル２５セント、うち１８,６２５ドル９９セントは翌年度に勧奨退職手当として交付済み、共済費１,３８１ドル４４セント、２目「学校管理費」の真和志中学校体育館の敷地購入の登記等の事務の遅れにより翌年度にくり越された公有財産購入費の５１,０００ドルと石田中学校体育館工事の遅れにより内部備品購入が翌年度にくり越されたことによる５,５２０ドル、３目「教育振興費」の教材備品に対する政府の補助金の減による５,０６３ドル１９セント、それに就学奨励法に基づく準要保護児童に対する就学奨励の補助金の減による３,００１ドル２１セント、５目「学校建設費」の寄宮中校体育館及び校舎、古蔵中校プール及び校舎工事の落札差額による３８,８５９ドル等がその主なものであります。


　２款１項「小学校費」、２項「中学校費」の１目「教職員費」にそれぞれ多額の不用額が生じておりますが、これについては「歳入」でも述べた通り、先に10.7％の給与改正を行なつたときの積算基礎の差額によるものであり、補正減にすべきものであつたが、決算の段階に至るまで補正減にしなかつたために人件費関係で多額の不用額が生じているが、教職員の給与については復帰後は県の予算に計上されることになるので、このような問題については解消するものと思われる。また同じく小中学校費の３目「教育振興費」の１８節「備品購入費」、１９節「負担金補助金及び交付金」、２０節の「扶助費」等の不用額については、政府財政の都合により補助金の交付が減になつたことが大きな原因でありますが、これら補助金関係については予算編成の段階で文教当局と十分調整の上、予算計上するが執行の段階で政府の財政の都合等により減額、あるいは交付されないのが実情である。教材備品関係の補助金については格差是正を図る面からもその達成率等についても十分検討して今後、その獲得に努力していきたい、とのことであります。


　△３項「幼稚園費」については、１目「幼稚園管理費」の職員手当、賃金、需要費、役務費等の実績減及び経費節減による１,１０１ドル、それに２目「幼稚園建設費」の城北幼稚園々舎建設が１教室割当が削られたことにより1９,３６６ドルがそれぞれ不用額となつております。


　　次に、３款「社会教育費」の不用額１,７５５ドル３８セントの主なるものは、社会教育主事の欠員補充が遅れたことによる給料共済費の１,５４７ドル５５セントの補助金の実績減がその主なものであります。


　　４款「諸支出金」についても真和志中学校体育館の敷地５,０００ドル、寄宮中学校体育館の建設資金１,４０２ドル、それに幼稚園々舎建築資金８１６ドルがそれぞれ公債の借入れを保留したことにより２項「公債費」の「元金」７,２１６ドル５６セント、「利子」８,０４２ドル２３セント、また３項「過誤納還付金」７５２ドル４セントがそれぞれ不用となつております。


　　以上審査の概要を申し上げましたが、委員会は結論として次の要望を付し、本件については全会一致原案どおり認定することに決定いたしました。


　　要望


　　「本決算については、歳入において予算現額と収入済額を比較すると４１３,６１４ドル６８セント」という多額の歳入欠陥を生じているが、これについては区教育委員会の「監査委員の意見書」にも指摘されているとおり、その殆んどが「政府支出金」の収入減によるものでありこれは収入確保の努力が十分でなかつたこと、予算の見積りが確実性を欠いたために予算を過大計上したことによるものであり、また歳出についても３７５,３３４ドル４４セントの不用額が生じておるが、これについてもその殆んどが予算の過大計上によるものである。従つて教育委員会当局は、予算編成にあたつては見積額の再検討と、確定された予算の確保については文教当局とも十分調整の上、予算執行の段階において万全の措置を講じ今後このような歳入欠陥を生じさせないように、その完全執行をしてもらいたい、以上ご報告を申し上げます。






○　議長（辺野喜英興君）


　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。


　　　　　　　（「質疑討論なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　質疑討論なしと認め採決に入ります。


　　認定第６号、１９７１年度那覇教育区歳入歳出決算は委員長報告どおり認定することにご異議ありませんか。


　　　　　　　（「異議なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は認定されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　日程第７、陳情第４７号、沖繩水産高等学校の安謝埋立地への移転に関する陳情を議題とし、総務委員長の審査報告を求めます。






○　総務委員長（黒潮隆君）


　　陳情第４７号「沖繩水産高等学校の安謝埋立地への移転に関する陳情」について、本陳情の趣旨は、沖繩水産高校は明治３７年糸満に創設されましたが明治４３年には那覇市住吉町に移転し終戦まで全国的にも数少ない甲種水産高校として発展しました。戦後は米軍に校地を接収された為１９４６年本部町に設立認可されましたが、学校の将来が憂慮され１９５５年に那覇市高橋町に移転しており、幾多の曲折を経ながら今日では全国一大規模の水産高校に発展しております。なお現在の沖繩水産高校の校地は周囲への拡張が不可能で、その面積も基準面積に対し、僅か１３％の充足率であるため、文部省基準による施設をすることができないことから、１９６０年以来今日まで、十数回にわたり那覇市や琉球政府に対し、校地拡張や移転の陳情を続けてきた。従つて水産高校としての立地条件が全国的にみて最もすぐれている安謝埋立造成地のうち２万坪を沖繩水産高校用地として有償で譲渡してもらいたいとのことであります。


　これに対し当局の見解は那覇市では第４次埋立からの２万坪の用地の確保は困難である。その理由は那覇新港のできる段階で、すでに背後地の土地利用計画がなされている。さらに港湾機能にとつて必要な施設自体も十分には確保も困難である状態の中で、特に水産高校の用地として万余の土地を提供することは港湾運営自体にも非常に支障をきたすことになる。


　　しかし、現在の沖繩水産高校の校地の狭隘に伴う学校移転については那覇市自体も非常に認識している。現在のところ用地の確定ができない主なる理由は第６次埋立に伴う浦添市との行政区域の問題、さらに港湾区域の問題等が未解決である状態では那覇市独自で水産高校の用地の確保は困難である。さらに港湾の三港一元化ということで港湾の管理者は那覇市になるという立場をとつておるが、そのことについても浦添市との調整が非常に大きな問題になつてくるので調整の段階で総合的に行政区域の問題、さらに港湾区域の問題等を調整する中で水産高校の用地についても今後の埋立地より総合的に検討し、１万坪前後の用地の提供については考えていきたいとのことであります。これに対し、主なる質疑を申し上げますと市長は文教局長と第４次とか第５次、第６次とかは明確ではないが、いわゆる埋立地から１万坪前後の土地を水産高校用地として提供することを確約したかどうか。と質したことについては第４次の埋立については張付も完了していることであるので用地の提供はできないが、第６次埋立の段階で浦添市との行政区域の問題、港湾区域の問題、さらに港湾管理者の問題等を調整していく中で水産高校の用地として１万坪前後の土地を確保することを約束した。とのことであります。なお、委員会は陳情して意見も聴収し、さらに水産高校校長川平恵正氏の参考意見も聴取し、若干の質疑を交わした後各委員一応当局説明を了承し、委員会は結論として本陳情については全会一致採択とすべきものと決定いたしました。


　　なお本陳情は、市町村自治法第６５条の規定により、これを市長に送付し、且つその処理の経過と結果の報告を請求することに決定しました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。






○　議長（辺野喜英興君）


　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。


　　　　　　　（「質疑討論なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　質疑討論なしと認め採決に入ります。陳情第４７号、沖繩水産高等学校の安謝埋立地への移転に関する陳情は委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。


　　　　　　　（「異議なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本案は採択されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　日程第８、陳情第３３号、若松公設市場第二期工事に伴う仮設市場に対する補償請求について。陳情第４９号、真和志公設市場使用料減免継続について陳情。陳情第３５号、那覇商業高校周辺の保安燈、街燈設置並びに横断橋架設について。陳情第５６号の２、那覇商業高等学校周辺の保安燈、街燈設置並びに陸橋架設について（陳情）。陳情第５４号、那覇商業高校周辺の国県市有地を開放し那覇商業高校、高校の教育のために使用させる陳情。陳情第５３号、那覇商業高等学校周辺の国県市有地を開放し、那覇商業高等学校教育の充実のために使用させる陳情。陳情第９号、汚物取扱手数料の３６０円予算計上方の確保について。までの事件を一括議題とし経済民生教育委員長の審査報告を求めます。






○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）


　△陳情第３３号、若松公設市場第二期工事に伴う仮設市場に対する補償請求について。陳情第４９号、真和志公設市場使用料減免継続について陳情。


　△陳情第３５号、「那覇商業高校周辺の保安燈」街燈設置並びに横断橋架設について及び陳情第５６号の２「那覇商業高等学校周辺の保安燈、街燈設置並びに陸橋架設について」のうち本委員会にかかわる「保安燈、街燈設置について」△陳情第５４号「那覇商業高校周辺の国県市有地を開放し、那覇商業高校、高校の教育のために使用させる陳情」及び陳情第５３号「那覇商業高等学校周辺の国県市有地を開放し、那覇商業高等学校教育の充実のために使用させる陳情」△陳情第９号「汚物取扱手数料の３６０円予算計上方の確保について」以上７件については一括して委員会における審査の経過及び結果をご報告申し上げます。


　まず陳情第３３号「若松公設市場第二期工事に伴う仮設市場に対する補償請求について」当局説明は第２次若松公設市場を建設する際、陳情人が仮市場を造つて市当局に協力してくれた当時の事情を考慮して、陳情者に対しては同市場の小間を割当る旨申し入れたが陳情人としては入口の角地を割当てて欲しいということであつたが、市当局としては立退き業者を優先すべき理由から真中にある小間を割当てたが拒否された。当局としてはこのように出来るだけ陳情者に対しては当時の事情からして誠意を示したが、本人はこれを拒否し、本陳情を出したものである。また補償の件については陳情人は第１次の若松市場内で店舗を経営しており、また河川上に仮設した仮市場の何名かの店子からも本人がその使用料を徴収しており、その間の仮市場の使用料等からしても損害を与えないと判断し補償すべきでないと思料する。とのことであります。これに対し委員会は本件については慎重審査を行なつた結果結論として陳情第３３号「若松公設市場第２期工事に伴う仮設市場に対する補償請求」については全会一致不採択とすべきものと決定いたしました。


　△陳情第４９号「真和志公設市場使用料減免継続について」当局説明は同公設市場の使用料については１９７０年１月から６月までの６か月間は３０％減免の措置を講じたが７月以降については従来通りの使用料を徴収している。６か月間使用料を減免した理由は当初同公設市場については場所的にも一般にあまり知られてない、ということで客が少ないということと、はじめて営業を営むものが多かつた関係で、営業テクニツクの問題等で経営不振におち入り１６名程の廃業者も出たことから同公設市場がある程度軌道に乗るまでの期間ということで６か月間の減免措置を講じたわけであるが、引き続き減免措置が必要であるが十分調査検討してきたが、同公設市場についてはその後は客足も次第によくなり、最近では同市場の休日の際には周辺の店舗の売り上げが非常にあがつていくという状況等からしても、一昨年頃とは逆に現時点ではむしろ周辺の客を吸収しているというような状況であり、また使用料について周辺の店舗と比較した場合（共用面積）、鉄筋コンクリートブロツクの場合が１㎡当り最高３ドル４１セントから１ドル６５セント、木造かわらぶきの場合が５ドル～１ドル２１セントで、周辺の店舗の平均家賃は１㎡当たり２ドル４２セントであるのに対し、同公設市場の場合は専用面積で２ドル８２セント、共用面積１ドル６０セントであり同公設市場周辺と比較しても適正な額である。以上の理由からして当局としては減免の措置を講ずる必要はないと思料する。公設市場の管理運営については独立採算制のもとに行なつておる関係で償還計画とのかねあい、一般財源へのしわよせ等の問題から市場使用料の改訂についてはなかなかむつかしい問題があるが、復帰の時点での起債の償還についての円換算の問題、あるいは市場の業種にかかわる施設等により使用料に等級をつけるというような方向での「市場使用料の改訂問題について、今後検討していきたい」との説明に対し、若干の質疑を交わした後討論に入つたのであります。


　※　反対討論


　　本陳情はこれまで相当の日数をかけて慎重審議されてきたが、その間、陳情者は「那覇市公設市場条例」に基づいて妥当だということでほとんどの業者が完納しており滞納者は４名にすぎない。（これを減免するといろいろの問題が派生してくる。）


　また総務委員会での７１年度決算の審議の中で、市場使用料の減収に伴い一般般財源からの繰入れは妥当でないという意見もある。


　　また、小間の割り振りも業者の納得の上でなされているが、ただ不振であつたので市は３０％を６ヶ月間も減免し育成している。その後は経営も通常にもどつていると思う。これを減免すると建設費の償還等いろいろの問題が派生してくる。やはり業者の自主性を尊重し育成するうえから本陳情は不採択にすべきである。


　※　賛成討論


　　反対討論の中で減免要求しながら使用料は完納しているんじやあないかという理論を展開しているが、それはあたらない。減免というのと使用料を納めるということは別の問題である。市場を使用する業者の問題についてはある程度市当局が業者を育成しなくてはならない、ごね得だと一方的にかたずけてはいけない。


　　さらに、一部の人々の利益を守るべきではないという反対討論があるが、市は一部の業者のために莫大な金をかけて今新市場を建設中である。


　一方には手を差しのべてそのしわ寄せが真和志公設市場にきている。行政の中で出来るだけのことを当然やるべきである。市は復帰の時点で使用料を３０８円で換算し、設備投資もして減免の形で考慮したいといつているし、そうさせていくのが市民の代表として選ばれたものに負わされた責務だと考える。よつて本陳情は採択することに賛成する。


　以上の討論を聴取した後、採決に入つたのでありますが可否同数となり、委員長の決するところにより不採択とすべきものと決定いたしました。


　△陳情第３５号「那覇商業高校周辺の保安燈、街燈設置並びに横断橋架設について」及び陳情第５６号の２「那覇商業高等学校周辺の保安燈、街燈設置並びに陸橋架設について」のうち本委員会にかかわる「保安燈、街燈設置について」申し上げます。


　本陳情の趣旨は、現在の那覇商業高校周辺には保安燈及び街燈が設置されてないために、夜間は暗くまた不良者のたまり場にもなつているので特に夜間定時制の生徒の登校、下校の安全を図る上からも保安燈、街燈を設置してもらいたいということでありますが、これに対する当局説明は保安燈の設置については陳情者である学校側とＰＴＡ関係をまじえて話し合いした際、該地域の現状からして保安燈を設置してもさ程効果は上がらないと思われるが保安燈でよければその「設置補助申請」をするように回答してあるが、学校当局としてはその維持管理費及び負担費についての予算がないのでもう一度検討した上でその申請をしたいということである。また街燈設置については、琉球政府建設局に「昭和４７年度日政援助要請」の中に「特定交通安全施設等整備事業」として７１年８月１５日に申請したが、その後琉球政府の土木課との協議により該商業高校前の道路については、復帰後は県道になるので日本政府からの「道路照明設置等の補助事業」として商業高校７本、那覇高校５本、小祿高校３本、真和志高校３本、首里高校５本、興南高校３本、以上２６本の街燈設置を現在の琉球政府がとり行なうことになつているが、これについてはつい最近その決定をみたものであり、陳情者には近々その旨連絡したいとの説明がなされております。


　　委員会は以上の当局説明を了とし、本陳情についてはそれぞれ全会一致採択すべきものと決定いたしました。


　△陳情第５４号「那覇商業高校周辺の国県市有地を開放し、那覇商業高校、高校の教育のために使用させる陳情」陳情第５３号「那覇商業高等学校周辺の国県市有地を開放し、那覇商業高等学校教育の充実のために使用させる陳情」以上２件は関連しますので一括して審査したのであります。


　　本陳情の趣旨は商業高校周辺に点在する市有地３９２坪９合９勺（７筆）中、２３７坪２合８勺（４筆）を学校敷地として使用させてもらいたい旨の陳情であります。


　これに対する当局説明は、該地域の市有地については、１９６５年１０月にマーニング社と賃貸借契約をしているが同契約については５ヵ年ごとに更新することになつておるが、市としてはその契約の解除方を再三にわたつて申し入れているが同社が賃貸料を供託し続けて現在に至つている状態である。一方、陳情者に対しては「商業高校周辺にあるマーニング社用地については市民福祉の向上及び学校教育のために同用地を開放するようにその関係筋に要請し、続けており、７１年６月２５日付で行政主席の認可も得ており該地域が開放された時点で、充分検討し極力陳情者の意にそうよう努力したい」旨の回答文書を出してあり、該地域が開放された時点で学校用地として使用できるよう努力したい。なお該市有地を学校敷地として有償または無償で使用させるかについては今後検討したいとのことであります。


　　以上の当局説明を了とし陳情第５４号及び陳情第５３号についてはそれぞれ全会一致採択すべきものと決定いたしました。


　△陳情第９号「汚物取扱手数料の３６０円予算計上方の確保について」本陳情の趣旨はし尿汲取料及び塵芥処理料等の汚物取扱手数料の円換算にあたつては１ドル対３６０円の比率で予算計上をしてもらいたい旨の陳情であります。


　　これに対し当局説明は汚物取扱手数料については昨年の８月、本土の各類似都市の料金等とも比較してその改定をみたものであり、円換算に関する条例を提案するにあたつては、この陳情の趣旨に沿つて条例改正したいとのことであります。


　　委員会は以上の当局説明を了とし、本陳情については全会一致採択すべきものと決定いたしました。


　　なお、採択すべきものと決定した陳情第３５号、第５６号の２、第５４号、第５３号及び第９号の以上の５件については市長において措置することを適当と認め、市町村自治法第６５条の規定に基づき、これを市長に送付し、かつその陳情の処理の経過及び結果の報告を請求することもあわせて決定いたしました。以上ご報告申し上げ各位のご賛同を得たいのであります。






○　議長(辺野喜英興君)


　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○　又吉久正君


　　委員長にお尋ねいたします。


　陳情第４９号真和志公設市場使用料減免継続について陳情について質疑をいたします。真和志の公設市場の建設議案が出た際も本員はこの市場は４,５年ぐらいは非常に苦労するであろう。ということは、周囲に既設の商店がたくさんありましてその近隣の人たちが買物をするのにその既設の商店で十分間に合つている。そこでいきおいここに公設市場ができても普段買物をしている店で買物をするんで新しいところにはなかなかいかないんではないか、そのために最初は非常に苦労するであろうということを申し上げたつもりですが、そのとおりになりすでに市場使用料の３０％の減免を６か月もやつておる。そこで現在あの市場の小間全部に業者が入つておるのかどうか、空小間はないかどうかその点について調査したかどうか。それと同時に今いる方々がこれだけの使用料を払つて全部継続していくことが可能であるのかどうか、そういつた点も調査したことがあるかどうか。もし審査しているならばご答弁をお願いします。３０％の減免の継続ですが今の調子で、あるいは減免しないでいくとなると空小間が出るおそれはないのか、今後において。調査したならばそれについてもお答え願います。






○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）


　　１７番議員にお答え申し上げます。空小間については現在２小間空いておりますけれども、口頭で予約を申し込まれておるようでございます。それから減免の継続については、いろいろさつきお話のあつたとおり当初は周囲の店舗にお客が吸収されてなかなか経営が困難であつたために６か月間減免を講じたけれども、最近では日曜で真和志公設市場が締ると周辺に非常に客が流れるということは月曜から土曜までは公設市場のほうが多く利用されているということであり、また当委員会でも第１回の陳情のあつた時点で店の状態と、その後本陳情が出されてから２回ほど現場視察をしましたけれども、最初と２回目とでは非常に違つて繁栄しております。したがつて今後は減免措置が講じられなくても、報告がありましたように現在では９６.７％とほとんど滞納者はいないということであり、４名だけは滞納しているというふうな現状であります。






○　又吉久正君


　　ただいまの委員長のご説明で２小間あいているが、口頭で予約申し込みがあるということでございますが、本員が話しを聞いた場合には３小間あいている、その内の１小間は口頭で申し込みがあるようであると聞いておりますが、その点についてもし委員会でやつていないなら当局にお尋ねしたいんですがよろしくお願いいたします。






○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）


　　現時点での状況を当局のほうからご説明願います。






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩いたします。


（午後３時０分　休憩）


（午後３時２分　再開）






○　議長（辺野喜英興君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。


　お断わりいたしておきますが、いま経済民生部長は身体障害者大会があり、これには市長、助役、議長も行なつて祝辞を述べる段取りでありましたが、経済民生部長が当局の代表として行なつておりますので議会には出席しておりません。お断わりをいたします。






○　商工観光課長（与古田永盛君）


　　質問の趣旨をもう一ぺんお願いいたします。






○　又吉久正君


　　当局のほうにお尋ねいたします。真和志公設市場のあき小間が何小間あいているのか。委員長の報告では２小間とおつしやつておりますけれども、本員が聞いたのは衣服、編物、化粧品そういつたところがあいている。そこで１小間は口頭で契約がなされているということでございますが幾小間あいているのか。それと２小間は口頭契約となつているという委員長のご報告でありますが、その後正式な契約をしてこの小間に入つているかどうか。この２点をお伺いいたします。






○　商工観光課長（与古田永盛君）


　　お答えいたします。あき小間は２小間でございましたけれども３月１日に１小間入つております。いまのところ１小間はあいておりますが、そこは希望者がいらつしやいますけれども現場を見せたらどうもそういつた衣服の場合、私たちの業態じやあないということで、適当な希望者がいないものと思います。まだあいている現状であります。






○　議長（辺野喜英興君）


　　質疑を終結し討論に入ります。


　　　　　　　（「討論なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　討論なしと認め採決に入ります。


　陳情第３３号、若松公設市場第二期工事に伴う仮設市場に対する補償請求についての陳情は不採択することにご異議ありませんか。


　　　　　　　（「異議なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は不採択とされました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　陳情第４９号、真和志公設市場使用料減免継続について陳情は意見が２つにわかれておりますので起立により、採決にいたします。本陳情に賛成の諸君の起立を求めます。






○　議長（辺野喜英興君）


　　起立多数であります。よつて本陳情は不採択とされました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　陳情第３５号、那覇商業高校周辺の保安燈、街燈設置並びに横断橋架設についての陳情は採択することにご異議ありませんか。


　　　　　　　（「異議なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は採択されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　陳情第５６号の２、那覇商業高等学校周辺の保安燈、街燈設置並びに陸橋架設についての陳情は採択することにご異議ありませんか。


　　　　　　　（「異議なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は採択されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　陳情第５４号、那覇商業高校周辺の国県市有地を開放し那覇商業高校、高校の教育のために使用させる陳情について採択することにご異議ありませんか。


　　　　　　　（「異議なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は採択されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　陳情第５３号、那覇商業高等学校周辺の国県市有地を開放し、那覇商業高等学校教育の充実のために使用させる陳情について、採択することにご異議ありませんか。


　　　　　　　（「異議なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は採択されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　陳情第９号、汚物取扱手数料の３６０円予算計上方の確保についての陳情は採択することにご異議ありませんか。


　　　　　　　（「異議なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は採択されました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　ただいま採択になつた陳情については、市長において措置することを適当と認め、これを市長に送付し、かつ、その処理の経過並びに結果の報告を請求します。






○　議長（辺野喜英興君）


　　おはかりいたします。今期議会で議決されました事件の条項、字句、数字その他の整理を要するものにつきましては、会議規則第４２条の規定に基づき、その整理を議長に委任されたいと思いますが、これにご異議ありませんか。


　　　　　　　（「異議なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて今期議会で議決されました事件の条項、字句、数字その他の整理を要するものにつきましては議長に委任することに決しました。






○　議長（辺野喜英興君）


　　継続審査の申出についてを議題といたします。おはかりいたします。本件については各常任委員長から目下委員会において審査中の事件につき会議規則第１０２条の規定により、お手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中継続審査の申出書がありました。


　委員長から申出のとおり閉会中の継続審査に付することにご異議ありませんか。


　　　　　　　（「異議なし」という者あり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて各常任委員長から申出のとおり閉会中の継続審査に付することに決しました。






○　議長（辺野喜英興君）


　　この際、諸般の報告をいたします。監査委員中山興忠ほか３人から１９７２年度１月分の例月出納検査の結果報告書が提出されておりましたのでご報告いたします。


　３月２８日付、那覇市牧志町１丁目８３３番地第二牧志公設市場業者代表嶺井弘造外１２３名から「使用料減免措置の継続方について」那覇市字安謝２６５番地の５安謝くり舟漁業会会長大城満助から「漁民用住宅地の割当について」３月２９日付、那覇市字大道２１２番地の５８三原自治会長普久原朝光から「河川護岸早期実施に関する陳情」那覇市牧志町１丁目６０９番地久茂地ゆうな会会長大田守幸外２６８名から「緑が丘公園指定地域縮少方についての再陳情」以上４件の陳情書が提出されていました。






○　議長（辺野喜英興君）


　　おはかりします。本件については会期の都合によりお手元に配付した「陳情文書表」のとおりそれぞれ所管の常任委員会に付託し、閉会中の継続審査に付したいと思います。これにご異議ありませんか。


　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）






○　議長（辺野喜英興君）


　　ご異議なしと認めます。よつて本件についてはお手元に配付の「陳情文書表」のとおりそれぞれ所管の常任委員会に付託し閉会中の継続審査に付すことに決しました。



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）


　　追加第１、安謝新港背後地の処分について、緊急質問を議題といたします。一応１０分程度休憩いたします。


（午後３時１３分　休憩）


（午後３時４０分　再開）






○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。






○　副議長（仲本安一君）


　　追加第１、安謝新港背後地の処分についての緊急質問をゆるします。






○　金城重正君


　　質問いたします前に去る２７日の一般質問の中で５番議員の質問について当局の答弁がまさに当を得てないでたらめである。私は少なくとも当局は議会に対して誠意をもつて答えるのが筋合いであると考えております。かいつまんで申し上げますならば、この背後地の処分については新安謝港の開設、特に復帰に際しては特別国体が、海洋博がある。その中において当然、港の機能をスムーズに果たすために業者の配置をやらなければならないはずであります。その中にフオーク業者が入つております。しかしその１２名の業者の中で２人は適格だと思われない方が入つております。そこで質問、答弁の中で明らかになりましたのは、最初豊里という方は１７台フオークを持つているという答弁がなされました。そのあと５番議員の追求の中から明かになつたのは６台持つておりますという答弁であります。そこで議会は休憩いたしまして調査にまいりましたところ１台も持つていないということが明らかになつております。さらに私は今朝その現場にまいりましたら１台が知念重機のヤードの草ぼうぼうとしたところに１台放棄されております。これだけであります。そしてあとは第二助役の答弁の中で適格でないならばこれを除外しなければならないということであります。最後の段階になつて第一助役は、契約は破棄いたしませんという答弁をしております。まさに当局の態度たるや議会をまた市民を侮辱するような答弁をしております。私たちは決して納得が出来ないわけであります。そこで本員がお聞きしたいのは、この安謝新港の背後地について一応、那覇新港土地利用計画協議会規程というのがあるはずでございます。１９７０年５月１１日訓令第４号、第２条、協議会は次に掲げる事項について協議するものとする。(1)新港土地の利用計画に関すること。(2)新港土地の処分計画に関すること。従つて、その新港の背後地を決定するにおいては少なからずその協議会においていろいろ案を作りそして結論を出してやつたと思いますがその協議会におかけになつたかどうか、これが１点であります。２点目は、この豊里という方は調査してみますとフオークは１台も持つてない。当局答弁で５か月前に１７台は持つておるということでありますが、しかし本員が市民税課と資産税課を調査いたしましたところこの豊里という方は償却資産はないのであります。１７台のフオークを持つているということであれば当然償却資産台帳にあるはずでございます。あるのは壁体ブロツクのトタン葺き２９坪の家屋と評価額1,392ドルであります。そうするといつ誰がこの１７台を持つているという調査をやつたのか、これが２点であります。第３点目は、桑江忍という方は調査の結果豊里さんの甥であり、大学３年生であります。さらに妻子がなく２１才であります。現在でもお父うさんがやつている自動車商会の仕事を手伝つているに過ぎない。さらに税金も１仙も納めてない。この桑江忍という方は昭和２５年１月３０日生れで２１才であります。市民税課の調査表に基きますと職業なく、所得なく、妻子がない、それがどうしてそのような方に有効に機能させるべき安謝港の背後地を処分しなければならないのか。安謝港の財産処分につきましては応募申請をしてもらいたいということを新聞に出しております。そして応募者は事業計画を出すようになつております。その内容はまず事業の内容、資金計画、事業の時期ということになつております。そこでこの桑江忍という方は、〝私はこういうフオーク業をやります〟という事業計画書を提出しているかどうかこの４点についてご答弁を願いたいと思います。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。最初の件ですが、土地利用計画小委員会の承認をうけております。


　２番目の豊里友徳さんの台数１７台はどこで調査したかということでございますが、事務局であります都市計画課のほうで当時の調査として出て来ております。３番目の桑江忍さんの件ですが、これはほかの人とも関連いたしますので説明いたしますがこの貸しフオーク業組合員個々の方は申請しておりません。組合として応募しております。申請内容でありますが、この貸しフオーク業としての申し込みの中に応募の理由、および土地利用の目的が次のように書かれております。重機置場、並びに整備工場、貨物一時保管ということになつております。従つて会員個々がその応募の書類を提出しているということではありませんので３番目の桑江さんの事業計画はないわけであります。






○　金城重正君


　　事業計画書は組合として申請しておるということですが、この組合は法人格をもつたところの組合でも何でもない。しかし皆さん方は契約をする場合には個々と契約をやつている。この個々と契約するためにはその業者がどのような仕事をやつているか、という内容調査をやらなければならんはずであります。法人格を持つている組合であるならばいざしらず土地は個人のものになつております。従つて、本員が念を押したいのは一体この桑江忍という方は本当にフオーク業者として適格者であるということをお認めになつていらつしやるのか。これをまずはつきりさせていただきたいと思います。それとこの問題について去つた２７日の一般質問の中で一旦休憩いたしまして議会が調査にまいつております。そのとき本人の口から〝2,600ドルの金が動いた〟といつておりますがそれについて当局はどのようにお考えになつておられるか。もう１点は、この豊里友徳さんは〝私が安謝港の土地を申請して５００坪は私がもらうんだ、それについて署名、捺印させております〟と本人の口から出ております。一体那覇市の財産はこういう方々の私物になつていいのかどうか。それについて豊里友徳さんはほかの重機業者から知られていない。特に桑江忍という方はだれもわからない。１２名の業者の中で桑江忍という方をわかる人は一人もいない。何でここに桑江忍という人が入つてきたかわからない。そこで、この豊里という方が〝私は市役所にＡという部長をよく知つておる。私が申請した場合には必ずできるからさせてくれ〟ということで、この土地の申請をされておる。このＡという部長はだれであるか、これをはつきりしていただきたいと思います。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。豊里さんと桑江さんという人が適格者であるかどうか、ということでございますが、私たちといたしましては新聞広告を出しましたが、貸フオーク業をやりたい、というような人たちはこの貸フオーク組合員以外からは出ておりませんでした。ほかにはいませんでした。そういうようなことで貸フオーク業の組合の人たちが最初2,500坪ぐらいほしいという要望がありましたけれども、どうしてもそれだけ割当てることはできぬ、ということでおよそ現在割当てられているような坪数になつたわけでありますけれども、その割りふりについてはわれわれのほうでいちいち調査をしてやる、というようなこともたいへんだからお互い業者同志だからして皆さんたちのほうで一応案をつくつてきてくれ、というようなことでわれわれ申し上げまして、そしてそれに基づいて契約をするということになつてきているわけであります。そこで現在しごとをやつているとか、やつていないとかということじやなしに、これからやつていく人もいますでしようし、現在やつている人もいますでしようし、その組合としてどうしても港湾の付近にそういうふうな土地が必要だということを言つてきていますので、われわれはそれを了といたしまして割りふりをしたわけで、個々について審査をしたわけじやございません。次に2,600ドルの金の行くえということでございますが、これはわれわれの全然知らないことでありまして、そのような質問には答えることができないわけであります。３番目の〝５００坪もらう〟というようなことを言つた、ということでありますが、業者仲間の中ではどのようなことが話し合われたか私たちはよくわかりませんし、われわれが知る範囲ではございません。それから〝豊里さんがＡ部長と懇意だというようなことをいつているがだれのことか〟ということですがだれのことかわかりません。






○　金城重正君


　　ただいまの当局の答弁で、親しいＡという部長はだれかという質問に対して「だれかわかりません。」ということですが、そこらへんに誠意のない答弁が出てきているわけであります。２７日の答弁の中でははつきり建設部長は、〝私のところによく出入りしてよく知つております〟ということをおつしやつたんじやないですか。まさに当局の答弁たるや詭弁もはなはだしいんであります。そこで〝５００坪の土地を私に与えてもらいたい〟ということで署名、捺印をした。それも〝私とは関係ないんだ〟ということであります。しかし議会の中で明らかにされた。議会議員が調査に行つて、それがはつきり向こうで言われておる本人の口から。であるならばこの豊里という方、桑江忍という方はまさに不純な財産の取得をやつておる。それが明らかになつた以上は何らかの形の処置というものはやらなければならぬはずである。これが皆さん方に与えられたところの使命だと、かように考えるわけであります。これについて当局はどのようにお考えになつておるのか。さらに答弁の中で新聞広告を出したら申請は組合で出した。しかし割当ては皆さん方でやつてくれということでそこでその割当てをやりましたということですが契約の段階にまいりましてこの豊里という方と桑江という方がまさに不適格者であるということは論を待たないんであります。また正常な手段で那覇市の土地の取得はやつていない。当局といたしましては契約は個々にしかやつていない。組合とはやつておりません。個々とやつているのであれば、それが議会で明らかになつてもそれをそのままにするのか、その点について当局のご説明をお願いいたしたいと思います。いわゆる一人がこの５００坪もらうということは不純である。そこらへんから黒い霧という問題が派生してくる。もう明らかになつているんだ。さらに先の二人が適格者でないということもはつきりしておる。一人は大学生である。事業もやつてない、妻子もいない、税金も出してない。またその豊里にいたしましても、当局の調査がでたらめであり、何ら償却資産を持つていないということが明らかになつたんだ。それに対して市はそれをそのまま認めるかどうかお答え願いたいと思います。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。その前に先ほどのＡ部長とはだれのことか、というようなことに対して「だれのことかわかりません」と言いましたが、本人がだれを指しているのかよくわからないからであります。私を指して、特に親しいといつているのかどうか、ということはわからないわけであります。それから適格者でない、ということをおつしやつておりますけれども、私たちは背後地処分するので応募してくれ、というようなことでありまして、先ほど申し上げましたように組合として申し込みがなされておりますので、その組合内部についてはどのようなことかわからないけれども、その人たちが貸フオーク業、あるいは修理、あるいは貨物の一時置き場所、そういつたふうなものに利用したい、そういう申し入れがあつたわけです。だからわれわれはそれを認めただけの話です。それから一人で５００坪うんぬんというようなことにつきましては、私初めて聞くわけなんですけれども、そういうような内部においていろいろな話し合いがあつたのかもしれませんけれども、それはわれわれが割当てたこととは何ら関係ないことだと思います。






○　金城重正君


　　この議会で明らかになりましたように、虚偽の申告になつているんですよ。皆さん方が契約は個々としかやつてない。組合が法人格を持つてやるならば、あとはどうであれかまわないが、実際皆さん方の手によつて個々に契約はされておるんです。この契約の段階で、また議会の中でももう明らかになつておる。虚偽の申告である。それを皆さん方は妥当ということでお認めであるのかどうか。この桑江忍という方と豊里という方が〝私はこういう事業計画をやつて、土地を与えられた場合にはどのような仕事をやります〟ということはどこをさがしてもないんです。いわゆるご利得といいますか、いわゆる当局自体もペテンにかけられておる。そしてその当局もペテンにかけられていることもわかっておる。はつきりしておる、議会の中で。それを皆さん方はどうするかなんです。とんでもないことだ。〝５００坪の土地を私にくれ、署名捺印しなさい〟。これには裏に何かがあるからなんだ。いま５００坪の土地ということになりますと、１５０ドルで買つても大体の相場が２５０～３００いつておる。３００ドルで売つても１５万ドルぐらいもうかる。寝ておって１５万ドルぐらいもうかるという商売がどこにあるか。そういうような不正な行政をやってはならぬはずである。それが明らかになっても皆さん方は妥当と認めるというておる。それをいま一度はつきりしていただきたい。またここではつきりしたことはこの二人は適格者でないということである。うやむやな人である。どこからどう組合に入つてきたかもわからない。第二助役は「不適格者だというようなことであるならばこれは除外する。」第一助役は「除外しません」２７日の本会議の中でも前もつて「市長が出席していないから助役以下は誠意をもつて答弁をしていただきたい」という５番議員の要請があつたはずである。それにもかかわらずそのようなでたらめな答弁がなされておる。一貫性がない。メチヤクチヤである。もうここで明らかになつたことは、議会の中で当然二人は適格者でないということがはつきりしておる。それなのにこの豊里という方と桑江という方、これを適格者と認めるのか。またこの１０名以外にもフオーク業者はたくさんおります。ほんとに港で荷揚げをやつている方々にも呼びかけて、そして〝私たちとしてはここにフオーク業者の土地を与えているけれども、適格者が来ていつしよにこの港の機能を十分果たしていくようにやつてくれないか〟とこういうような配慮があつてしかるべきである。この１０名だけじやないんですフオーク業者は。たくさんおるんですよほかにも。ほんとうにこういうふうに明らかになつても皆さん方は取り消さないのか。これについてご答弁をしていただきたい。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。虚偽の申告というふうにおつしやつておりますけれども、私たちは虚偽の申告だと思つておりません。


　　　　　　　（「虚偽の申告だよこれは」という者あり）


　それから、その他にもフオーク業者はたくさんいるということですが私たちもそう思います。しかし市のほうに背後地を処分してくれ、という申し込みはありませんでした。その当時フオーク業者で申し込んできたのはこのフオーク業組合だけであります。






○　金城重正君


　　当局は「虚偽の申告でない」と言う。じやあどこに正しいという根拠があるんですか。この豊里という方と桑江という方がどこに正しいという根拠があるんですか。答弁していただきたいと思います。






○　建設部長（水間平君）


　　お答えいたします。われわれの応募の様式は次のようになつております。〝那覇新港背後地の取得について下記のとおり応募いたします。１、応募の理由及び土地利用目的〟そういうことになつておりまして、重機置き場、並びに整備工場、貨物の一時保管場、というような応募の理由及び土地利用目的を出しているわけでございます。これには現在ホークを持つているとか持つていないとかというようなことはそれほど問題にはなりませんで、その地域を本当にこういつた趣旨の目的で使うのであればその人たちにわれわれは割当ててもいいという立場に立つているわけでございます。






○　金城重正君


　　ただいまの建設部長の答弁は背後地の応募に対する説明をやつているわけでございます。しかしその最終の目的は何であるか、背後地を処分する最終の目的は何であるのか。あくまでも港湾の機能をスムースに果させていく、そこにいわゆる背後地の処分という問題が明らかになつてくるはずである。この方々は事業計画書も何もない、学生もいる。そういう方々が一体そこに入つてきて本当に港の機能をフルに活用するという面で適格者であるかどうかである。この豊里という方、この方にしても自分の利得を目標にして、私が部長を知つておるから私が申請してあげましよう、とこういうようにやられておるのが実情だということを私たちは聞いておる。一体那覇市の財産というのはこのような形で処分されていいのかどうか。港の機能をフルに活用させるという観点に立つならばこの２人は当然適格者でないはずである。何でこのように明らかになつた時点において、ほかにもたくさんの台数を持つているホーク業者があるならばその方々を入れるべきであつて、何でこのような方々を入れなければならないのか。その内容においては何かあるのかどうか、またこの取消す段階についても市長が不在であるので主管の助役から明確に答弁をしていただきたい。






○　第二助役（前田武行君）


　　お答えいたします。まず適格であるか否かということは既存の業者であるか、あるいは既存の倉庫会社であるか、既存の貸ホーク業者であるかということじやないんであります。まず第１に適格であるか否かはその張り付けをなした地域、利用区分をされた地域でその事業をやるかやらないかということで決まります。まずそれが第１であります。ただそこが倉庫地域であつても倉庫業をしなければ既存業者であつてもこれは不適格者であります。まずその利用計画を立てた中で計画に基づく事業をなしたかなさないかが１点であります。だからこれは正か否かについては次の時点になるわけです。それで本件の場合、新聞で公募広告を出したが他に申し込みがあつたけれども、それを断つてこのような方々を入れたんじやないかというような誤解を受けるようなご質問ですが、私が委員会から上がつてきた範囲内で説明を受けたのでは、ほかに既存の業者でこの土地を利用し貸ホーク業を行ないますから譲渡していただけませんか、という申請があつたということは聞いておりません。もつとほかにあたればいいんじやないかと言いますが、あの時点において申し込みがほかのものからはなかつた。今割当てられておる業者だけが申し込んでおつた。中にはこれは業者であるか否かという問題がありますけれども、その時点においてはやる気がある。組合員であるということ等から一応割付けをしたという事情でございます。適格であるか否かということは第一義的にはその指定された地域において指定された事業をなすかなさないかによるんでありまして今の段階で直ちに取消すとかということは一概に言えません。なぜならばわれわれは一応契約という行為をしております。そして契約した以上は契約違背があるのか否か、あるいは契約についてもつと民事的な問題でどういう問題が解約条件になるのかそれを十分審議しない限りこれは解約条件に直ちになるんだということから解約条件に当たらない。ただ将来、いわゆる契約条項に謳つてある中の違背行為でない限り解約できませんし、それ以前に解約するとすれば、民法の意思表示の件の暇疵がない限り、大きな無効原因になり取消す原因が発生しない限りできないので、それらについては十分検討しなければなりません、今ここでこの程度の資料で解約が可能だということが政策的には言えても、政策的にできることでありますれば一方的な解約でありますので損害の補償をしなければならないということもありますので、この点は十分調査した上でないと解約する、しないということは回答できません。






○　金城重正君


　　ただいま責任者である第二助役の答弁によりますと、結論としては解約をする意思はないんだと、このような感触を私は受けております。そこで私どもが明らかにしなければならないのは、その業者の手から2,600ドルの金が動いた。さらに私たちが調べてみますとそれ以上の金が動いているやに承つております。それからこの席で明らかにしましたように〝私がこの土地を取得するならば５００坪をもらうんだ〟ということで署名捺印をした。そこらあたりにもはや不純を感ずるし黒い霧があるかもしれません。疑惑が生れてくるわけでございます。従つて私どもとしては当局はもうこれを取消ししない、明らかにペテンに引つかかつたような状態になつている。個人が５００坪をもらう、これが明らかになつた以上はこれは反市民的なことである。これに対して勇気と英断をもつて当然当局が是正すべきであるとかように考えております。そこで今の助役の答弁で契約の破棄をしないということであるならば、私たちといたしましては所管の手続きをふんであくまでもそれの追求をいたしたいと、こういうように考えております。まさに本人の手から2,600ドルの金が動いた、５００坪の土地をもらうんだという署名捺印をした。本当にえらい問題であると私は考えております。従つて場合によつては司直の手によつて事を明らかにさせなければならん、こういうことを考えております。従いまして最後の助役の答弁としてこれを取消ししないということであるならばもはや平行線である。もつと言うべきことはたくさんありますけれども本員はここで質問を締めたいと思います。もつと謙虚な気持ちで嘘はつかんで議会に対しては正々堂々と胸を張つて答弁をやるべきのが建前である。まさに議会を侮辱したような答弁をやり辻褄の合わないようなことは今後改めていただきたい、そこで私は第一助役に申し上げますが、本当に真に助役として議会に対してこの２７日の質問からきようまで一貫してその答弁はちぐはぐがあつた。そのことについてどういうお考えをお持ちなのか、最初は契約をやつていないと言いながらあとになつてまた契約してあります。といつてみたり１７台から６台になつてみてあとは何もなかつた。こういうようなことについて本当に謙虚な気持ちで助役からできるならばご弁解をしていただければけつこうだと思います。以上質問を終わります。










○　副議長（仲本安一君）


　　休憩いたします。


（午後４時２４分　休憩）


（午後４時２５分　再開）










○　副議長（仲本安一君）


　　休憩前に引き続き会議を開きます。


　以上で全日程を終了いたしました。これにて１９７２年第１３９回那覇市議会定例会を閉会いたします。






（午後４時２６分　閉会）



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








　　　　上会議録を調整し署名する。


　　　　　　　１９７２年３月３０日






議長　　辺野喜英興　㊞






副議長　　仲本安一　㊞






署名議員　金城甚松　㊞






署名議員　島袋宗康　㊞
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